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 本書は、「神奈川県男女共同参画推進条例」（2002 年４月施行）及び「か

ながわ男女共同参画推進プラン（第４次）」（2018 年３月策定）に基づく

年次報告書として、本県の取組みや、進捗状況を数字で示すなど、男女共

同参画の推進にかかる状況を県民のみなさまに明らかにするためのもの

です。 



男女共同参画年次報告書 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

目  次 
Ⅰ 神奈川県における男女共同参画の状況 

１ あらゆる分野における男女共同参画                            １     

２ 職業生活の充実とワーク・ライフ・バランスの実現                 ３ 

３ 男女共同参画の面から見た健やかで安心なくらし                  ５ 

４ 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革と基盤整備                          ７ 

 

Ⅱ 県の総合計画「かながわグランドデザイン」における位置付け             ９             

  

Ⅲ かながわ男女共同参画推進プラン（第４次）の推進状況             

１ かながわ男女共同参画推進プラン（第４次）の体系                 11 

２ かながわ男女共同参画推進プラン（第４次）の進捗状況と評価            13 

３ かながわ男女共同参画推進プラン（第４次）の参考数値の状況            21 

４ かながわ男女共同参画推進プラン（第４次）の 2022(令和４)年度事業実績           24            

 

Ⅳ かながわＤＶ防止・被害者支援プランの推進状況 

１ かながわＤＶ防止・被害者支援プランの体系                    67 

２ かながわＤＶ防止・被害者支援プランの進捗状況と評価               69 

３ かながわＤＶ防止・被害者支援プランの 2022(令和４)年度事業実績                  72 

 

Ⅴ 神奈川県男女共同参画審議会の審議状況                        95 

 

〈参考〉2022(令和４)年度審議会等の女性委員の登用状況 97 

 

 

 

                   

 

2023(令和５)年版 

神奈川県の男女共同参画 



1 
 

  
 

１ あらゆる分野における男女共同参画

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「次世代育成支援・女性活躍推進に関する職員行動計画に基づく取組状況」

より作成 

Ⅰ 神奈川県における男女共同参画の状況 

グラフ２ 管理職に占める女性の割合（知事部局等） 

グラフ３ 女性管理職の割合 

「神奈川県男女共同参画推進条例に基づく事業所からの届出結果」 
より作成 （算式：女性管理職人数／管理職総数） 

審議会等は、国や地方公共団体が重要

な施策を進めるにあたって有識者等から

意見を求めるため、法令や条例などに基

づき設置された機関です。 

 神奈川県では、審議会等における女性

委員の登用率について具体的な目標を設

定して取り組んでいます。 

 神奈川県の 2022 年度の女性委員登用

率は 40.8％と、前年度より 2.0 ポイント

増加しました。 

なお、県では、第 10 次登用計画に基づ

き、2022 年度に 40％を超えることを目標

として取り組んでいます。（グラフ１） 

※2014 年 4月 1 日付で「審議会等の委員への男女共

同参画推進要綱の運用について」を一部改正し、

「法令等の規定に基づき職を指定して選出する

委員」、「県議会に対して県議会議員から推薦を依

頼する委員」については登用計画の対象外とした

ため、グラフ中、2014 年以降の登用率について

は、この運用に基づき算出した登用率を掲載して

います。（旧基準に基づく登用率：32.2％（2014）、

33.2％（2015）、33.0％（2016）、33.8％（2017）、

33.2％（2018）、31.8%（2019）、31.9% （2020））、 

 31.8％（2021）、32.8%(2022) 

 

2022 年度の管理職に占める女性の割合

(知事部局等)は、18.6％で未だに女性が

少なく、政策方針決定過程での男女共同

参画が不十分な状況が続いています。（グ

ラフ２） 

※2021 年度までは「県職員（教員・警察官を除く） 
における幹部職員（課長級以上）に占める女性の 
割合」として実績を報告。2022 年度からは報告の 
名称と併せ一部幹部職員の定義の変更もありましたが、 
引き続き、同グラフで推移を把握します。 

 

県内の事業所において女性管理職の割

合は、2022 年度は 9.2％と 0.5 ポイント

増加していますが、依然として低い水準

となっています。（グラフ３） 

＊「管理職」とは、部長相当職及び課長

相当職をいいます（以下同じ）。 

県は福祉子どもみらい局調査、国は内閣府 
「国の審議会等における女性委員の参画状況調べ」より作成 

グラフ１ 審議会等における女性委員の割合 

(%) 

(年度) 
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グラフ４ 男性及び女性の各正社員総数のうち管理職の割合 

グラフ６ 県内公立高等学校等卒業者の大学・短期大学の進学状況 

神奈川県「公立高等学校等卒業者の進路状況調査」より作成 

県内の事業所において、男女別の正社員

総数のうち女性の管理職の割合は、2022 年

度は 5.9％でした。 

女性の管理職の割合は、近年５％前後で

推移しており、男性の割合と比べて約４分

の１と依然として低い状況が続いていま

す。（グラフ４） 

 

県内大学の理学部・工学部の女性割合

は、2008 年度以降増加の傾向にあり、2020

年度は 16.1％となっており、前年度より

0.2 ポイント増加しました。（グラフ５） 

 

県内公立高等学校等卒業者の進学状況

は、学部別にみると、女性は男性と比べて

理・工学部への進路選択が少ない状況で

す。 

2021 年度は 13 年前と比べると、女性は、

理学部が 3.6％で 1.3 ポイント、工学部が

5.2％と 1.3 ポイント増加しました。（グラ

フ６） 

 2008 までは、「神奈川の大学統計」より作成 
2009 以降は「神奈川県学校基本調査結果報告」により作成 

グラフ 5 県内大学の理学部・工学部の女性割合 

「神奈川県男女共同参画推進条例に基づく事業所からの届出結果」 

より作成（算式：男女別各管理職人数／男女別各正社員総数） 
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２ 職業生活の充実とワーク・ライフ・バランスの実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

日本の女性の年齢階級別労働力率は、緩

和されつつありますが「Ｍ字カーブ」を描

いていており、諸外国はＭ字の谷はほとん

どありません。 

また、Ｍ字の底は、35～39 歳となってお

り、30 歳代で労働力率が落ち込んでいま

す。 

神奈川県は、約 20 年前（2000 年）には

Ｍ字カーブの底が深くなっていましたが、

近年その傾向は緩和されつつあります。し

かしながら、Ｍ字カーブの底の値、深さと

も全国的にも低位となっています。出産

子育て期にあたる女性にとって、就業の継

続が難しい状況がうかがわれます。 

その原因としては、長時間労働や長い通

勤時間等、特に 30 歳代の仕事に対する負

担が大きいことが挙げられます。（グラフ

７） 

 

2022 年の男女間の賃金格差は、男性を

100 とした場合、全国では、女性は 75.7％
と 2021 年を上回ったのに対し、神奈川県

では、2022 年は 75.4％と 2021 年の 75.6%
から減少し、男女間の格差が拡がりまし

た。（グラフ８） 
 
2022 年度の県条例に基づく事業所から

の届出結果では、平均勤続年数が男性は

16.7 年、女性は 11.1 年で、格差は 5.6 年

でした。 
なお、2022 年の賃金構造基本統計調査

での神奈川県の男女別平均勤続年数の差

は 4.7 年と、前年の 4.6 年から格差は 0.1
年拡大しています。（グラフ９） 
＊『条例に基づく届出』の対象：県内の従業員数 300
人以上の事業所（年度ごと） 

＊『賃金構造基本統計調査』の対象：５人以上の常用

労働者を雇用する民営企業及び 10 人以上の常用労

働者を雇用する公営事業者から抽出（年ごと） 

グラフ７ 女性の年齢階級別労働力率 

神奈川県、日本全国は「国勢調査」、米国及びスウェーデンはILO

「LABORSTA」より作成。「労働力率」…15歳以上人口に占める労

働力人口（就業者+完全失業者)の割合 

グラフ８ 男女間の賃金格差 

厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成 

グラフ９ 県内事業所における男女別平均勤続年数 

「神奈川県男女共同参画推進条例に基づく事業所からの届出結果」 
及び厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成  

（％） 

（年齢） 
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「神奈川県男女共同参画推進条例に基づく事業所からの届出結果」より作成 

県内の事業所において、2022 年度

の女性正社員の割合は 61.8％、男性

正社員の割合は 82.8％となっていま

す。 
女性の正社員の割合は前年度より

0.2 ポイント増加し、３年連続で正社

員が非正社員を上回りました。（グラ

フ 10） 
 
2022 年度に、都道府県労働局雇用

均等室（全国）によせられたセクシ

ュアル・ハラスメントの相談件数は、

前年度より 221 件減少して 6,849 件

でした。 
また、かながわ労働センターで受

けた相談件数は 97 件と、前年より

59 件減少しました。（グラフ 11） 
 

＊かながわ女性センターのセクシュアル・ハ

ラスメントの相談は、2014 年度で終了しま

した。 

＊かながわ女性センターは 2015年 4月より相

談窓口を再編し、「かながわ男女共同参画セ

ンター」に名称変更しました。 

グラフ 10 男性及び女性の正社員・非正社員割合 

グラフ 11 セクシュアル・ハラスメント相談件数 

厚生労働省「雇用機会均等法の施行状況」及び 
かながわ労働センター「神奈川県労働相談の概況」より作成 
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３ 男女共同参画の面から見た健やかで安心なくらし 

 

 

 
 
県配偶者暴力相談支援センターに

よせられた、配偶者等からの暴力（Ｄ

Ｖ）相談件数は、近年は５千件前後で

推移しています。（グラフ 12） 
 

＊配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護等に関する法律（ＤＶ防止

法）の全面施行（2002 年 4 月）に

伴い、県は 2002 年度から配偶者暴

力相談支援センターを設置してい

ます。その後、2011 年９月に横浜

市が、2012 年 10 月に相模原市が、

2016 年５月に川崎市が配偶者暴力

相談支援センターを設置しました。 
 
神奈川県で 2022 年度にＤＶ防止法

に基づく一時保護を行った件数は、

143 件となっています。 
また、一時保護件数のうち、母子で

の保護は 77 件で、単身での保護は 66
件でした。（グラフ 13） 

グラフ 12 配偶者等からの暴力（DV）に関する相談件数 

グラフ 1３ ＤＶ防止法に基づく一時保護件数 

神奈川県福祉子どもみらい局調べより作成 

神奈川県福祉子どもみらい局調べより作成 
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 2022 年度神奈川県県民ニーズ調査によると、夫婦間（事実婚や別居中も含む）で次の行為が行われ

た場合、それを暴力(ＤＶ)だと思うか尋ねたところ、すべての項目で「暴力にあたる」が「暴力にあ

たらない」を上回っています。（グラフ 14） 

2022 年度県民ニーズ調査（課題）より作成 

グラフ 1４ 夫婦間での暴力(ＤＶ)についての認識 

暴力にあたる場合もそうでない場合もある 
暴力にはあたらない   わからない  無回答 

交友関係や電話を細かく 

監視する 

何を言っても長時間 

無視し続ける 

生活費を渡さない 

大声でどなる 

いやがっているのに性的

な行為を強要する 

平手で打つ 
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４ 男女共同参画社会の実現に向けた意識改革と基盤整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ 16 男女の地位の平等感 

グラフ 17 家庭における役割分担 

県民ニーズ調査（基本）より作成 

2021 年度県民ニーズ調査（課題）より作成 

県の調査では、「夫は外で働き、妻は家庭を

守るべき」という意識に対して、《そう思わな

い》は 88.0％となり、前年度より 1.9 ポイン

ト増加しています。（グラフ 15） 
「社会通念・慣習・しきたりなどで」や「社

会全体で」では、《男性の方が優遇されている》

が７割と、《女性の方が優遇されている》を大

きく上回っています（グラフ 16） 
家庭における「家事」や「介護」について

は、家庭内における女性の負担が大きくなっ

ています。（グラフ 17） 
 
 

グラフ 15 夫は外で働き、妻は家を守るべきとの意識 

2016 年度県民ニーズ調査（課題）より作成 
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「神奈川県男女共同参画推進条例に基づく事業所からの届出結果」より作成 
 

事業所における男性の育児休

業利用割合は、前年度に比べ 8.0

ポ イ ン ト と 大 幅 に 増 加 し て

33.7％となりました。（グラフ 18） 

 

保育所等利用児童数は年々増

加しており、2022 年度は県全体で

170,241 人と、前年より 2,651 人

増加しています。 

また、保育所等利用待機児童数

は、2022 年度は 220 人と前年度よ

り 86 人減少しています。（グラフ

19） 

 

＊保育所等：保育所、認定こども

園（幼稚園機能部分を除く。）

及び地域型保育事業 

 

＊地域型保育事業：小規模保育、

家庭的保育、事業所内保育及び

居宅訪問型保育の各事業 

グラフ 18 男性の育児休業利用率 

神奈川県福祉子どもみらい局調べより作成 
 

グラフ 1９ 保育所等利用児童数と保育所等利用待機児童数 
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Ⅱ 県の総合計画「かながわグランドデザイン」における位置付け           

 神奈川県では、県政運営の総合的・基本的指針を示す総合計画として、2012年3月に「かながわグランドデザイ

ン基本構想」及び「実施計画」、2015年7月に「第２期実施計画」をとりまとめ、基本理念である「いのち輝くマグ

ネット神奈川」の礎となる取組みを着実に進めてきました。 

このたび、2018年度に「第２期実施計画」の計画期間が終了したことから、「第３期実施計画」を策定し、これ

まで取り組んできた政策を、SDGsの理念なども踏まえてさらに進化させました。 

計画では、５つの「めざすべき姿」を掲げており、「ひとのチカラを最大限に生かす神奈川」を実現する柱Ⅳ「ひ

とのチカラ」に、プロジェクト12「男女共同参画～誰もがお互いを尊重し、共に参画し活躍できる社会づく

り～」を位置付けています。 
 

 
様々な分野で女性の活躍が進む一方、長時間労働をはじめとする男性中心型労働慣行や性別による役割

分担意識は依然として根強く残っており、出産や介護に伴う女性の就業継続やキャリア形成を難しくする

とともに、家庭や地域活動への男性の参画を阻む大きな壁となっています。 
そこで、あらゆる分野における男女共同参画を一層進めるため、固定的な役割分担意識の解消や企業に

おける働き方改革の取組みを促進するとともに、配偶者等からの暴力防止や、様々な困難を抱えた女性な

どに対する支援に取り組み、誰もが互いの人権を尊重し、性別にかかわりなく、共に生き、共に参画し、笑

ってくらせる社会をめざします。 
 
■プロジェクトの指標 

 2018年度実績 2022年度 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきだ」という考え方に 

ついて「そう思わない」人の割合〔県民ニーズ調査〕 
81.4% 82.0% 

25～44歳の女性の就業率【暦年】〔神奈川県労働力調査〕 74.5% 78.5% 

 

■具体的な取組み 

A あらゆる分野における男女共同参画 

○ かながわ女性の活躍応援団や神奈川なでしこブランド事業などの女性活躍推進の取組みにより、

SDGsのゴールにも掲げられているあらゆる分野における男女共同参画を進めます。 

○ 女子高校生などの理系志望や、女性農業者の経営参画など、女性の参画が進んでいない分野への女

性の参画を支援します。 

○ 性別を理由とした固定的な役割分担の概念、例えば「男は仕事、女は家庭」といった意識を解消する

ため、ライフキャリア教育の普及や様々な啓発活動を通じて、男女共に仕事と家庭の責任を分かち合

える社会をめざします。 

 

B 職業生活の充実とワーク・ライフ・バランスの実現 

〇 子どもを産み育てながら働き続けたい女性や再就職を希望する女性に対して、一人ひとりのニーズ

に合わせた支援を行うとともに、誰もが多様で柔軟な働き方ができるよう、ワーク・ライフ・バラン

スの実現に向けた企業の職場環境づくりを促進します。 

〇 育児・介護を理由とした本人の意に反する離職をなくし、男女が共に責任を分かち合い、仕事と家

庭の両立が可能となるよう、保育所の整備などを進める市町村の取組みへの支援や、介護保険施設の

整備など、育児・介護などの基盤整備を図ります。 

 

C 暴力や差別のない健やかで安心なくらし 

〇 配偶者等からの暴力を含むあらゆる暴力の根絶をめざして、若年層に向けたデートDV防止の啓発や、

配偶者暴力相談支援センターにおける各種相談及び被害者の緊急一時保護、自立支援を行います。また、

SNSを活用した配偶者等からの暴力に関する相談窓口を設置します。 

プロジェクト12 男女共同参画 ～誰もがお互いを尊重し、共に参画し活躍できる社会づくり～ 
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〇 ひとり親家庭や高齢単身女性など、様々な困難を抱えた女性の自立を支援します。また、性的マイノ

リティ( LGBTなど）の方々が周囲の無理解や偏見に苦しむことのないよう「かながわSOGI※派遣相談」

などの事業を実施し、多様な性のあり方について理解を深め、人権が尊重される社会をめざします。 

※Sexual Orientation & Gender Identity の略称。性的指向（好きになる性別）と、性自認（自分がどんな性別だと思うかという認識）のこと。 

 
■プロジェクトのKPI 

具体的な 

取組み 
KPI 

計画策定時
の現状 2019 2020 2021 2022 

Ａ 
県の審議会等における女性委員の割合 

〔県共生推進本部室調べ〕 

35.1% 

(2017) 

38.9% 

 

40.0% 

 

40.4% 

 

40.8% 

 

Ａ 

民間事業所の女性管理職（課長相当職以上）

の割合 

〔県立かながわ男女共同参画センター調べ〕

7.8% 

(2018) 

9.1% 

 

10.4% 

 

11.7% 

 

13.0% 

 

Ｂ 
ワーク・ライフ・バランスのセミナー等への

参加者数〔県雇用労政課調べ〕 

150人 

(2018) 

150人 

 

150人 

 

150人 

 

150人 

 

Ｂ 
民間の介護休業利用事業所割合 

〔県立かながわ男女共同参画センター調べ〕

26.8% 

(2018) 

27.9% 

 

29.0% 

 

30.1% 

 

31.2% 

 

Ｃ 
デートDV防止啓発講座開催数 

〔県立かながわ男女共同参画センター調べ〕

４回 

(2018) 

４回 

 

５回 

 

５回 

 

６回 

 

Ｃ 
母子家庭等就業・自立支援センター事業に

よる就業者数〔県子ども家庭課調べ〕 

35人 

(2018) 

80人 

 

80人 

 

80人 

 

80人 
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(1)多様な主体との協働

(2)男女別統計の促進

(3)進行管理

基本
目標

基本
理念 施策の基本方向

と
も
に
生
き
る
社
会
、

と
も
に
参
画
す
る
社
会
へ

Ⅰ
人
権
の
尊
重
　
Ⅱ
あ
ら
ゆ
る
分
野
へ
の
参
画
　
Ⅲ
ワ
ー

ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
実
現
　
Ⅳ
固
定
的
性
別
役
割
分
担
意
識
の
解
消

１
あらゆる分
野における
男女共同参
画

(1)政策・方針決定過程における女性の参画

５
推進体制の
整備・強化

重点目標

４
男女共同参
画社会の実
現に向けた
意識改革と
基盤整備

(1)固定的性別役割分担意識解消のための意識改革

(2)子ども・若者に向けた意識啓発

(3)育児・介護等の基盤整備

３
男女共同参
画の面から
見た健やか
で安心なく
らし

(1)あらゆる暴力の根絶

(2)困難を抱えた女性等に対する支援

(3)生涯を通じた健やかで生き生きとしたくらしの支援

(2)あらゆる分野における女性の活躍促進

(3)家庭・地域活動への男性の参画

２
職業生活の
充実とワー
ク・ライ
フ・バラン
スの実現

(1)職業生活における活躍支援

(2)働き方改革の推進と新たなワークスタイルの創造

 
１ かながわ男女共同参画推進プラン（第４次）の体系 

 

Ⅲ  かながわ男女共同参画推進プラン（第４次）の推進状況 
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①政治・行政分野における政策・方針決定過程への女性の参画

②民間における政策・方針決定過程への女性の参画

①女性の活躍の推進

②女性の参画が進んでいない分野への女性の参画支援

③農業や商工業分野における女性の参画支援

④防災分野への女性の参画支援

①女性の就業支援

②育児等の基盤整備【再掲】※１

③介護の基盤整備【再掲】※２

④就業環境の整備

⑤安定した就業への支援

①長時間労働の是正と多様な働き方の促進

②両立支援のための取組み促進

①配偶者等からの暴力防止

②配偶者等からの暴力被害者への支援

③犯罪被害者等に対する支援

①ひとり親家庭に対する支援

②高齢女性に対する支援

③障がいのある女性に対する支援

④外国人女性に対する支援

⑤生活困窮者等の自立に向けた支援

⑥性的マイノリティ（ＬＧＢＴ等）に対する支援

①女性の健康に対する支援

②男性の健康に対する支援

③エイズ・性感染症等に対する支援

④県民が生涯にわたり輝き続けることができる「人生100歳時代」に向けた取組み

①男女共同参画社会の実現に向けた意識の醸成

②男女共同参画の理解を深めるための情報収集・提供

①子ども・若者に向けた男女共同参画意識の醸成

②学校現場における基盤整備

①育児等の基盤整備

②介護の基盤整備

主要施策

12 

※１及び※２は、最も施策の関連が深い柱として「重点目標４－施策の基本方向(３)－主要施策①及び②」 

 
に本掲として位置付けているため、本欄を再掲としています。 



◆　かながわ男女共同参画推進プラン（第４次）における目標

○2023年９月に実施した調査に基づき作成しており、その時点での最新の実績値を記載しています。

2 かながわ男女共同参画推進プラン（第４次）の進捗状況と評価

【2018(H30)～2022(R４)年度を振り返って】

〇2020年より全庁をあげてのコロナ対応によりイベントなど原則中止となった。

〇コロナの長期化を受け、オンラインツールを活用した開催方法で行うなど、開催方法を工夫することにより徐々に事業を再
開していった。

〇一方コロナ禍では、特に女性への影響が顕在化したことから女性に対する従来よりの課題を含め、コロナ禍を受けたことで
新たに浮かび上がった課題等への対応について、生活困窮者対策の一環として取り組みを進めている。

〇５年間で振り返ると目標値を達成した項目もあり、概ね進捗したといえる。例えば、県の審議会等における女性委員につい
ては、2018年度は34.4%のところ2022年度では40.8%と6.4ポイント増加した。県庁内部の意識改革が進んだことを示しており、
また、知事によるトップダウンの指示があった結果である。就業に関する事業については、数値目標でもコロナ禍の影響を受
けたことがうかがえ前年度や目標値より遠ざかった年もあった。
2023年３月には、新たにプランを改定したため、引き続き取組の強化等を行っていく。

【進捗状況全体に関する男女共同参画審議会の評価(2022年度について)】

〇コロナ禍でオンラインによる実施等活動形態に制限が続いたが、感染状況の落ち着く中で対面での事業の実施等制限を緩和
して取組を行っていることについて評価できる。

〇目標達成に向けて大変努力をしていることは認められるため、県民に向けてしっかりと広報してほしい。

○「2022年度の県の主な取組み」欄の各取組み実績の○から始まる部分は取組み実績を記載し、●から始まる部分は取組み実績に2022
年度の男女共同参画審議会評価への対応を含めて記載しています。

○「2022年度の県の主な取組み」欄の各取組み実績の末尾の〔　〕内に記載されている数字は、「かながわ男女共同参画推進プラン（第４
次）の2022年度事業実績」（P24～66）の事業の通し番号です。

【進捗状況全体に関する男女共同参画審議会の評価(2018～2022年度について)～５年間の振り返り～】

〇コロナ禍が事業に対して、どのような影響をもたらしたか、しっかりと記録を残し、それを踏まえ「かながわ男女共同参画
推進プラン(第５次)」の取組に向けて改善等を進めていただきたい。

〇コロナ禍で「かながわ男女共同参画推進プラン(第４次)」期間中に、県の一次評価が行えなかったのは残念である。そのた
め、「かながわ男女共同参画推進プラン(第５次)」評価では県の一次評価を行っていただきたい。また、取組む計画の妥当性
についても評価の機会が必要と思われる。

〇全体を通して「かながわ男女共同推進プラン(第４次)」策定時よりも、目標値に向かってそれぞれ前進したことは評価でき
る。一方で、達成できなかった項目、足踏みしてしまった項目については、その事業自体の見直しが必要なのか又は、組織と
して具体的な改善策を打ち出していくことが不足していたのかを検証していくことが必要と思われる。
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重点目標１　あらゆる分野における男女共同参画

＜女性の活躍の推進＞

○かながわ女性の活躍応援団の啓発講座等（2021年度４回/759人参加、2022年度４回/844人参加）やサポーター登録の推進
（2021年度末時点50人、2022年度末時点59人）を行いました。また、企業経営者向けに、withコロナにおける働き方の変化と女性活
躍推進をテーマとした「かながわ女性の活躍応援団冊子」を作成し、配布しました(2021、2022年度共に5,000部)
　コロナの影響等により、事業の中止・縮小があったが、オンラインツール等の活用により、交流会や全体会議、啓発講座等を開催
し、県内企業等の女性活躍推進を継続的に後押しできました。また、冊子の作成等を通して、コロナ禍における応援団企業等の先
進的な取組みを県内企業等に向けて発信もしました。
近年のジェンダー平等への意識の高まりや多様な性の考え方等を考慮し、女性活躍推進のみならず、ダイバーシティ推進に関す
る取組みについても検討していきます。〔14〕

＜女性の参画が進んでいない分野への女性の参画支援＞

○女子中学生、高校生の理工系志望（理工系進学・就労、研究職技術職系進学・就労）を促進・支援するための出前講座（2021年
度１回/550人参加、2022年度２回/715人参加）を実施しました。
　講座の実施により、女子中学生、高校生の理工系志望（理工系進学・就労、研究職技術職系進学・就労）を促進・支援するととも
に、性別に関わらず自分らしい生き方や働き方を考える機会を提供することができました。参加者アンケートの意見を活かし、引き
続き、事業を展開していきます。〔19〕

・2022年度
の県の主
な取組み

・2018～
2022年度
成果等

・2022年度
神奈川県
男女共同
参画審議
会評価へ
の対応
〔事業実績
の通し番
号〕

●県庁内における取組については、次世代育成支援対策推進法及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づ
く特定事業主（神奈川県）行動計画策定・推進委員会議を開催したほか、仕事と家庭を両立させて活躍する女性幹部職員をロール
モデルとして紹介し、県女性職員の職域拡大や管理職の登用に向けた意識の醸成を図るとともに、女性職員のキャリア形成を支援
してきました。今後も成績主義の原則を踏まえた上で、日頃の業務の中で発揮してきた能力や実績、幹部職員としての適性や意欲
等を適切に評価し、能力等に応じた登用を進めるほか、女性職員のキャリア開発の視点に立った人事異動等を行い、中堅職員の
育成を図り、将来の幹部職員の候補となる女性職員の人材プールの形成に取り組むなど、引き続き幹部職員への女性職員の登用
拡大に努めてまいります。〔6〕

＜政治・行政分野における政策・方針決定過程への女性の参画＞

●県の審議会等における女性委員の割合については、第10次「審議会等の女性委員の登用計画」を引き続き推進するとともに、審
議会等における女性登用の実態調査を実施しました。各局長等が出席する庁内会議において、知事から局長がリーダーシップを
発揮して、目標値を達成できるよう改めて登用推進を促すとともに、女性委員の割合が40％未満の審議会等は改選前に事前に協
議をする等の取組を実施してきました。
　その結果、2018年度は34.4％だったところ、2022年度は40.8％と6.4ポイント増加し、全庁で女性登用が進みました。令和５年度か
らは、女性委員の登用の取組強化のため、特別の枠として女性枠を設け、現状値を維持しつつ、引き続き女性委員の登用の強化
に努めてまいります。〔2〕

＜民間における政策・方針決定過程への女性の参画＞

●民間における政策・方針決定過程への女性の参画を推進するため、「女性管理職育成セミナー」(2021年度１回(３日間)/32人参
加、2022年度１・２日目オンライン、３日目対面/31人参加）を実施したほか、女性の活躍を阻む「アンコンシャス・バイアス」について
学び、部下への効果的な働きかけ方を習得する「女性を部下に持つ男性管理職向けセミナー」（2021年度オンライン１回/28人参
加、2022年度１回/23人参加）を実施しました。
　令和２年度の女性管理職育成セミナーを除き、コロナ禍においてもオンライン開催することで、女性人材育成に向けたセミナーを
継続的に実施することができました。また、令和５年度から新たに、女性が自ら望む形で就業を継続し、キャリアアップすることので
きる環境づくりにつなげるため、総就業年数３～５年程度の女性を対象に自身のキャリアプランを考える機会を提供するセミナーを
実施予定です。〔9〕

＜家庭・地域活動への男性の参画＞

○男性の家事育児参画促進事業「職場のためのパパの育休ガイド」、かながわパパ応援ウェブサイト「パパノミカタ」（かながわ版父
子手帳）において、情報発信、情報提供等を行いました。令和３年６月に、育児・介護休業法が改正（令和４年度から段階的に施
行）され、男性の育児休業取得促進のための新たな枠組みの創設など制度の拡充が図られたことから、引き続き、男性の家事・育
児事業参画を推進する企画や取組み等を行っていきます。〔37、38〕

〇農業協同組合への女性登用促進について関係機関へ周知を行い（2021年度総合農協の役員442名のうち女性56名、2022年度
総合農協の役員435名のうち女性59名）、農業委員への女性登用促進について(一社）神奈川県農業会議を通じ市町村に働き掛け
ました（2021年度農業委員386名のうち女性43名、2022年度農業委員391名のうち女性42名）。
　令和２年12月に第５次男女共同参画基本計画が閣議決定され、令和７年度までに農業協同組合の役員に占める女性の割合を
15％とすることを数値目標としています。県下農業協同組合では、なり手が少なく女性役員を増やすことが困難な農業協同組合も
ありますが、改選期に向けて検討を進めていきます。また、農業委員会は、各市町村が設置する独立行政委員会であるため、県が
人事の内容に干渉することはできないことから、農業委員会に対する支援を業務とする神奈川県農業会議を通じ女性農業委員の
登用促進を図っていきます。〔27〕
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№ 項　　目 目標値
（目標年度）

2022年度
実績値

2021年度
実績値

2020年度
実績値

2019年度
実績値

2018年度
実績値

2017年度
実績値

第４次プラン
策定時
（年度）

【変更前】
県職員（教員・警察官を
除く）の幹部職員（課長
級以上）に占める女性の
割合

20%
(2020)

17.3% 16.8% 15.9% 14.7% 14.7% 14.7%
(2017)

【変更後】
管理職に占める女性の
割合（知事部局等）

25%
(2025)

18.6%

2 県の審議会等における
女性委員の割合

40%(2020)
40%を超える
こと(2022)

40.8% 38.8% 36.9% 35.4% 34.4% 35.1% 34.3%
(2016)

3 民間事業所の女性管理
職（課長相当職以上）の
割合

13%
(2022)

9.2% 8.7% 8.2% 8.1% 7.8% 7.4% 7.4%
(2016)

4 ６歳未満の子どもを持つ
夫の育児・家事関連時
間
〔社会生活基本調査〕

105分／日
(2021)

－ 123分／日
(2021)

－ － － （次回調査
は2021年

度）

75分／日
(2016)

目標

1

【「重点目標１　あらゆる分野における男女共同参画」の進捗に関する男女共同参画審議会の評価】

〇「県の管理職に占める女性の割合(知事部局等)」について、現状のままでは目標年度の2025年までに25％を達成することは困難であ
ると思われる。県庁内でポジティブアクションに取り組むこと、トップのコミットメントがこれまで以上に必要である。

〇「県の審議会等における女性委員の割合」について、トップのコミットメントや各局が積極的に取り組んできたことで40％を超えたことは
高く評価できる。今後は、後戻りしない施策をしつつ、女性登用率が10%、20%にも達していない審議会等への働きかけも必要である。

〇「民間事業所の女性管理職（課長相当職以上）の割合」について、幅広い分野にわたって様々な事業が展開されている点は評価でき
るが、セミナー等の意識啓発をする取組が中心では不十分と言える。他県では、女性を増やすにあたってインセンティブを与えたり、大
規模なイベントを行い知事が参加する等、相当力を入れて取り組んでいる。届出事業所への県の取組の情報発信なども含め神奈川県
でもより積極的な取組が必要である。

〇男性の家事・育児への参加が徐々に広がってきたが、諸外国と比べるとまだまだその時間は限られている。引き続き、男性の家事・育
児時間が増えるように環境整備を行う施策の継続が求められる。
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重点目標２　職業生活の充実とワーク・ライフ・バランスの実現

№ 項　　目 目標値
（目標年度）

2022年度
実績値

2021年度
実績値

2020年度
実績値

2019年度
実績値

2018年度
実績値

2017年度
実績値

第４次プラン
策定時
（年度）

1 25～44歳の女性の就業
率
〔労働力調査〕

72％
(2022）

→78.5％
（2022）

78.8% 76.0% 74.9% 75.9% 74.5% 71.2% 68.3%
(2016)

2 週労働時間60時間以上
の雇用者の割合〔就業
構造基本調査〕

7.9％
(2019)
→6.2%
(2022)

6.2% － － － （次回調査
は2022年

度）

7.7% 9.9%
(2012)

＜女性の就業支援＞

○キャリアカウンセリング（2021年度679件、2022年度774件）、女性労働相談（2021年度118件、2022年度69件）、ワーキングマザー
両立応援カウンセリング（2021年度174回計82人、2022年度174回計103人）、両立応援セミナー（2021年度１回計18人参加、2022年
度２回計41人参加）を実施するなど、女性の就業継続を支援する取組みを行いました。
　キャリアカウンセリングについては、令和２年７月からウェブ相談を開始したほか、コロナ禍の影響を受けた女性に対する支援とし
て、令和４年度から窓口の増設や地域出張相談を開始したこと等により、相談件数が増加傾向となっています。今後の需要の変化
に応じて柔軟な相談体制の整備等を検討しつつ、引き続き女性の就業を支援していきます。〔41、42〕

・2022年度
の県の主
な取組み

・2018～
2022年度
成果等

・2022年度
神奈川県
男女共同
参画審議
会評価へ
の対応
〔事業実績
の通し番
号〕

【「重点目標２　職業生活の充実とワーク・ライフ・バランスの実現」の進捗に関する男女共同参画審議会の評価】

〇「25〜44歳の女性の就業率」について、目標値を達成できたことは評価できる。今後は、男女間賃金格差の拡大に現れているように、
正規雇用と非正規雇用に分けるなど、就業の質の分析をすることが必要であると思われる。

〇「週労働時間60時間以上の雇用者の割合」について、ワーク・ライフ・バランスの実現や長時間労働の是正は、性別にかかわらず目指
されるものである。テレワークのあり方もコロナ禍後は後退も見受けられるため、県として、引き続き、何らかの方法で中小企業向けの施
策を展開していただくことを期待する。

　また、テレワークセミナー（2021年度２回45人、2022年度２回計28人参加）、テレワークセミナー（オンデマンド配信）（2021年度計
31人参加、2022年度計66人申込）を開催するとともに、アドバイザー派遣（2021年度31社、2022年度30社）や、経費の補助（2021年
度464件、2022年度268件）により、テレワークを導入する中小企業等を支援しました。
　テレワークは、新型コロナウイルス感染症の感染防止や事業継続の観点から新しい生活様式への対応として広まることとなりまし
た。しかし、実施率をみると、企業の規模が大きいほどテレワークの実施率が高く、中小企業では依然として進んでいない状況で
す。また、民間調査によると、企業における今後のテレワーク推進方針はワクチン普及以降、減少させたい傾向にあり、一方で従業
員のテレワーク継続希望は高い結果が出ています。今後の方向性として、引き続き、柔軟で多様な働き方の整備に関する取組が
必要であると考えます。〔70〕

●県ホームページ「かながわ働き方改革」にて、企業や県民の皆さんのWLBの取組みを応援するための情報を提供し、長時間労
働を削減し多様な働き方を促進する取組みを行いました。
　政労使一体の働き方改革フォーラムについて、新型コロナウイルス感染症の感染防止のため中止となっていましたが、令和４年度
では対面とオンラインのハイブリット方式で開催し、初年度と比較して最終年度も参加者数を保つことができました。ワーク・ライフ・
バランスの理解促進のため、今後ともホームページを始め普及・啓発に取り組んでいきます。〔68、69〕

＜長時間労働の是正と多様な働き方の促進＞

〇県庁内における取組については、誰もが働きやすく、働きがいのある職場環境を実現するため、長時間労働の是正に取り組んで
おり、朝夕ミーティングを通じた組織的マネジメントにより、時間外勤務の限度時間を意識した業務の平準化を進めるとともに、時間
外勤務の事前命令の徹底・午後９時以降の時間外勤務の原則禁止・ノー残業デーの定時退庁といった基本取組を推進していきま
す。また、管理監督者は、各職員に概ね四半期ごとに年次休暇の取得計画の作成を促すとともに、引き続き、取得日数が少ない職
員に特に目配りするなど、職員の年次休暇の取得推進に取り組んでまいります。〔65〕

目標
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重点目標３　男女共同参画の面から見た健やかで安心なくらし

＜ひとり親家庭に対する支援＞

〇ひとり親家庭など、困難を抱えた女性等を支援するため、母子家庭等就業・自立支援センター事業については、パソコン教室
（2021年度43日間延299人参加、2022年度45日間延320人参加）やマネープランセミナー（2021、2022年度共に３日間延14人参加）
などの就業支援講座の実施や、就業相談等を行いました。
　令和３年３月に国が非正規雇用労働者等に対する緊急支援策として、高等職業訓練促進給付金の制度拡充及び償還免除付の
ひとり親家庭住宅支援資金貸付の新設を示したことを受け、県としても、令和３年度から国制度に準じた支援を実施し、ひとり親家
庭の中長期的な自立を支援しました。〔99〕
　また、母子家庭等就業・自立支援センター職員が福祉事務所の母子・父子自立支援員と研修等の機会を通じ、顔の見える関係
を構築し、連携を強めたことによりひとり親それぞれの抱える課題に対する適切な支援に繋げることができました。引き続き、同セン
ターでは、ひとり親からの相談に対し、生活状況に応じた支援メニュー・自立支援プログラムを策定することによりきめ細やかな就
労・自立支援を行っていきます。
　

＜性的マイノリティ（LGBT等）に対する支援＞

●性的マイノリティ支援として、児童福祉施設の職員などを対象とした性的マイノリティ講師派遣（2021年度２回、2022年度８回）を実
施しました。他にも、派遣型個別専門相談（2021年度47件、2022年度44件）、企業及び団体向け研修(2021、2022年度共にオンライ
ン開催１回)を行いました。
　新型コロナウイルス感染症の影響で開催回数を減らした事業もありましたが、オンライン開催が可能な事業についてはオンライン
に切り替えるなど柔軟に対応することで、当事者支援と県民への啓発を両立しながら、理解の促進を図ることができました。〔133〕
　また、引き続き、性的マイノリティについての啓発リーフレット等を作成、配布し、若者を含めた幅広い世代への啓発に取り組んで
いきます。

＜男性の健康に対する支援＞

●計画改定年を迎えた「かながわ自殺対策計画」に基づき総合的な自殺対策を推進するため、かながわ自殺対策会議(政令市と
共同開催/親会議)を2021年度は２回(１回書面開催、１回ハイブリット開催)、地域部会３回、庁内会議を２回(１回書面開催、１回ハイ
ブリット開催)を行いました。2022年度は４回(２回対面開催、２回書面開催)、地域部会３回、庁内会議を３回（１回対面開催、２回書
面開催）しました。
　新型コロナウイルス感染症の影響に伴う自殺リスクの高まり、特に若者、女性の自殺者数が増えていることを鑑み、より一層自殺対
策に係る情報共有、協議を通じて、「かながわ自殺対策会議」の取組みをさらに充実させるとともに、連携を深め、相談体制の整備
と周知に努めました。自殺の多くは多様かつ複合的な原因及び背景を有しています。引き続き、「健康問題」「経済・生活問題」「勤
務問題」等の様々な原因に対応するため、自殺対策という視点から、必要な事業関係課と連携を図ってまいります。〔152〕

・2022年度
の県の主
な取組み

・2018～
2022年度
成果等

・2022年度
神奈川県
男女共同
参画審議
会評価へ
の対応
〔事業実績
の通し番
号〕

＜生活困窮者等の自立に向けた支援＞

〇売春防止法等に基づき困難な問題を有する女性に対し一時保護、自立支援を実施しました。また、様々な課題を抱えた女性か
らの相談を受付ける窓口を民間団体に委託して設置し、無料低額宿泊所を含む場所への訪問支援、同行支援及び居場所の提供
を実施するとともに、支援従事者育成のための研修も実施しました。(2021年度（８月事業開始）相談受付1,207件、訪問支援10件、
同行支援152件、居場所の提供13人、研修２回実施。2022年度：相談受付3,221件、訪問支援31件、同行支援507件、居場所の提
供43人、研修２回実施。)困難な問題を抱える女性の状況は複雑化しており、引き続き支援の充実を図っていきます。〔129〕

＜配偶者等からの暴力防止＞＜配偶者等からの暴力被害者への支援＞

○配偶者等からの暴力防止や被害者への支援を進めるため、配偶者暴力防止法に基づく「かながわDV防止・被害者支援プラン」
を引き続き推進し、広報・啓発による暴力の未然防止に取組むとともに、市町村や民間団体等の関係機関と連携した相談・一時保
護体制の整備、切れ目のない自立支援を実施しました。〔85〕

●ＤＶの周知啓発については、多くの県民にＤＶ被害についての気づきを促すため、女性向け、男性向け及び外国籍県民向けの
ＤＶ防止啓発冊子類を作成・配布し、その中で電話相談等の窓口を周知するとともに、「かながわＤＶ相談ＬＩＮＥ」について周知
カードやＳＮＳにより周知しました。また、ＤＶ被害に気づき対応のための行動を起こすことができるようＤＶ気づき講座を開催しまし
た（２回）。
なお、デートＤＶ防止について、「ちょーカンタンデートＤＶの基礎知識」を県内全ての高校に配布し、デートＤＶ防止啓発講座を実
施したほか（９校）、デートＤＶにありがちなケースを紹介し防止啓発する短編動画を配信しました。
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№ 項　　目 目標値
（目標年度）

2022年度
実績値

2021年度
実績値

2020年度
実績値

2019年度
実績値

2018年度
実績値

2017年度
実績値

第４次プラン
策定時
（年度）

1 夫婦間における次のよう
な行為を暴力と認識す
る人の割合
①交友関係や電話を細
かく監視する／②大声
でどなる／③いやがって
いるのに性的な行為を
強要する／④平手で打
つ／⑤生活費を渡さな
い
〔県民ニーズ調査（課
題）〕

①～⑤
100%（2022）
※かながわ
DV防止・被
害者支援プ
ランの改定
に伴い目標
達成年度を

変更

①53.7
②59.8
③86.9
④78.8
⑤72.1

－ － － （次回実績
値は2022年

度）

①23.4%
②64.1%
③82.2%
④87.7%
⑤61.3%

①23.4%
②64.1%
③82.2%
④87.7%
⑤61.3%
（2017）

2 母子家庭等就業・自立
支援センター事業による
就業者数

80人
(2019）
→80人
(2022)

55人 41人 37人 53人 35人 58人 73人
(2016)

【変更前】
建替え等が行われる公
的賃貸住宅（100戸以
上）における、高齢者世
帯、障がい者世帯、子
育て世帯の支援に資す
る施設の併設率

25％
(2022)
→90%
(2025)

87.5% － － 50% －

【変更後】
公的賃貸住宅団地（100
戸以上）における地域拠
点施設（高齢者世帯、障
害者世帯、子育て世帯
等の支援に資する施
設）併設率

おおむね5
割

（2030）

－ － － 37.0% －

4 子宮頸がん検診（①）、
乳がん検診（②）受診率

①、②共に
50%（2022）

①43.7％
②48.3％
（2022）

－ － ①47.4%
②47.8%
(2019)

－ － ①44.6%
②45.7%
(2016)

5 20歳代女性のやせの割
合の減少
〔県民健康・栄養調査〕

20%
(2022)

次回調査・
公表時期
は検討中

－ － 14.7%
(2017～
2019）

－ － 28.9%
(2013～2015)

6 自殺者の減少
〔人口動態統計〕

自殺死亡率
12.4以下
（2021)

→10.2以下
(2026)

令和５年９
月頃公表

予定

自殺死亡率
人口10万対
の自殺者数

15.2
参考：

自殺者数
男性903人
女性466人

自殺死亡率
人口10万対
の自殺者数

15.6
参考：

自殺者数
男性917人
女性485人

自殺死亡率
人口10万対
の自殺者数

13.4
参考：

自殺者数
男性828人
女性382人

自殺死亡率
人口10万対
の自殺者数

14.4
参考：

自殺者数
男性865人
女性428人

自殺死亡率
人口10万対
の自殺者数

15.1
参考：

自殺者数
男性930人
女性424人

自殺死亡率
人口10万対
の自殺者数
14.6(2016)

参考：
自殺者数
男性917人
女性392人

【「重点目標３　男女共同参画の面から見た健やかで安心なくらし」の進捗に関する男女共同参画審議会の評価】

〇「夫婦間における次のような行為を暴力と認識する人の割合」について、2017年度より回答が下がっていることについて分析が必要で
ある。パンフレット等のアクセスポイントを広げ、引き続き、暴力への認識を高める施策が必要である。また、令和５年７月13日に不同意
性交等罪が成立したこともあるため、目標の見直しについても検討いただきたい。

〇「母子家庭等就業・自立支援センター事業による就業者数」について、前年度より増加しているが、目標自体が低いということ、また、
目標値にも到達しなかったことは、よく原因を分析し、本当にニーズに合った対策になっているか、職業相談、職業講座と就職斡旋、これ
らのやり方が従来のやり方でいいのか等抜本的に見直していただきたい。

3

目標
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重点目標４　男女共同参画社会の実現に向けた意識改革と基盤整備

№ 項　　目 目標値
（目標年度）

2022年度
実績値

2021年度
実績値

2020年度
実績値

2019年度
実績値

2018年度
実績値

2017年度
実績値

第４次プラン
策定時
（年度）

1 「夫は外で働き、妻は家
庭を守るべきだ」という考
え方について「そう思わ
ない」人の割合

2016年度よ
り増加するこ

と
(2022)

88.0% 86.1% 84.9% 82.7% 81.4% 78.2% 78.4%
(2016)

2 「夫は外で働き、妻は家
庭を守るべきだ」という考
え方について「そう思わ
ない」18～29歳の人の
割合

2016年度よ
り増加するこ

と
(2022)

94.0% 85.9% 94.7% 88.1% 93.8% 79.6% 81.3％
(2016)

3 保育所等利用待機児童
数

０人
(2019)
→０人
(2021)
→０人
（2022）

220人 306人 496人 750人 867人 756人 756人
(2017)

4 特別養護老人ホーム整
備床数（累計）

39,697床
(2020)

→40,720床
(2022)

39,886床 39,296床 38,672床 38,039床 37,187床 36,549床 35,411床
(2016)

【「重点目標４　男女共同参画社会の実現に向けた意識改革と基盤整備」の進捗に関する男女共同参画　審議会の評価】

〇「保育所等利用待機児童数」について、目標値には達していないが、年々近づいている点は評価できる。一方で、現状待機児童が220
名いるため、引き続き、待機児童ゼロを目指していただきたい。同時に、その先にある課題、例えば保育の質の問題や、小学校に上がっ
た後の放課後児童対策の問題等切れ目なくすべての子供が良い環境で育ち、親も仕事に打ち込めるということに向けて、引き続き努力
をしていただきたい。

〇「特別養護老人ホーム整備床数（累計）」について、目標値を引き上げ、それに近づいている点は評価できる。

＜子ども・若者に向けた男女共同参画意識の醸成＞

●若い世代の固定的性別役割分担意識の解消に向けては、大学生や高校生、中学生に向けて、固定的性別役割分担意識にとら
われず自身の生き方を考えられるよう、ライフキャリア教育を実施(2021年度大学：２校 、高校及び中学新型コロナウイルス感染症の
観点から中止。2022年度大学：２校、高校：１校、中学：４校)し、啓発冊子の作成・配布や、プログラム教材の周知啓発により、若い
世代に向けた意識啓発を行いました。
　新型コロナウイルス感染症の感染防止の観点から外部講師派遣、出前講座が実施できない状況がありましたが、令和４年度での
実施校からのアンケートでは一定の評価を得ることができました。引き続き、固定的な性別役割分担意識にとらわれず、個性と適性
に応じたキャリア（生涯にわたる生き方）を選択できるよう、大学等におけるライフキャリア教育を支援していきます。〔178〕

目標

＜育児等の基盤整備＞

〇待機児童を解消するとともに、多様な保育ニーズに対応するため、保育所の整備を進める市町村に対して補助を行う等の支援を
行いました。2022年４月の保育所等利用待機児童数については220人(2021年４月では306人)と、現在の集計方法となった平成14
年度以来、過去最少となりました。昨年よりも86人の減少で、18市町村で待機児童数が０人となっています。待機児童ゼロに向け
て、また、保育の質のさらなる向上を図るため、引き続き保育所等の整備を進めて参ります。〔197、202、203〕

＜介護の基盤整備＞

〇老人福祉施設等の整備、介護人材の養成(主任介護支援専門員研修及び主任介護支援専門員更新研修の実施　2021、2022
年度共に各２回、初任者研修の実施　　2021年度565回、2022年度505回)など、介護等の基盤整備に取り組みました。引き続き、各
研修を毎年度実施し、受講希望者の受講機会を確保することで、介護支援専門員の資質の向上及び主任介護支援専門員の養成
を図ると共に、指定事業者の指導を通じて訪問介護員の質の高い人材の養成に努めていきます。〔208、209、210〕

・2022年度
の県の主
な取組み

・2018～
2022年度
成果等

・2022年度
神奈川県
男女共同
参画審議
会評価へ
の対応
〔事業実績
の通し番
号〕

　また、中学生、高校生等を対象に、人権の尊重及び固定的な性別役割分担意識の解消に向けて、メディアが発信する情報を男
女共同参画の観点から読み解き、主体的に評価する能力の向上を図るための出前講座（2021年度６回/1,403人参加、2022年度８
回/905人参加）を実施しました。例年、アンケート結果も良好であるため、引き続き、参加者アンケートの意見を活かした事業を展開
していきます。〔180〕
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重点目標５　推進体制の整備・強化

№ 項　　目 目標値
（目標年度）

2022年度
実績値

2021年度
実績値

2020年度
実績値

2019年度
実績値

2018年度
実績値

2017年度
実績値

第４次プラン
策定時
（年度）

１ 女性活躍推進法に基づ
く推進計画の策定率
（対象：県内19市・14町
村）

市  100％
町村 70％

(2022)

市　94.7%
町村 85.7%

市　94.7%
町村 78.6%

市　84.2%
町村 50.0%

市　73.7%
町村 42.9%

市   68.4%
町村 35.7%

市   42.1%
町村 7.1%

市  42.1％
町村 7.1％

(2016)

【「重点目標５　推進体制の整備・強化」の進捗に関する男女共同参画審議会の評価】

〇「女性活躍推進法に基づく推進計画の策定率」について、現時点（2023年度）で市が100%を達成したことは評価できる。町村につい
て、目標値を達成しているが、100%に向けて引き続き、働きかけが必要である。

〇ジェンダー統計について、関係する方々は必須の研修として、最低年1回は実施していただきたい。

＜多様な主体との協働＞

○市町村等の多様な主体と連携し、男女共同参画社会の実現に向けた取組みを進めるため、市町村と連携した事業の実施（2021
年度10回/520人参加、動画視聴回数76回、2022年度19回/675人参加、動画視聴回数310回）や、ＮＰＯ法人の設立・運営等に関
する相談、情報提供、説明会等の開催等を行いました。
　コロナ禍においても必要に応じて、オンライン等を活用することにより、男女共同参画社会の実現に向けて、市町村やＮＰＯ等と連
携して地域の実情に応じた講演会や講座等の啓発事業を実施することができました。引き続き、今日的課題解決の手がかりとなる
視点も含め、地域の実情に応じた講演会等の啓発事業を実施していきます。〔217、218〕

目標

＜男女別統計の推進＞

●ジェンダー統計の推進のため、国へ、性別情報の取扱いに関するガイドラインを策定し、全国調査を行う際はこれに基づき実施
することを要望しました。また、理解促進のため、専門家に助言を求めました。今後は、統計関係の部署から研修等を行い理解を深
め、全庁に対するジェンダー統計の推進を検討していきます。引き続き、国の動向も把握して参ります。〔227〕

＜進行管理＞

●女性活躍推進法に基づく推進計画の策定については、引き続き、市町村の男女共同参画基本計画の改定スケジュールを県・市
町村男女共同参画行政連絡会等で共有し、相談に応じて参ります。また、男女共同参画に係る新しいテーマについて、先進事例
の共有等を行うことにより、必要な支援を検討していきます。〔229〕

・2022年度
の県の主
な取組み

・2018～
2022年度
成果等

・2022年度
神奈川県
男女共同
参画審議
会評価へ
の対応
〔事業実績
の通し番
号〕

20 



重点目標１　あらゆる分野における男女共同参画
№ 2022年度

実績値
2021年度
実績値

2020年度
実績値

2019年度
実績値

2018年度
実績値

2017年度
実績値

第４次プラン
策定時
（年度）

1 ➀18.8%
②23.1%
③25.0%

➀18.3%
②23.0%
③25.9%

①18.3%
②22.9%
③24.1%

①18.1%
②23.0%
③23.5%

①14.7%
②20.1%
③23.5%

①14.6%
②20.2%
③22.9%

①16.2%
②20.0%
③22.9%
(2016)

2 31.1% 31.4% 31.2% 34.6% 33.8% 34.0% 34.0%
(2016)

3 36.3% 34.9% 29.4% 28.1% 33.3% 28.8% 28.8%
(2017)

4 24.3% 25.2% 23.8% 22.2% 21.5% 21.9% 21.9%
(2017)

5 10.6% 10.3% 9.7% 9.4% 9.0% 8.7% 8.7％
(2017)

6 10.6% 9.9% 9.6% 9.2% 8.6% 6.9% 6.9％
(2017)

7 開催件数４回/
受講者数844

人

開催件数４回/
受講者数

759人

開催件数6回/
受講者数495

人

開催件数21回/
受講者数1,753

人

開催件数16回/
受講者数
2,075人

開催件数14回/
受講者数1,510

人

開催件数8回/
受講者数

530人
(2016)

8 － － 16.1% 15.9% 15.9% 15.2% 15.1%
(2016)

9 － － 26.0% 25.6% 24.9% 24.7% 24.1%
(2016)

10 23.7% 19.0% 24.5% 21.8% 20.5% 17.7% 12.9%
(2016)

11 9.7% 9.2% 9.1% 8.9% 8.4% 7.7% 7.7%
(2017)

7.5% 4.7% 2.7% 4.2% 2.0%
(2016)

39.5%

62.7%

13 44.3% 43.3% 43.8% 41.2% 39.0% 41.5% 41.1%
(2016)

14 － 16.1％
(2021)

－ － － － 21.2%
(2016)

重点目標２　職業生活の充実とワーク・ライフ・バランスの実現
№ 2022年度

実績値
2021年度
実績値

2020年度
実績値

2019年度
実績値

2018年度
実績値

2017年度
実績値

第４次プラン
策定時
（年度）

1 774人 679人 567人 515人 541人 555人 645人
（2016）

2 － － － － － － 22.3%
(2016)

3 75.4% 75.6% 76.5% 76.2% 75.7% 74.6% 74.0%
(2016)

4 97件 156件 115件 118件 144件 144件 167件
(2016)

5 40.0% 48.0% 50.8% 46.5% 169人 182人 251人
(2016)

6 93.2% 93.2% 90.9% 93.6% 96.1% 96.6% 95.1%
(2016)

7 計11.5時間 計11.3時間 計10.7時間 計13.6時間 計12.6時間 計12.6時間 計13.1時間
(2016)

３　かながわ男女共同参画推進プラン(第４次)参考数値の状況

項　　目

マザーズハローワーク横浜における
女性のためのキャリアカウンセリング
の相談者数

職場における男女の平等感【再掲】
〔県民ニーズ調査（課題）〕

企業における男性と女性の所定内給
与額の格差（男性=100）

かながわ労働センターにおけるセク
シュアル・ハラスメント相談件数

県が設置する地域若者サポートス
テーションで支援を受けた人の就職
者数
→国と県が共同で運営する地域若者
サポートステーションで支援を受けた
人の就職率

総合職業技術校生の修了３か月後
の就職率

常用労働者30人以上の事業所にお
ける１人平均月間の所定外労働時間

項　　目

地方議会における女性議員の割合
①県議会　　②市区議会　　③町村
議会

市町村の審議会における女性委員
の割合

男性のボランティア活動行動者率
〔社会生活基本調査〕

県職員採用試験（大学卒業程度）か
らの採用者に占める女性の割合
県立学校教員の校長・副校長・教頭
に占める女性の割合

警察官の総定数に占める女性警察
官の割合
自治会長における女性の割合

「かながわ女性の活躍応援団」応援
団員企業等からの講師派遣啓発講
座等の開催件数及び受講者数

県内大学理学部・工学部の女性割合

県内大学の教授等（教授、准教授及
び講師）に占める女性の割合

新規就農者の女性割合

女性消防団員の割合

事業所における子の看護休暇取得
者に占める男性の割合

【R5変更後】
男性職員の育児休業等取得率（知
事部局等）

【変更前】
県職員の男性の育児休業等取得率
（教員・県警察を含む）

12

【変更後】
男性職員の育児休業等取得率（知
事部局等）
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№ 2022年度
実績値

2021年度
実績値

2020年度
実績値

2019年度
実績値

2018年度
実績値

2017年度
実績値

第４次プラン
策定時
（年度）

項　　目

①女性155人/
男性20人

②女性202人/
男性54人

③女性27人/
男性20人

①女性131人/
男性18人

②女性207人/
男性39人

③女性27人/男
性21人

①女性112人/
男性14人

②女性160人/
男性24人

③女性31人/男
性23人

①女性111人/
男性13人

②女性161人/
男性25人

③女性43人/男
性29人

①女性101人/
男性9人

②女性152人/
男性12人

③女性56人/
男性16人

(2016)

➀女性68人／
男性7人

②女性106人／
男性84人

③女性3人／
男性8人

①女性83人／
　 男性15人
②女性83人／
　 男性101人
③女性4人／
　 男性7人

9 女性25,600人/
男性10,300人

－ － － （2022年10月調
査予定）

女性27,600人/
男性12,000人

女性82,000人
/男性18,000

人
 (2012)

10 女性49.7%
男性50.3%

女性50.8%
男性49.2%

女性53.6%
男性46.4%

女性54.3%
男性45.7%

女性55.8%
男性44.2%

女性57.7%
男性42.3%

女性65.4%
男性34.6%

(2016)

11 565事業者 559事業者 544事業者 541事業者
(6月1日時点)

541事業者 527事業者 518事業者
(2016)

12 ①週９回
②週２回

①週９回
②週１回

①週9回
②週2回

①週11回
②週3回

①週9回
②週3回

①週10回
②週3回

①週10回
②週3回
（2017）

重点目標３　男女共同参画の面から見た健やかで安心なくらし
№ 2022年度

実績値
2021年度
実績値

2020年度
実績値

2019年度
実績値

2018年度
実績値

2017年度
実績値

第４次プラン
策定時
（年度）

1 5,271件 5,410件 5,691件 5,698件 5,291件 4,874件 4,675件
(2016)

2 143件 1６0件 150件 176件 177件 182件 202件
(2016)

3 24,746件 22,278件 21,883件 20,273件 16,690件 15,896件 17,094件
(2016)

4 25,217戸 24,301戸 23,959戸 23,931戸 23,323戸 22,841戸 22,428戸
(2016)

5 9.5% 9.6% 7.7% 7.8% 9.1% 8.4% 6.2%
(2016)

6 264人 231人 240人 232人 230人 250人 231人
(2016)

7 31団体 27団体 19団体 83団体 97団体 65団体 64団体
(2016)

8 6.7% 6.7% 6.8% 6.5% 6.7% 5.2% 5.2%
(2017)

9 74.1% 73.4% 73.9% 72.4% 69.6% 70.7% 71.2%
(2016)

重点目標４　男女共同参画社会の実現に向けた意識改革と基盤整備
№ 2022年度

実績値
2021年度
実績値

2020年度
実績値

2019年度
実績値

2018年度
実績値

2017年度
実績値

第４次プラン
策定時
（年度）

1 － － － － － － ①18.6%
②39.1%
③22.3%
④55.8%
⑤44.9%
⑥15.5%
⑦14.4%
(2016)

2 保育士
35,407人/
保育教諭
3,479人

保育士
34,620人/
保育教諭
3,244人

保育士
33,066人/
保育教諭
3,065人

保育士
30,782人/

保育教諭2,694
人

保育士
29,399人/

保育教諭1,483
人

保育士
28,929人/
保育教諭
1,459人

保育士
28,387人/
保育教諭

1,182人(2016)

3 3,600施設 3,600施設 3,551施設 3,499施設 3,487施設 3,395施設 3,227施設
(2016)

4 1,420施設 1,400施設 1,388施設 1,311施設 1,243施設 1,159施設 1,159施設
(2017)

災害時通訳ボランティアの登録者数

思春期から妊娠適齢期の男女を対
象にした健康などに関する出前講座
実施企業・団体数

「こころに不安や悩みのある人がいつ
でも相談できるなど、自殺を防ぐ社会
づくりが行われていること」の満足度

項　　目

男女の平等感
①議会・行政等の政策決定の場で／
②家庭生活で／③職場で／④学校
教育の場で／⑤地域活動で（自治
会・町内会、ＰＴＡ、ボランティアなど）
／⑥社会通念・慣習・しきたりなどで
／⑦社会全体で
〔県民ニーズ調査（課題）〕

保育士、保育教諭の数

かながわ子育て応援パスポートの施
設数

放課後児童クラブの施設数

事業所における介護休業利用状況
の男女比

子ども・子育て支援に取り組む事業
者の認証事業者数

朝食・夕食を家族と食べている、又は
一人ぐらしの方で昼食や夕食を仲間
など複数で食べている「共食」の回数
①家族／②単身

項　　目

県配偶者暴力相談支援センターに
おけるＤＶ相談件数

配偶者暴力防止法に基づく緊急一
時保護件数

母子・父子自立支援員による相談件
数

日ごろから健康に気をつけた規則正
しい生活を心がけている人の割合

県営住宅における高齢者等に配慮し
た住宅数（建替え・個別改善等の戸
数）

「高齢者や障がい者が自立し、安心
して生活できるような支援体制が整っ
ていること」の満足度

介護・看護を理由とする離職者数
〔就業構造基本調査〕

【変更前】県職員の部分休業、育児
休業及び介護休暇の取得状況
①部分休業　　②育児休業
③介護休暇

【R5変更後】県職員の部分休業、育
児休業及び介護休暇の取得状況（知
事部局等）
①部分休業　　②育児休業
③介護休暇

【変更後】県職員の部分休業、育児
休業及び介護休暇の取得状況（知事
部局等）
①部分休業　　②育児休業
③介護休暇

8
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№ 2022年度
実績値

2021年度
実績値

2020年度
実績値

2019年度
実績値

2018年度
実績値

2017年度
実績値

第４次プラン
策定時
（年度）

項　　目

153,244人 150,855人 148,110人 143,464人 139,463人 135,315人 135,315人
(2017)

339人 293人 310人 331人 348人 354人 354人
(2017)

250か所 230か所 211か所 187か所 140か所 100か所 100か所
(2017)

645か所 572か所 572か所 607か所 584園 560園 516園
(2016)

6 20,335,968回/
年

19,345,811回/
年

17,965,120回/
年

16,877,433回/
年

16,389,729回/
年

10,964,714回/
年

10,789,645回/
年

(2016)

7 5,774人/月 5,751人/月 5,639人/月 5,731人/月 5,489人/月 5,108人 4,582人
(2016)

8 527人 471人 401人 387人 325人 252人 201人
(2016)

重点目標５　推進体制の整備・強化
№ 2022年度

実績値
2021年度
実績値

2020年度
実績値

2019年度
実績値

2018年度
実績値

2017年度
実績値

第４次プラン
策定時
（年度）

１ 市  100％
町村 92.9％

市   100％
町村100％

市   100％
町村 85.7％

市   100％
町村 92.9％

市   100％
町村 85.7％

市   100％
町村 71.4％

市  100％
町村 71.4％
(2016.12)

5

男女共同参画基本計画の策定率
（対象：県内19市・14町村）

小規模多機能型居宅介護サービス
の利用者数

認知症サポート医の養成人数（累計）

訪問介護サービス供給量

就学前児童の保育・幼児教育の提供
①認可保育所定員数

②家庭的保育

③認定こども園

④幼稚園の預かり保育

項　　目
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※グレーは再掲事業

通し
番号

再掲
再掲元
通し番

号
局名

所管所属
名

事業の名称 事業の内容 2022（Ｒ４）年度事業実績 2018(H30)～2022(R4)年度の成果等

2 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

審議会等
委員への
女性の参
画推進

男女の意見を政策形成の場
へ反映させるため、審議会等
の委員を男女の均衡がとれ
た構成とすることを目指し、
「第10次審議会等の女性委
員の登用計画」に基づき、審
議会等委員への女性の登用
を推進する。

・第10次「審議会等の女性委員の登
用計画」を推進した。
・審議会等における女性登用の実態
調査を実施した。
・40％を達成しないもしくは見込みの
ない審議会等について事前に協議
を行った。(令和４年度21回実施)

・全庁で審議会等の女性委員の登用率は、
2018年度は34.4％、2022年度は40.9％と５
年間で6.5ポイント増加し、全庁で40%を超え
女性登用が進んだ。
・令和５年度からは、女性委員の登用の取
組強化として、特別の枠の女性枠を設け、
目標値の現状維持をしつつ引き続き、女性
委員の登用に努める。

3 11 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同
参画を促
進するた
めの人材
育成

様々な意思決定の場への女
性（議員・審議会委員等、行
政・地域・企業等のキーパー
ソンとして活動する女性）の参
画を促進するため、地域や社
会の課題を発見し解決するた
めの手法を学ぶセミナーを実
施する。

・女性のための社会参画セミナー「か
なテラスカレッジ」の実施
・基礎セミナー（３日間/22名（全日18
名、各日４名））
・実践セミナー（必修講座６日間、選
択講座１～３日間/23名（全日15名、
各日８名））
・フォローアップ講座（１日/18名）
・キャリアカウンセリング年１回（２日間
/10名）

・コロナ禍においても、令和２年度は動画配
信、令和３年度以降は感染症予防策を施し
ながら対面型で実施することで、継続して
様々な意思決定の場への女性の参画を後
押しすることができた。
・令和４年度はフォローアップセミナー等を
実施し、年度をまたいだ受講生の交流の場
等を提供した。
・引き続き受講者アンケートの意見を活かし
た事業を展開する。

5 総務
局

人事課 県職員の
育児休業
復業者支
援研修

出産・育児というキャリアの大
きな節目にある職員が、自ら
のキャリアプランについて考
え、県職員として復業後に前
向きにキャリアを歩むための
気づきの機会とする。

育児休業復業者支援研修の開催（２
回実施）

育児休業復業者の活躍のためには周囲の
理解が重要となるため、令和元年度より受講
対象を復業者本人に加え、その配偶者（県
職員に限る）まで拡大している。また、令和３
年度からは、今後、育児休業の取得を検討
している職員も受講対象として拡大した。

福祉
子ど
もみ
らい
局

4

 

重点目標１　あらゆる分野における男女共同参画

施策の基本方向１　政策・方針決定過程における女性の参画

①政治・行政分野における政策・方針決定過程への女性の参画

・令和３年度に政治分野における男女共同
参画の推進に関する法律の一部改正があ
り、国・地方公共団体の施策の強化が盛り込
まれた。これに伴い、令和４年度に「政治分
野における男女共同参画の推進」のホーム
ページで公開把握可能な神奈川県の情報
を掲載。今後、情報の追加等を検討してい
く。
・クオータ制について、調査研究報告書（平
成27・28年度）のホームページ掲載及びか
なテラスの資料・交流コーナーへの配架によ
る情報提供を実施した。引き続き理解を促
進するため、ホームページ掲載等による情
報提供を実施する。

・県議会議員選挙における男女別候
補者数等について、情報提供した。
また、政治分野における男女共同参
画の状況の「見える化」の取組として
県のホームページを作成し、神奈川
県の状況を公開した。
・クオータ制について、調査研究報
告書（平成27・28年度）のホームペー
ジ掲載及びかなテラスの資料・交流
コーナーへの配架による情報提供を
実施した。

政治分野における女性の参
画を促進するため、地方議会
における女性参画の意義に
ついて理解を促進する。

議会にお
ける女性
参画への
理解促進

①共生
推進本
部室
②かな
がわ男
女共同
参画セ
ンター

福祉
子ど
もみ
らい
局

1

・平成30年度、令和元年度及び４年度は実
施した（令和２・３年度はコロナによる対面講
座の中止又は延期のため実施なし）。
・回答者のうち、現在何らかの社会参画活動
に参加した人の率は、平成30年度62.9％、
令和４年度62.7%と、コロナ前の水準を維持
していた。
・かなテラスカレッジの事業効果及び受講者
の社会参画状況を把握し、今後の事業企画
に役立てるために引き続き実施する。

・社会参画状況調査の実施
基準日毎年12月1日
調査人数142名、有効回収数51名

当センターで実施した、女性
のための社会参画セミナー
「かなテラスカレッジ」（平成26
年度まで「江の島塾」）の受講
者を対象に、事業の効果及
び受講者の社会参画状況を
把握し、今後の事業企画に役
立てる。

社会参画
状況調査

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

４　かながわ男女共同参画推進プラン（第４次）の  2022（令和4）年度事業実績
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通し
番号

再掲
再掲元
通し番

号
局名

所管所属
名

事業の名称 事業の内容 2022（Ｒ４）年度事業実績 2018(H30)～2022(R4)年度の成果等

7 政策
局

市町村
課

性別によ
らない職
員交流の
実施

女性の職域を拡大し、人材育
成を図るため、市町村と協力
しながら性別によらない交流
職員の選定を図ることにより、
市町村との職員交流を実施
する。

・市町村に対して「性別によらない職
員交流」への協力を呼びかけ

毎年、職員交流の調整に当たっては、市町
村に対して「性別によらない職員交流」への
協力を呼びかけることで当該趣旨の共有を
図ってきた。今後も取組を継続していく。

8 再掲 10 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

女性人材
情報等の
提供

審議会などの女性委員の候
補者の選定に当たって参考と
なる情報、男女共同参画関係
団体等の情報及び様々な分
野で能力を発揮したい女性を
支援するための情報をイン
ターネット等により提供する。

かながわ男女共同参画支援サイトの
運用

・登録済みのサイトの更新・見直し等を行
い、様々な分野で能力を発揮したい女性等
を支援するための情報などをインターネット
等により提供した。
・引き続き更新・見直し等を行いながら支援
のために必要な情報を提供する。

9 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同
参画を促
進するた
めの人材
育成

・女性管理職育成セミナーの実施（１
回3日間/１・２日目オンライン、３日
目対面/31名）
・女性を部下に持つ男性管理職向け
セミナーの実施（1回/23名）

・令和２年度の女性管理職育成セミナーを
除き、コロナ禍においてもオンライン開催す
ることで、女性人材育成に向けたセミナーを
継続的に実施することができた。
・例年アンケート結果も良好であるため、引
き続き参加者アンケートの意見を活かした
事業を展開する。

10 8
22

福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

女性人材
情報等の
提供

審議会などの女性委員の候
補者の選定に当たって参考と
なる情報、男女共同参画関係
団体等の情報及び様々な分
野で能力を発揮したい女性を
支援するための情報をイン
ターネット等により提供する。

かながわ男女共同参画支援サイトの
運用

・登録済みのサイトの更新・見直し等を行
い、様々な分野で能力を発揮したい女性等
を支援するための情報などをインターネット
等により提供した。
・引き続き更新・見直し等を行いながら支援
のために必要な情報を提供する。

11 再掲 3 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同
参画を促
進するた
めの人材
育成

様々な意思決定の場への女
性（議員・審議会委員等、行
政・地域・企業等のキーパー
ソンとして活動する女性）の参
画を促進するため、地域や社
会の課題を発見し解決するた
めの手法を学ぶセミナーを実
施する。

・女性のための社会参画セミナー「か
なテラスカレッジ」の実施
・基礎セミナー（３日間/22名（全日18
名、各日４名））
・実践セミナー（必修講座６日間、選
択講座１～３日間/23名（全日15名、
各日８名））
・フォローアップ講座（１日/18名）
・キャリアカウンセリング年１回（２日間
/10名）

・コロナ禍においても、令和２年度は動画配
信、令和３年度以降は感染症予防策を施し
ながら対面型で実施することで、継続して
様々な意思決定の場への女性の参画を後
押しすることができた。
・令和４年度はフォローアップセミナー等を
実施し、コロナで中止していた年度をまたい
だ受講生の交流の場等を提供した。
・引き続き受講者アンケートの意見を活かし
た事業を展開する。

令和３年４月に改定した「次
世代育成支援・女性活躍推
進に関する職員行動計画」で
は、管理職に占める女性の
割合の目標値を令和７年度
を目途に25％にするとしてい
る。県女性職員の一層の職
域拡大を図るとともに、能力
や意欲のある女性の管理職
への登用を積極的に進める
ため、「次世代育成支援対策
推進法及び女性の職業生活
における活躍の推進に関す
る法律に基づく特定事業主
（神奈川県）行動計画策定・
推進委員会議」を開催し、職
域拡大や管理職の登用に向
けた意識の醸成を図る。

次世代育成支援対策推進法及び女
性の職業生活における活躍の推進
に関する法律に基づく特定事業主
（神奈川県）行動計画策定・推進委
員会議の開催

目標の達成に向け、引き続き成績主義の原
則を踏まえた上で、日頃の業務の中で発揮
してきた能力や実績、幹部職員としての適
性や意欲等を適切に評価し、幹部職員への
女性職員の登用拡大に努めてきた。今後
も、女性職員のキャリア開発の視点に立っ
た人事異動等を行い、中堅職員の育成を図
るなど、将来の幹部職員の候補となる女性
職員の人材プールの形成に引き続き取り組
む。

主任・係長・サブリーダー相
当職の女性を対象に、管理
職の役割や心構え、マネジメ
ントスキルなどを学ぶセミ
ナーを実施するほか、女性を
部下に持つ男性リーダーや
管理職を対象に、女性活躍
推進等を阻害する「アンコン
シャス・バイアス（無意識の思
い込み）」について学び、部下
の力を引き出し能力を発揮し
てもらうための効果的な働き
かけ方を習得するセミナーを
実施する。

236

②民間における政策・方針決定過程への女性の参画

県女性職
員の職域
拡大と管
理職への
登用推進

人事課総務
局
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通し
番号

再掲
再掲元
通し番

号
局名

所管所属
名

事業の名称 事業の内容 2022（Ｒ４）年度事業実績 2018(H30)～2022(R4)年度の成果等

12 再掲 14 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

かながわ
女性の活
躍応援団
支援事業

・全体会議の開催（１回/21名）
・啓発講座等の実施（４回/844名）
・かながわ女性の活躍応援団団員企
業等担当者交流会（１回/25名）
・かながわ女性の活躍応援団冊子の
作成（5,000部）
・女性の活躍応援サポーター登録の
推進（59名（令和５年3月31日時点））
・応援サポーター企業　セミナー＆交
流会（１回/17名）

13 73 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

女性活躍
推進法に
よる認定
取得業者
への加点

女性活躍推進法に基づく認
定（えるぼし認定、プラチナえ
るぼし認定）に関する基準に
適合する一般事業主に対し
て、県の競争入札参加資格
者認定において加点評価を
行う。

女性活躍推進法第24条における女
性活躍に積極的に取組む企業に対
するインセンティブ付与のため、神奈
川県競争入札参加資格の認定（「建
設工事業」及び「一般委託・物品」）
において、「女性活躍推進法による
認定（えるぼし認定、プラチナえるぼ
し認定）」を取得した業者に対して、
加点評価を行った。

16 教育
局

県立図
書館

生涯学習
情報の提
供

県をはじめ、市町村や生涯学
習関係機関・団体の協働によ
る、県立図書館を拠点とした
ネットワークにより生涯学習情
報を提供し、県民の生涯を通
じた主体的な学習活動を支
援する。

県内の生涯学習関係機関において
開催される生涯学習講座や催し物等
といった生涯学習情報を、生涯学習
情報システム「ＰＬＡＮＥＴかながわ」
を通じて提供した。

生涯学習情報システム「PLANETかながわ」
を通じて、県民の主体的な学習活動を継続
的に支援してきた。
今後に向けて、支援機能強化のための見直
しを行い、新たな情報発信方法への移行を
検討していく。

女性が活躍する取組に積極
的で、神奈川県にゆかりのあ
る大企業等のトップが参加す
る「かながわ女性の活躍応援
団」が女性の活躍推進の社会
的ムーブメントのさらなる拡大
のため、応援団員自らが参加
する全体会議の開催や、啓
発講座への講師派遣、トップ
が自主的に参加できる「かな
がわ女性の活躍応援サポー
ター」への登録等を実施す
る。

・コロナの影響等により、事業の中止・縮小
があったが、オンラインツール等の活用によ
り、交流会や全体会議、啓発講座等を開催
し、県内企業等の女性活躍推進を継続的に
後押しできた。また、冊子の作成等を通し
て、コロナ禍における応援団企業等の先進
的な取組を県内企業等に向けて発信した。
・近年のジェンダー平等への意識の高まりや
多様な性の考え方等を考慮し、女性活躍推
進のみならず、ダイバーシティ推進に関する
取組についても検討する必要がある。

2016年4月より開始した「えるぼし認定」（女
性活躍推進への取組の実施状況が優良な
企業に対する認定制度）は、2020年6月に開
始した「えるぼし認定」よりも水準の高い「プ
ラチナえるぼし」が創設された。
引き続き神奈川県では、インセンティブ付与
のため、神奈川県競争入札参加資格の認定
（「建設工事業」及び「一般委託・物品」）に
おいて、「女性活躍推進法による認定（える
ぼし認定、プラチナえるぼし認定）」を取得し
た業者に対して、加点評価を行っていく。

・コロナの影響等により、事業の中止・縮小
があったが、オンラインツール等の活用によ
り、交流会や全体会議、啓発講座等を開催
し、県内企業等の女性活躍推進を継続的に
後押しできた。また、冊子の作成等を通し
て、コロナ禍における応援団企業等の先進
的な取組を県内企業等に向けて発信した。
・近年のジェンダー平等への意識の高まり
や多様な性の考え方等を考慮し、女性活躍
推進のみならず、ダイバーシティ推進に関す
る取組についても検討する必要がある。

・全体会議の開催（１回/21名）
・啓発講座等の実施（４回/844名）
・かながわ女性の活躍応援団団員
企業等担当者交流会（１回/25名）
・かながわ女性の活躍応援団冊子
の作成（5,000部）
・女性の活躍応援サポーター登録の
推進（59名（令和５年3月31日時点））
・応援サポーター企業　セミナー＆交
流会（１回/17名）

女性が活躍する取組に積極
的で、神奈川県にゆかりのあ
る大企業等のトップが参加す
る「かながわ女性の活躍応援
団」が女性の活躍推進の社
会的ムーブメントのさらなる拡
大のため、応援団員自らが参
加する全体会議の開催や、
啓発講座への講師派遣、 男
 性トップが自主的に参加でき
る「かながわ女性の活躍応援
サポーター」への登録等を実
施する。

かながわ
女性の活
躍応援団
支援事業

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

福祉
子ど
もみ
らい
局

14 12
60
171
221

　コロナ禍でイベント開催等の対面でのPRが
難しい中、SNS等を活用した広報を実施する
ことで、若干ではあるが「神奈川なでしこブラ
ンド」応募件数、認定件数共に増加した。
　しかし、個人(女性起業家)からの応募が増
加傾向にあるため、神奈川なでしこブランド
の認知度向上を図り企業にとって認証される
メリットを作ると同時に、企業の経営者等に
向けた広報を実施することで、県内企業から
の神奈川なでしこブランドへの応募を増や
し、県内企業における女性の登用・活躍を促
進する必要がある。

（新型コロナウイルス感染症の影響により、令
和２、３年度の認定事業は、中止とした。）

・「神奈川なでしこブランド」認定件
数：14件
・「なでしこの芽」認定件数：１件

神奈川県内に拠点を持つ事
業所や団体から、女性が開発
に貢献した商品（モノ･サービ
ス）を募集し、この中から優れ
たものを「神奈川なでしこブラ
ンド」として認定・広報すること
で、女性の登用の具体的な
効果をわかりやすく周知し、
企業における女性の活躍等
を推進する。併せて、女性か
ら、商品に関するアイデアを
募集し、この中から優れたも
のを「なでしこの芽」として認
定する事業を実施する。

15 225 産業
労働
局

雇用労
政課

神奈川な
でしこブラ
ンド事業

施策の基本方向２　あらゆる分野における男女共同参画

①女性の活躍の推進
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17 再掲 218 政策
局

ＮＰＯ協
働推進
課

NPO活動
への支援
や情報提
供

ＮＰＯ活動を支援するため
に、相談や情報提供、説明会
等を実施する。

ＮＰＯ法人の設立・運営等に関する
相談、情報提供、説明会等の開催
（法人設立事務説明会５回開催・34
名出席、県指定・認定NPO法人制度
説明会３回開催・20名出席）

特になし

18 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

女子学生
等の理工
系分野選
択に向け
た情報提
供

女性の進出が少ない理工系
の分野において、本人の適
性と意欲を生かした広い可能
性の中で進路選択ができるよ
う、ホームページ等での情報
提供を行う。

・かながわ男女共同参画支援サイト
に、国等の理工系女性に関するロー
ルモデル情報等のリンクを貼ることに
よる情報提供を実施した。
・ホームページ上で理工系キャリア支
援講座の実施状況について情報提
供した。

・登録済みのリンクの更新・見直し等を行い、
理工系女性に関するロールモデル情報等の
情報提供や理工系キャリア支援講座の実施
状況の公開を行った。
・引き続き女子学生等の理工系分野選択に
向けた情報提供を行う。

19 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

理工系
キャリア支
援講座
（旧「かな
がわリケ
ジョ・エン
カレッジプ
ログラ
ム」）

・進路説明会等を活用した出前講座
の実施（２回/715名）

・講座の実施により、女子中学生、高校生の
理工系志望（理工系進学・就労、研究職技
術職系進学・就労）を促進・支援するととも
に、性別に関わらず自分らしい生き方や働
き方を考える機会を提供することができた。
・例年アンケート結果も良好であるため、引
き続き参加者アンケートの意見を活かした
事業を展開する。

20 再掲 39
165
178

福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

大学等に
おけるライ
フキャリア
教育の支
援

固定的な性別役割分担意識
にとらわれず、個性と適性に
応じたキャリア（生涯にわたる
生き方）を選択できるよう、大
学等におけるライフキャリア教
育を支援する。

・大学生向けに啓発冊子を印刷、配
布
・高校生向けに啓発冊子をデータに
て配布
・大学へのライフキャリア教育外部講
師派遣（派遣回数：２大学２回）
・高校におけるライフキャリア出前講
座の実施（実施回数：１高校１回）
・中学におけるライフキャリア出前講
座の実施（実施回数：４中学校４回）

コロナ禍で感染状況を鑑み、外部講師派
遣、出前講座が実施できない状態が続いた
が、R４年度は外部講師派遣、出前講座を共
に実施することができた。特に、中学向けの
出前講座は試行以外での初めての実施で
あり、実施校には教師、生徒共に一定の評
価を得られた。
引き続き、外部講師派遣、出前講座を実施
を促していく。

21 再掲 179 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

男女共同
参画教育
の推進

子どもの頃から男女共同参画
意識を育むため、男女共同
参画教育参考資料を作成し、
政令市内を除く県内の全小
学校に配布する。

男女共同参画教育参考資料「こんな
子いるよね」を、横浜・川崎・相模原
市を除く県内の全小学校（5年生を対
象）に配布した（29,930部作成、394
校に配布）。

・子どもの頃から男女共同参画意識を育む
ため、男女共同参画教育参考資料を作成
し、横浜・川崎・相模原市を除く県内の全小
学校（5年生を対象）に配布した。
・2019年度末配布時より、アンケートを取っ
ており、改善点を述べられているため、反映
可能なものは対応していく。

22 再掲 8
10

福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

女性人材
情報等の
提供

審議会などの女性委員の候
補者の選定に当たって参考と
なる情報、男女共同参画関係
団体等の情報及び様々な分
野で能力を発揮したい女性を
支援するための情報をイン
ターネット等により提供する。

かながわ男女共同参画支援サイトの
運用

・登録済みのサイトの更新・見直し等を行
い、様々な分野で能力を発揮したい女性等
を支援するための情報などをインターネット
等により提供した。
・引き続き更新・見直し等を行いながら支援
のために必要な情報を提供する。

②女性の参画が進んでいない分野への女性の参画支援

女子中学生、高校生の理工
系志望（理工系進学・就労、
研究職技術職系進学・就労）
を促進・支援するとともに、性
別に関わらず自分らしい生き
方や働き方を考える機会を提
供するために、かながわ女性
の活躍応援団員企業等及び
NPO法人日本女性技術者科
学者ネットワークから女性研
究者・技術者を講師として学
校に派遣する出前講座を実
施し、特に理工系のキャリア
形成に関する意識啓発や将
来の技術者等の育成につな
げる。
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24 再掲 33 くらし
安全
防災
局

消防保
安課

女性消防
団員の加
入促進

消防団加入促進リーフレット
の作成及び消防団員への
サービスを提供する店舗・施
設の登録等により消防活動の
アピールや消防団員の加入
促進を実施する。

・かながわ消防フェア2022の開催：体
験イベントの開催【荒天により中止】
・消防団員加入促進リーフレットの配
布
・かながわ消防団応援の店登録制度
の推進

荒天の影響でかながわ消防フェアが実施で
きず、女性向けPRの機会が減少した。今後
とも、より効果的なリーフレットを検討・作成し
ていく等、女性の消防団加入を促進してい
く。

25 再掲 34 くらし
安全
防災
局

消防学
校

消防分野
に関わる
女性人材
の養成

女性消防職団員対象の特別
教育を実施する。

女性消防職団員の活躍推進のため
の特別教育の実施
・消防職員特別教育　女性活躍推進
研修（令和５年３月３日（金）46名）
・消防団員特別教育　女性消防団員
等活性化研修（令和５年２月５日（日）
42名）

26 再掲 36 政策
局

かなが
わ県民
活動サ
ポートセ
ンター

災害救援
ボランティ
ア支援人
材の養成

災害救援ボランティアの活動
をコーディネートする人材（女
性を含む）を育成する取組み
を進める。

かながわコミュニティカレッジで「災害
ボランティアコーディネーター基礎講
座」の開催
受講者数17名(全３回）

27 環境
農政
局

①農政
課
②農地
課

地域農業
に関する
方針等へ
の女性の
参画促進

農業委員及び農業協同組合
の役員等への女性の登用を
促進する。

①農業協同組合への女性登用促進
について関係機関へ周知
＜実績＞総合農協の役員435名のう
ち女性59名
②農業委員への女性登用促進につ
いて(一社）神奈川県農業会議を通じ
市町村に働き掛けた。
<実績>農業委員391名のうち女性42
名

令和３年４月に改定した「次
世代育成支援・女性活躍推
進に関する職員行動計画」で
は、管理職に占める女性の割
合の目標値を令和７年度を目
途に25％にするとしている。
県女性職員の一層の職域拡
大を図るとともに、能力や意
欲のある女性の管理職への
登用を積極的に進めるため、
「次世代育成支援対策推進
法及び女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する法
律に基づく特定事業主（神奈
川県）行動計画策定・推進委
員会議」を開催し、職域拡大
や管理職の登用に向けた意
識の醸成を図る。

【消防職員特別教育】
令和２年度の研修はコロナにより中止した
が、県内のほぼすべての女性消防職員が受
講を終えたことから、３年度より男性職員の
上司等も受講対象者とし、グループ討議の
充実を図ったところ、受講者数が増加すると
ともに、職場の課題解決策を見いだせる場と
して貢献した。
【消防団員特別教育】
令和２～３年度の研修はコロナにより中止し
たが、女性消防団員の役割や活動範囲の拡
大を促進するため実技訓練の拡充を図り、
女性消防団員の災害対応力や災害知識の
向上に貢献した。

＜受講者数＞
・2018年度　21名
・2019年度　26名
・2020年度　20名
・2021年度　26名
・2022年度　17名

令和２年度（2020年度）より、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止策を講じた上で、講座
を実施した。
今後も引き続き、オンライン講座の実施な
ど、より県民のニーズに応じた講座編成を
行っていく必要がある。

①令和２年12月に第５次男女共同参画基本
計画が閣議決定され、令和７年度までに農
業協同組合の役員に占める女性の割合を
15％とすることを数値目標としており、県下
農業協同組合では、なり手が少なく女性役
員を増やすことが困難な農業協同組合もあ
るが、改選期に向けて検討を進めている。
②農業委員会は、各市町村が設置する独
立行政委員会であるため、県が人事の内容
に干渉することはできないことから、農業委
員会に対する支援を業務とする神奈川県農
業会議を通じ女性農業委員の登用促進を
図っていく。

次世代育成支援対策推進法及び女
性の職業生活における活躍の推進
に関する法律に基づく特定事業主
（神奈川県）行動計画策定・推進委
員会議の開催

目標の達成に向け、引き続き成績主義の原
則を踏まえた上で、日頃の業務の中で発揮
してきた能力や実績、幹部職員としての適性
や意欲等を適切に評価し、幹部職員への女
性職員の登用拡大に努めてきた。今後も、
女性職員のキャリア開発の視点に立った人
事異動等を行い、中堅職員の育成を図るな
ど、将来の幹部職員の候補となる女性職員
の人材プールの形成に引き続き取り組む。

県女性職
員の職域
拡大と管
理職への
登用推進

人事課総務
局

③農業や商工業分野における女性の参画支援

6再掲23

28



通し
番号

再掲
再掲元
通し番

号
局名

所管所属
名

事業の名称 事業の内容 2022（Ｒ４）年度事業実績 2018(H30)～2022(R4)年度の成果等

28 環境
農政
局

農業振
興課

女性の農
業進出促
進支援

女性の力を発揮して農業経
営を改善・発展させるため、
女性農業者の経営発展に資
する研修を実施するほか、新
たに開設するHPなどイメージ
アップを図り、女性の新規就
農及び経営参画を促進する。
また、女性のアイデアを活か
した新商品開発等に必要な
経費に対して補助する。

・女性農業者の経営発展支援研修
会の実施（受講生14名）
・経営発展に必要な経費を補助する
ステップアップ支援事業の実施（４
件）
・女性農業者支援のためのHP運営
・就農に興味がある女性に対して農
業を体験できるセミナーの実施（参加
者６名）

コロナウイルスの感染状況により農業体験セ
ミナーやツアー等は実施を中止した年度も
あったが、女性農業者の経営発展支援研修
会は開催場所やカリキュラム等を工夫して行
い、女性農業者の人材育成・確保することが
できた。
また、県内で活躍している女性農業者の紹
介、女性農業者向け研修などのイベント情
報や農業者団体の活動内容についてHPで
情報発信をし、サイトアクセス数がH30年度
から約5.4倍（R4年度比）になるなどイメージ
アップを図ることができた。

29 環境
農政
局

農業振
興課

農業分野
における
男女共同
参画の推
進

関係団体・機関との連携や、
普及指導活動を通じての起
業活動等の支援により、農業
分野における男女共同参画
に取り組む。

関係団体・機関との連携や、普及指
導活動を通じての起業活動等の支
援により、農業分野における男女共
同参画を推進

農業分野における男女共同参画を推進し
た。

30 産業
労働
局

中小企
業支援
課

商工業に
携わる女
性の活動
への支援

商工業に携わる女性の資質
の向上や、地域の振興発展
を図るために、県商工会女性
部連合会及び県商工会議所
女性会連合会が行う各種研
修会などの広域的な取組み
に対して助成することにより、
商工業に携わる女性の自主
的な事業活動を支援する。

県商工会女性部連合会及び県商工
会議所女性会連合会の活動に対す
る助成
・研修会・講習会等の開催
・県商工会女性部連合会による主張
発表大会
・県商工会議所女性会連合会による
会員大会

　商工会女性部連合会及び商工会議所女
性会連合会が実施する研修会や講習会等
の事業に対し助成を行ったことで、商工業に
携わる女性の資質向上、地域の振興発展を
支援した。

31 219 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

男女共同
参画の視
点から見
た市町村
等の地域
防災計画
への助言

県防災会議が災害対策基本
法第42条に基づく市町村地
域防災計画への修正報告を
受けた場合において、防災会
議幹事として助言を行う。

随時市町村地域防災計画に対して、
男女共同参画の視点から見た助言
を行った。
(５つの市町村から照会あり、３つの市
町村へ助言を行った)

令和２年５月に内閣府が公表した「災害対応
力を強化する女性の視点～男女共同参画
の視点からの防災・復興ガイドライン～」に基
づき、防災計画について助言を行った。ガイ
ドラインができたことにより、以前より具体的
に助言を行えるようになった。
引き続き、随時市町村地域防災計画に対し
て、男女共同参画の視点から助言を行う。

32 くらし
安全
防災
局

危機管
理防災
課

より良い避
難所運営
に向けた
市町村の
取組みを
支援

県避難所マニュアル策定指
針を参考に、市町村は男女
のニーズの違い等の男女双
方の視点などに十分配慮す
る。

令和４年12月に県避難所マニュアル
策定指針を修正し、避難所における
女性の視点の強化等を行った。

市町村が避難所マニュアルの改定等を行う
際の助言や国からの通知等に沿って適宜対
応していく。

33 24 くらし
安全
防災
局

消防保
安課

女性消防
団員の加
入促進

消防団加入促進リーフレット
の作成及び消防団員への
サービスを提供する店舗・施
設の登録等により消防活動の
アピールや消防団員の加入
促進を実施する。

・かながわ消防フェア2022の開催：体
験イベントの開催【荒天により中止】
・消防団員加入促進リーフレットの配
布
・かながわ消防団応援の店登録制度
の推進

荒天の影響でかながわ消防フェアが実施で
きず、女性向けPRの機会が減少した。今後
とも、より効果的なリーフレットを検討・作成し
ていく等、女性の消防団加入を促進してい
く。

34 25 くらし
安全
防災
局

消防学
校

消防分野
に関わる
女性人材
の養成

女性消防職団員対象の特別
教育を実施する。

女性消防職団員の活躍推進のため
の特別教育の実施
・消防職員特別教育　女性活躍推進
研修（令和５年３月３日（金）46名）
・消防団員特別教育　女性消防団員
等活性化研修（令和５年２月５日（日）
42名）

【消防職員特別教育】
令和２年度の研修はコロナにより中止した
が、県内のほぼすべての女性消防職員が受
講を終えたことから、３年度より男性職員の
上司等も受講対象者とし、グループ討議の
充実を図ったところ、受講者数が増加すると
ともに、職場の課題解決策を見いだせる場と
して貢献した。
【消防団員特別教育】
令和２～３年度の研修はコロナにより中止し
たが、女性消防団員の役割や活動範囲の拡
大を促進するため実技訓練の拡充を図り、
女性消防団員の災害対応力や災害知識の
向上に貢献した。

④防災分野への女性の参画支援
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35 くらし
安全
防災
局

総合防
災セン
ター

女性防災
担い手人
材の育成

女性を対象とした防災講座を
開催する。

女性を対象とした防災講座の開催
【事業見直しにより中止】

・防災講座「みんなが主役となり活躍
できる防災、食と防災」(令和５年３月
19日(日)46名)
・防災講座「遊んで学べるゲーム体
験型防災訓練」(令和５年３月21日
(火)45名)

36 26 政策
局

かなが
わ県民
活動サ
ポートセ
ンター

災害救援
ボランティ
ア支援人
材の養成

災害救援ボランティアの活動
をコーディネートする人材（女
性を含む）を育成する取組み
を進める。

かながわコミュニティカレッジで「災害
ボランティアコーディネーター基礎講
座」の開催
受講者数17名(全３回）

37 74 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男性の家
事・育児
の促進

「男性・家事育児」をビジネス
の対象とする企業、働き方改
革や女性活躍、男性社員の
家事育児支援に取り組む企
業、NPO、行政等が参加する
コンソーシアムの取組を通し
て、男性の家事育児が十分
なレベルで日常的に当たり前
となる社会環境の形成を推
進する。

「職場のためのパパの育休ガイド」を
作成し、ホームページ掲載等により
情報提供を実施した。

38 78 福祉
子ど
もみ
らい
局

次世代
育成課

男性の育
児参画の
推進

父親の子育てに関する普及
啓発や情報提供等の支援な
ど、男性の育児参画を推進す
る。

・かながわパパ応援ウェブサイト「パ
パノミカタ」（かながわ版父子手帳）に
よる情報提供（企画レポート投稿回
数　６回）

引き続き男性の育児参画の推進を図るた
め、事業を継続する。

39 再掲 20
165
178

福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

大学等に
おけるライ
フキャリア
教育の支
援

固定的な性別役割分担意識
にとらわれず、個性と適性に
応じたキャリア（生涯にわたる
生き方）を選択できるよう、大
学等におけるライフキャリア教
育を支援する。

・大学生向けに啓発冊子を印刷、配
布
・高校生向けに啓発冊子をデータに
て配布
・大学へのライフキャリア教育外部講
師派遣（派遣回数：２大学２回）
・高校におけるライフキャリア出前講
座の実施（実施回数：１高校１回）
・中学におけるライフキャリア出前講
座の実施（実施回数：４中学校４回）

コロナ禍で感染状況を鑑み、外部講師派
遣、出前講座が実施できない状態が続いた
が、R４年度は外部講師派遣、出前講座を共
に実施することができた。特に、中学向けの
出前講座は試行以外での初めての実施で
あり、実施校には教師、生徒共に一定の評
価を得られた。
引き続き、外部講師派遣、出前講座を実施
を促していく。

40 再掲 71 ①総
務局
②福
祉子
ども
みら
い局

①人事
課
②共生
推進本
部室

イクボスの
推進

私生活で育児や介護等をす
る部下を応援する上司（イク
ボス）の取組みを推進する。

①局長等の幹部職員によるイクボス
宣言の実施
②「かながわイクボス宣言ＰＲ動画」を
県ホームページで公表することにより
県内企業等へのイクボスを周知する
ための意識啓発を実施した。

②「かながわイクボス宣言ＰＲ動画」を県ホー
ムページに公表することにより意識啓発を実
施した。引き続き、県ホームページでの公表
を通して意識啓発に努める。

令和３年度までは、女性、高齢者、中高生と
受講対象を分けて防災講座を開催(令和２
～３年度はコロナにより中止)してきた。しか
し、実際の避難所等の状況から、受講対象
を分けて講座を開催する意味合いが薄いた
め、令和４年度以降は、参加者が様々な視
点で防災を考えられるよう参加対象を限定
せず、防災担い手人材の育成として多様な
テーマや手法を取り入れた講座を開催し、
防災意識の定着を図ることとした。令和４年
度に開催した２回の防災講座の参加者アン
ケートでは、多くの参加者から「講座内容は
よく理解できた、役に立った」「防災意識が高
まった」との回答を得ている。

＜受講者数＞
・2018年度　21名
・2019年度　26名
・2020年度　20名
・2021年度　26名
・2022年度　17名

令和２年度（2020年度）より、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止策を講じた上で、講座
を実施した。
今後も引き続き、オンライン講座の実施な
ど、より県民のニーズに応じた講座編成を
行っていく必要がある。

・コンソーシアムの取組については、平成30
年度末にキックオフし、令和元年度に、企業
等からの事例紹介等を行う定例会の開催や
ホームページを開設し、男性の家事・育児参
画の機運を高めたが、コロナの影響等か
ら、コンソーシアムの枠組みと事業内容の見
直しが必要である。
・令和４年度には、育児・介護休業法の改正
や、企業の取組、育休取得者の経験談を紹
介する「職場のためのパパの育休ガイド」を
作成し、情報提供を実施した。
・今後は男性の家事・育児参画を進めるた
めの事業企画や取組み等の活動内容を
SNSやホームページ等で情報発信等を行
う。

施策の基本方向３　家庭・地域活動への男性の参画
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41 産業
労働
局

雇用労
政課

女性就業
支援事業

就職・再就職など、就業を希
望する女性に対し、一人ひと
りのニーズに合わせた相談、
カウンセリング等の就業支援
を実施する。

令和２年７月からウェブ相談を開始したほ
か、コロナ禍の影響を受けた女性に対する
支援として、令和４年度から窓口の増設や
地域出張相談を開始したこと等により、相談
件数が増加傾向にある。
一方、相談者の大多数が横浜市在住者で
あることから、令和５年度から平塚での地域
出張相談を開始する等、引き続き女性の就
業を支援していく。

42 80 産業
労働
局

雇用労
政課

仕事と生
活の両立
の推進

仕事と育児の両立に悩む女
性の負担を軽減し、女性の就
業継続を支援する。

・ワーキングマザー両立応援カウン
セリング　実施回数　174回、参加者
数　103人
・両立応援セミナー　実施回数2回、
参加者数41人

・事業の性質上、実績値によって初年度との
比較および全体を通しての結果及び原因等
について記載することはできない。
・引き続き今後の需要の変化に応じて柔軟
な相談体制の整備を検討しつつ、継続して
実施していく。

43 産業
労働
局

雇用労
政課

女性起業
支援事業

能力を生かして起業を考える
女性のスタートアップを応援
するため、起業に関する現状
や実例を学ぶ講座等の起業
支援を実施する。

事業廃止 市町村や民間企業等において、女性起業
支援事業に類似する起業支援セミナーが実
施されているため、令和元年度をもって事業
廃止した。

・キャリアカウンセリング　相談件数：
774件
・女性のための地域出張相談＠厚
木　相談件数：27件
・女性労働相談　相談件数：69件
・女性弁護士相談　相談件数：42件
・キャリア・ワークショップ
実施回数２回、参加者28人
・女性のためのwebセミナー
実施回数３回、参加者延べ77人
・就職面接用スーツの貸出事業　貸
出件数：９件

44 プラン期間中の５年間に、専門課程訓練を
998人に、普通課程訓練を1,355人に、短期
過程訓練を2,962人に実施した。職業訓練
校が実施しているものづくり分野を希望する
求職者が減少しているが、職業人生の長期
化及び技術革新に伴い求められる職業能力
の変化に対応するため、キャリアチェンジや
キャリア形成ができるよう職業訓練を通して
支援策を講じるとともに、職業訓練の知名度
を高めるため周知広報に努める。
在職者訓練について、初年度(2018)の受講
者に占める女性割合が20.7％だったが、最
終年度(2022)は20.8％と0.1ポイント上昇し
た。
在職者専門高度訓練事業について、初年
度(2018)の受講者に占める女性割合が
19.3％だったが、最終年度(2022)は20.3％と
1.0ポイント上昇した。
委託訓練において、プラン期間中の５年間
に、託児サービス付きの訓練を113人に、ｅ
ラーニングコースを136人に実施し、育児中
の女性等の職業訓練の受講機会を拡大し
た。なお、定員充足率が低いことから、引き
続き周知広報に努める。

職業訓練の実施
受講者数
・専門課程訓練：５コース　296人
・普通課程訓練：14コース　286人
・短期課程訓練：17コース　573人
・在職者訓練：255コース　2,187人
・在職者専門高度訓練： 76コース
780人
・委託訓練：112コース　1,367人

各県立総合職業技術校及び
産業技術短期大学校におい
て、新たに職業に就く者等を
対象とした、普通課程の普通
職業訓練、専門課程の高度
職業訓練、離転職者又は在
職者を対象とした短期課程の
普通職業訓練、専門短期課
程の高度職業訓練を実施す
る。また、女性のライフスタイ
ルに合わせた多様な求職
ニーズに応えるため、民間教
育訓練機関等の専門性を生
かした訓練を実施する。

多様な能
力開発の
実施

産業人
材課

産業
労働
局

重点目標２　職業生活の充実とワーク・ライフ・バランスの実現

施策の基本方向１　職業生活における活躍支援

①女性の就業支援
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45 再掲 99 福祉
子ど
もみ
らい
局

子ども
家庭課

ひとり親家
庭等への
就業支援
の充実

ひとり親等を対象とした就業
相談、セミナーの開催、職業
能力開発等の情報提供等の
ほか、職業能力開発講座を
受講するひとり親等に対し、
受講料の一部支給や受講中
の生活費の助成等を実施す
る。

就業・自立支援センター職員が福祉事務所
の母子・父子自立支援員と研修等の機会を
通じ、顔の見える関係を構築し、連携を強め
たことによりひとり親それぞれの抱える課題
に対する適切な支援に繋げることができた。

46 再掲 117 福祉
子ど
もみ
らい
局

障害福
祉課

障がい者
の就労移
行支援・
就労継続
支援

就労移行支援及び就労継続支援の
利用に係る費用を給付する市町村に
対し、負担金を交付
・就労移行支援
・就労継続支援

47 再掲 118 福祉
子ど
もみ
らい
局

障害福
祉課

障害者就
業・生活
支援セン
ター事業

職場不適応により離職した者
や離職のおそれがある在職
者など、就職や職場への定着
が困難な障がい者及び就業
経験のない障がい者に対し、
就業及びこれに伴う日常生
活、社会生活上の支援を行う
ことにより、障がい者の職業生
活における自立を図る。

障害者就業・生活支援センターの設
置・運営を、継続して実施 （全障が
い保健福祉圏域８か所に設置）
・支援対象者登録者数　6,465人
・相談・支援件数　50,582件

支援対象者の増加
支援体制の維持

49 再掲 128 産業
労働
局

雇用労
政課

外国人労
働相談の
実施

かながわ労働センター及び同
センター県央支所に専門相
談員と通訳を配置し、 労働相
談を実施する。

かながわ労働センター（本所）におい
てスペイン語・中国語、ベトナム語、
県央支所においてポルトガル語・ス
ペイン語で、 外国人労働相談を実
施。相談件数：366件

・事業の性質上、実績値によって初年度との
比較および全体を通しての結果及び原因等
について記載することはできない。
・引き続き今後の需要の変化に応じて柔軟
な相談体制の整備を検討しつつ、継続して
実施していく。

全県を対象とした生活困窮者
自立支援制度の周知や相談
支援員の資質の向上等に取
り組む。
生活困窮者自立支援法に基
づき、県は町村在住の生活
上の困難に直面している者に
対し、地域において自立した
生活ができるよう自立相談支
援を実施する。

生産活動、職場体験等を通
じ、一般就労に向けた知識・
能力の向上のための訓練等
を行う就労移行支援事業と、
福祉的就労として生産活動の
機会の提供やその他就労に
必要な知識・能力向上のため
の訓練等を行う就労継続支
援事業の利用を支援する。
・就労移行支援に対する負担
・就労継続支援に対する負担

生活困窮
者自立支
援事業

生活援
護課

福祉
子ど
もみ
らい
局

○ひとり親家庭等日常生活支援事業
（市町村分）
○母子家庭等就業・自立支援セン
ター事業
・就業支援講座等の実施（①パソコン
教室45日間・延320名参加、②マ
ネープランセミナー3日間・延14名参
加）
・就業相談員の配置
○母子家庭自立支援給付事業（町
村分）
・高等職業訓練促進給付金　17名
・自立支援教育訓練給付金　6名
○ひとり親公正証書作成支援補助業
　26件交付

48 ・制度周知用のチラシを10,000部作
成し、各市町村や関係機関に配布
し、自立相談支援機関窓口の利用
勧奨を促した。
・コロナ対策のため、リモートにより県
内の生活困窮者自立支援制度に係
る従事者向けの研修を６回、生活困
窮者支援に携わる団体や行政機関
を対象としたネットワーク会議を４回
開催したほか、対面とリモートのハイ
ブリッド形式により県内各市の担当課
長会議を開催するとともに、リモート
により担当者会議を実施し、制度に
関する情報共有や支援員同士の
ネットワークづくりに取り組んだ。
・生活困窮者からの相談に対して、
本人が抱える課題を把握し、生活の
安定や就労促進などの自立に向け
た相談支援を実施した。

新型コロナウイルス感染症の影響により急増
していた相談件数は落ち着きを見せはじめ
てきたが、コロナ前と比較すると依然として件
数は多い状況にある。
直近では物価高騰の影響により生活の困窮
を訴える方や、食糧支援などの緊急的な支
援を求める声も多くあり、生活困窮者の課題
は多岐にわたるため、支援員の資質の向上
や他機関との連携を推進するなど、体制の
強化を進めていく必要がある。

131再掲
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50 再掲 62 産業
労働
局

雇用労
政課

若者の就
職支援

正社員を希望しながらやむを
得ず非正規雇用となっている
若者や、現在無職の若者等
を対象に、就業を支援する。

不本意ながら非正規雇用で働き続けている
人は減少傾向にあるものの、依然として 25
歳から 34歳の若年者については、その割合
が他の年齢層と比較して高い状況にある。
令和５年度も、引き続き若者の就業を支援す
る。

51 再掲 63
110
166

産業
労働
局

雇用労
政課

中高年齢
者の就業
支援

求職中の中高年齢者、定年
退職前後の方を対象に、多
様な働き方の支援を実施す
る。

シニア・ジョブスタイル・かながわにお
ける40歳以上の方を対象とした相談
等の実施
・キャリアカウンセリング（総合相談）
（延べ利用者数7,043人）
・専門相談（創業、年金税金など）
（相談件数：106件）
・再就職支援セミナー（36回実施、受
講者延べ1,117人）
・適性診断
・地域出張相談　など
シルバー人材センターの育成指導

求職中の中高年齢者、定年退職前後の方を
対象に、多様な働き方の支援を実施し、総
合相談件数は過去最高を記録した。
令和５年度も、引き続き中高年の就業を支援
する。

53 230 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

企業の男
女共同参
画の取組
みの促進
（条例届
出）

男女共同参画推進条例に基
づき、従業員300人以上の事
業所からの男女共同参画推
進状況の届出集計を行うこと
やその集計結果を事業所へ
フィードバックを行うことを通じ
て、企業の男女共同参画の
取組みを促進する。

県条例に基づく県内事業所の届出
制度の実施（届出事業所496件）

・男女共同参画推進状況の届出の集計及び
分析を行い、結果を公表することで、県内事
業所の男女共同参画の取組を促進した。
　女性管理職（部長相当職＋課長相当職）
の割合
　平成30年度　7.8％
　令和４年度　 9.2％
・対象事業所の把握が困難であり、届出事
業所数が減少傾向にあることなど、課題に対
する対応を検討する必要がある。

④就業環境の整備

再掲52

②育児等の基盤整備

※小柱全体が重点目標４ー施策の基本方向３－①の再掲

③介護の基盤整備

産業
労働
局

障がい者の職域拡大を図り、
就労を促進するための支援を
行う。
・普及啓発、広報
・職場定着の促進
・職業能力の開発

122

※小柱全体が重点目標４ー施策の基本方向３－①の再掲

かながわ若者就職支援センターにお
ける39歳以下の方を対象とした相談
等の実施。
・キャリアカウンセリング（延べ利用者
数6,296人）
・就職活動支援セミナー（10回実施、
受講者延べ82人）
・保護者向けセミナー（２回実施、受
講者延べ13人）
・多目的ルームを活用したグループ
ワーク（295回実施、参加者延べ811
人）
・職場体験（参加者数21人）
・就職情報･職業訓練情報の提供
・職業適性診断　など

①平成30年４月に精神障がい者が法定雇用
率の算定基礎に加えられ、法定雇用率が
2.2％に引き上げられた。また、令和３年３月
には、法定雇用率はさらに0.1ポイント引き上
げられ、2.3％になった。
令和４年６月１日現在の県内民間企業の障
がい者の雇用率は2.20％で、法定雇用率は
下回っているが、雇用障害者数、実雇用率
ともに過去最高を更新した。
令和4年度は、依然コロナ禍ではあるが、令
和2～3年度に実施してきたすでに障がい者
を雇用している企業への訪問を見直し、法
定雇用率未達成企業への訪問をその必要
性が高まっていることから再開した。
企業や就労支援機関を対象とした研修や出
前講座等については、対面形式・オンライン
形式・ハイブリット形式（対面とオンラインの
併用）のいずれが適切か、検討しながら実施
した。

②神奈川障害者職業能力開発校において
精神障がい者向け訓練コースの定員が2018
年度は30人だったが、精神障がい者の求職
者数の増加を踏まえ、定員を70人に拡大
し、より多くの就職希望者を支援で
きる体制を整えた。
　なお、神奈川障害者職業能力開発校・委
託訓練とも、定員充足率が低いコースがある
ため、更なる周知広報に努める。

①障がい者の雇用と職場定着の促
進
・中小企業への個別訪問や企業の
ニーズに合わせた出前講座
（個別訪問：799社、出前講座：28回）
・障害者雇用促進に向けたフォーラ
ム（回数：1回、参加人数：312人）
・企業交流会（回数：5回、参加者数
162人）
・精神障がい者雇用・職場定着支援
セミナー（回数：2回、参加者数205
人）
・精神障害者職場指導員設置補助
金（交付事業者：16事業者）
・障がい者就労支援力向上研修（回
数：８回、参加者数277人） 等

②職業能力の開発
・神奈川障害者職業能力開発校に
おける職業訓練（12コース99人）及び
民間教育訓練機関等への委託訓練
（26コース93人）を実施

障がい者
の雇用促
進施策

①雇用
労政課
②産業
人材課
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54 186 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

「職場に
おける男
女共同参
画」研修
用教材の
提供

市町村職員等が職場におけ
る男女共同参画について理
解を深め、男女共同参画に
向けた取組みを進めることの
できる研修用教材を提供す
る。

「職場における男女共同参画」及び
「職場におけるアンコンシャス・バイア
ス～男女共同参画の視点から～」の
研修用教材を、それぞれ希望に応じ
て提供

・希望に応じて研修用教材を提供すること
で、各組織での男女共同参画の取組を推進
した。
・令和４年度に「職場におけるアンコンシャ
ス・バイアス～男女共同参画の視点から～」
については事例を追加し、職場だけでなくあ
らゆる組織で活用できるよう教材を更新し
た。
・引き続き希望に応じた研修用教材を提供
する。

55 ①②
総務
局
③④
教育
局

①人事
課
②職員
厚生課
③教育
局総務
室
④厚生
課

県職員の
セクシュア
ル・ハラス
メント防止
対策

セクシュアル・ハラスメントのな
い職場づくりのために、必要
な対策を行う。

相談員による相談の実施 ②④計画期間を通じて相談員による相談を
適切に実施し、セクシュアル・ハラスメントの
ない職場づくりに寄与した。
③令和2年６月１日付けで改正したセクシュ
アル・ハラスメントの防止に関する指針に則
り、取組を進めていく。

56 産業
労働
局

雇用労
政課

パートタイ
ム労働者
等の雇用
管理改善
の促進

厳しい労働環境に置かれて
いるパートタイマーをはじめと
する非正規労働者の労働条
件の確保と雇用管理の改善
を図るため、パートタイム等労
働法の普及啓発を行う。

労働講座において「パート・有期雇
用管理の実務ポイント」等をテーマと
して取り上げ実施

・パートタイム労働者をはじめとする非正規
労働者の労働条件の改善に一定の成果が
あった。今後、さらなる改善のため、継続して
実施していく。

57 産業
労働
局

雇用労
政課

高校生等
へのワー
クルール
等の普及
啓発の実
施

高校生等の若い世代を対象
に、労働・雇用に関するきまり
（ワークルール）や、働くことの
意味や社会人としてのマナー
などに関する理解を促進する
ため、普及啓発を行う。

・冊子「若者労働ガイド」や「若者労
働ハンドブック」を活用した、高校生
等を対象とする出前労働講座の実
施。（131回）
・高校生向け労働資料「知っておこ
う！働くときのルール」の作成、配布
（作成部数：74,790部）

・過酷な労働環境による若者の使い捨てが
社会問題となっていたが、事業を継続してき
たことで高校生等へのワークルール等の理
解を促進させた。
・今後も継続して事業を実施していく。

58 産業
労働
局

雇用労
政課

雇用の場
における
セクシュア
ル・ハラス
メント防止
対策

職場における差別やセクシュ
アル・ハラスメントを含む様々
な労働問題の解決を図るた
め、かながわ労働センター及
び同支所において、職員や
弁護士などにより労働相談を
実施する。

・事業の性質上、実績値によって初年度との
比較および全体を通しての結果及び原因等
について記載することはできない。
・引き続き今後の需要の変化に応じて柔軟
な相談体制の整備を検討しつつ、継続して
実施していく

59 産業
労働
局

雇用労
政課

マタハラ・
パタハラ
対策事業

マタニティハラスメント、パタニ
ティハラスメント などにより、働
きづらくなることがないよ う、
職場環境整備の推進や、風
土の醸成を図る。

・妊娠期から復職までの労働関係法
規を時系列で記載した企業向けパン
フレットのＨＰ掲載
・働く女性の応援ハンドブックのＨＰ
掲載

・企業向けパンフレットや働く女性のための
ハンドブックをＨＰに掲載することで、マタニ
ティ・ハラスメント、パタニティ・ハラスメントの
ない職場づくりに向けた普及啓発を行った。
・今後も継続して実施していく。

相談事業の実施について
・平成24年に開始したマザーズハ
ローワーク横浜及び27年7月に開始
したマザーズハローワーク相模原内
における女性労働相談を含め、各種
労働相談を実施
・女性労働相談　相談件数：113件
・労働相談における女性からの労働
相談：5,748件
・「職場のハラスメント相談強化月間」
のセミナー　実施回数5回、参加者数
298人
・セクシュアル・ハラスメント相談　　相
談件数：97件
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61 81 産業
労働
局

雇用労
政課

多様な働
き方の促
進

少子高齢化等による労働力
需給の変化を踏まえ、意欲と
能力を持って個々人がライフ
ステージにあわせた様々な働
き方を選択できる職場環境づ
くりについて講座等を開催す
る。

新型コロナウイルス感染症の影響に
より中止。

・令和元年度まで多様な働き方の促進のた
め、働き方改革企業担当者交流会や働き方
改革アドバイザー派遣を行ってきた。その
後、新型コロナウイルス感染症対策関連事
業を優先するため事業の見直しを行った。
・今後は、ホームページなど普及啓発を引続
き実施していく。

62 50 産業
労働
局

雇用労
政課

若者の就
職支援

正社員を希望しながらやむを
得ず非正規雇用となっている
若者や、現在無職の若者等
を対象に、就業を支援する。

不本意ながら非正規雇用で働き続けている
人は減少傾向にあるものの、依然として 25
歳から 34歳の若年者については、その割合
が他の年齢層と比較して高い状況にある。
令和５年度も、引き続き若者の就業を支援す
る。

63 51
110
166

産業
労働
局

雇用労
政課

中高年齢
者の就業
支援

求職中の中高年齢者、定年
退職前後の方を対象に、多
様な働き方の支援を実施す
る。

シニア・ジョブスタイル・かながわにお
ける40歳以上の方を対象とした相談
等の実施
・キャリアカウンセリング（総合相談）
（延べ利用者数7,043人）
・専門相談（創業、年金税金など）
（相談件数：106件）
・再就職支援セミナー（36回実施、受
講者延べ1,117人）
・適性診断
・地域出張相談　など
シルバー人材センターの育成指導

求職中の中高年齢者、定年退職前後の方を
対象に、多様な働き方の支援を実施し、総
合相談件数は過去最高を記録した。
令和５年度も、引き続き中高年の就業を支援
する。

64 75 総務
局

人事課 時間的制
約のある
職員への
職場環境
の整備

ワーク・ライフ・バランスを確保
し、男性職員の子育てや介護
等への参加促進なども進め、
時間的制約のある職員が働
きやすい環境の整備を図る。

・時間的制約のある職員が働きやす
い職場環境の整備に向けた、時差出
勤制度の周知等の取組みの実施
・職員の柔軟で多様な働き方を推進
するため、在宅等勤務（テレワーク）
を実施
・令和５年度からの育児・介護フレッ
クスタイム制度（かなフレックスプラス）
の導入準備

テレワークや勤務時間制度について、職員
が働きやすい職場環境の整備に向けた見直
しを推進してきたところ、令和元年度以降
は、新型コロナウイルスの感染拡大を契機
に、こうした取組が一層推進されており、今
後も引き続き取組を進めていく。

⑤安定した就業への支援

・コロナの影響等により、事業の中止・縮小
があったが、オンラインツール等の活用によ
り、交流会や全体会議、啓発講座等を開催
し、県内企業等の女性活躍推進を継続的に
後押しできた。また、冊子の作成等を通し
て、コロナ禍における応援団企業等の先進
的な取組を県内企業等に向けて発信した。
・近年のジェンダー平等への意識の高まりや
多様な性の考え方等を考慮し、女性活躍推
進のみならず、ダイバーシティ推進に関する
取組についても検討する必要がある。

施策の基本方向２　働き方改革の推進と新たなワークスタイルの創造

①長時間労働削減と多様な働き方の促進

かながわ若者就職支援センターにお
ける39歳以下の方を対象とした相談
等の実施。
・キャリアカウンセリング（延べ利用者
数6,296人）
・就職活動支援セミナー（10回実施、
受講者延べ82人）
・保護者向けセミナー（２回実施、受
講者延べ13人）
・多目的ルームを活用したグループ
ワーク（295回実施、参加者延べ811
人）
・職場体験（参加者数21人）
・就職情報･職業訓練情報の提供
・職業適性診断　など

60 ・全体会議の開催（１回/21名）
・啓発講座等の実施（４回/844名）
・かながわ女性の活躍応援団団員
企業等担当者交流会（１回/25名）
・かながわ女性の活躍応援団冊子
の作成（5,000部）
・女性の活躍応援サポーター登録の
推進（59名（令和５年3月31日時点））
・応援サポーター企業　セミナー＆交
流会（１回/17名）

女性が活躍する取組に積極
的で、神奈川県にゆかりのあ
る大企業等のトップが参加す
る「かながわ女性の活躍応援
団」が女性の活躍推進の社会
的ムーブメントのさらなる拡大
のため、応援団員自らが参加
する全体会議の開催や、啓
発講座への講師派遣、トップ
が自主的に参加できる「かな
がわ女性の活躍応援サポー
ター」への登録等を実施す
る。

かながわ
女性の活
躍応援団
支援事業

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

福祉
子ど
もみ
らい
局

14再掲
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66 77 総務
局

行政管
理課

県職員の
働き方改
革の推進

コロナ禍で得た経験も活かし
ながら、すべての職員にとっ
て「働きやすさ」「働きが
い」を実感できる職場環境を
つくることにより、職員一人ひ
とりのパフォーマンスを向上
させ、ワーク・ライフ・バランス
の実現と、質の高い県民サー
ビスの提供を目指す。

・令和４年度取組方針に基づく取組
（長時間労働の是正、職場環境の整
備、業務改善の推進等)を推進した。
・働き方改革推進本部（１回）および
調整部会（３回）を開催した。

・毎年度「働き方改革取組方針」を策定し、
長時間労働の是正に向けた基本取組及び
マネジメントの徹底等の取組を推進した。
・働き方改革は、県民サービスの持続可能な
提供に向けて今後も継続していくことが必要
であり、引き続き長時間労働の是正に努める
とともに、テレワークや業務改善などコロナ禍
において進展した取組を後退させることな
く、更に前に進めていく必要がある。

67 産業
労働
局

雇用労
政課

労働時間
の短縮

仕事と家庭の両立を図るた
め、「労働時間等の設定の改
善に関する特別措置法」に基
づき、情報提供や普及啓発を
行うことにより、労働時間等の
設定改善を促進する。

・県ホームページ内における「かなが
わ働き方改革」（ワーク・ライフ・バラン
ス情報提供サイト）の運営

・令和元年度までは労働時間の短縮の普及
啓発のため働き方改革企業担当者交流会
を行ってきた。その後、新型コロナウイルス
感染症対策関連事業を優先するため事業
の見直しを行った。
・今後は、ホームページなど普及啓発を引続
き実施していく。

68 82 産業
労働
局

雇用労
政課

かながわ
働き方改
革（ワー
ク・ライフ・
バランス）
の取組み

ワーク・ライフ・バランス（仕事
と生活の調和）により、企業
や家庭、地域を元気にし、時
間、エネルギー、人を大切に
する働き方をめざして、企業
や県民のワーク・ライフ・バラ
ンスへの取組を応援するため
のさまざまな情報を提供す
る。

・県ホームページ内における「かなが
わ働き方改革」（ワーク・ライフ・バラ
ンス情報提供サイト）の運営
・九都県市の共同取組み
九都県市一斉定時退庁の実施（令
和4年8月3日）
（連絡推進会議は不開催）

・ホームページについては、第4次プラン期
間中を通して、随時ワーク・ライフ・バランス
に関する情報を提供できた。
・今後は、ホームページなどの普及啓発を引
続き実施していく。

69 83 産業
労働
局

雇用労
政課

仕事と生
活の調和
（ワーク･
ライフ･バ
ランス）の
啓発

仕事と生活の調和（ワーク･ラ
イフ･バランス）に対する理解
を促進するため、普及・啓発
に取り組む。

・政労使一体の働き方改革フォーラ
ム参加者数77人
・県ホームページ内における「かなが
わ働き方改革」（ワーク・ライフ・バラ
ンス情報提供サイト）の運営
・九都県市の共同取組み
九都県市一斉定時退庁の実施（令
和4年8月3日）
（連絡推進会議は不開催）

フォーラムについて、対面とオンラインのハ
イブリット方式による開催で、初年度と比較
して最終年度も参加者数を保てた。その他
期間中は新型コロナウイルス感染症対策の
ため中止となっていた。
ホームページについては、第4次プラン期間
中を通して、随時ワーク・ライフ・バランスに
関する情報を提供できた。

65 76 ①総
務局
②企
業局
③教
育局

①人事
課
②企業
局総務
室
③教育
局総務
室

①令和３年に「次世代育成支援・女性活躍
推進に関する職員行動計画」を改定し、男
性の育休取得計画書の作成や、グループ
リーダー等への休暇制度に関する研修の実
施等、新たな取組を開始した。これらの取組
により、更なる制度利用促進を図る。
②令和３年に改定された「次世代育成支援・
女性活躍推進に関する職員行動計画」に基
づき、男性の育休取得計画書を作成したほ
か、企業庁独自の取り組みとして、出産の
際に幹部職員からのお祝いメッセージの送
付を行った。結果として、男性の育児休業取
得率は増加した。また、「企業庁働き方改革
取組方針」に基づき、全職員が年間５日以
上の年次休暇を取得し、且つ「ワーク・ライ
フ・バランスデー」の設定を促すことで、年次
休暇の年平均取得日数は平成30年度以
降、平均15日程度を継続して達成した。
③令和３年に改定した「次世代育成支援・女
性活躍推進に関する職員行動計画」に基づ
き、男性の育休取得計画書の作成をはじめ
制度を利用しやすい職場環境づくりに取り
組んでいる。これらの取組により、更なる制
度利用促進を図る。

総労働時
間の短縮
と育児休
業・介護
休暇制度
等の定着

男女が共に家事、育児等を
担い、家庭生活や地域生活
の充実を図れるようにするた
め、県における労働時間の短
縮を促進するとともに、育児
休業・介護休暇・子の看護休
暇制度の定着の促進を図
る。

①②③：「次世代育成支援・女性活
躍推進に関する職員行動計画」に則
した知事部局、企業庁及び教育委員
会の取組みの実施
①：「働き方改革推進本部」におい
て、長時間労働の是正等に向けた取
組みを実施
②：「企業庁働き方改革取組方針」に
基づいて、全職員が年間５日以上の
年次休暇を取得し、年次休暇の年平
均取得日数は、令和３年度と同様15
日以上を達成した。
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70 84 産業
労働
局

雇用労
政課

テレワーク
導入促進
事業

柔軟で多様な働き方の選択
肢を広げ、ワーク・ライフ・バ
ランスを促進するため、アド
バイザー派遣により、テレ
ワークを導入する中小企業等
を支援する。また、在宅勤務・
サテライトオフィス勤務のテレ
ワークの導入に取り組む県内
の中小企業者に対し、その取
組に係る経費を補助する。

・テレワークセミナー
実施回数２回、参加者28人
・テレワークセミナー（オンデマンド配
信）
申込者数66名
・テレワーク導入支援に関するアドバ
イザー派遣
派遣実績：30社
・テレワークを導入する企業を対象と
した経費の補助
交付件数：268件

71 40 ①総
務局
②福
祉子
ども
みら
い局

①人事
課
②共生
推進本
部室

イクボスの
推進

私生活で育児や介護等をす
る部下を応援する上司（イク
ボス）の取組みを推進する。

①局長等の幹部職員によるイクボス
宣言の実施
②「かながわイクボス宣言ＰＲ動画」を
県ホームページで公表することにより
県内企業等へのイクボスを周知する
ための意識啓発を実施した。

②「かながわイクボス宣言ＰＲ動画」を県ホー
ムページに公表することにより意識啓発を実
施した。引き続き、県ホームページでの公表
を通して意識啓発に努める。

72 226 教育
局

生涯学
習課

家庭教育
協力事業
者連携事
業

・県と締結している事業者の取組内
容を紹介する家庭教育通信「の・ぼ・
り・ざ・か」を発行し、家庭教育に関す
る情報共有を行った。
・県は締結事業者のロゴが入ったポ
スターを1,600部作成し、県機関や県
内学校へ配付し、広報を行った。

・家庭教育通信「の・ぼ・り・ざ・か」の発行に
より、事業者を通じて従業員の家庭の教育
向上を支援した。
・締結事業者のロゴが入ったポスター等の広
報による協定締結事業者数が増加した。（５
年間の新規締結事業者数：12社）
・社会全体で家庭教育に取組む機運の醸成
が必要であるため、協定締結事業者がその
従業員に対して、家庭教育の重要性につい
て資料での周知をさらに推進するよう働きか
けていく。

73 再掲 13 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

女性活躍
推進法に
よる認定
取得業者
への加点

女性活躍推進法に基づく認
定（えるぼし認定、プラチナえ
るぼし認定）に関する基準に
適合する一般事業主に対し
て、県の競争入札参加資格
者認定において加点評価を
行う。

女性活躍推進法第24条における女
性活躍に積極的に取組む企業に対
するインセンティブ付与のため、神奈
川県競争入札参加資格の認定（「建
設工事業」及び「一般委託・物品」）
において、「女性活躍推進法による
認定（えるぼし認定、プラチナえるぼ
し認定）」を取得した業者に対して、
加点評価を行った。

2016年4月より開始した「えるぼし認定」（女
性活躍推進への取組の実施状況が優良な
企業に対する認定制度）、2020年6月に「え
るぼし認定」よりも水準の高い「プラチナえる
ぼし」が創設された。
引き続き神奈川県では、インセンティブ付与
のため、神奈川県競争入札参加資格の認定
（「建設工事業」及び「一般委託・物品」）に
おいて、「女性活躍推進法による認定（える
ぼし認定、プラチナえるぼし認定）」を取得し
た業者に対して、加点評価を行っていく。

74 再掲 37 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男性の家
事・育児
の促進

「男性・家事育児」をビジネス
の対象とする企業、働き方改
革や女性活躍、男性社員の
家事育児支援に取り組む企
業、NPO、行政等が参加する
コンソーシアムの取組を通し
て、男性の家事育児が十分
なレベルで日常的に当たり前
となる社会環境の形成を推進
する。

「職場のためのパパの育休ガイド」を
作成し、ホームページ掲載等により
情報提供を実施した。

・全体を通して、テレワークは、新型コロナウ
イルス感染症の感染防止や事業継続の観
点から新しい生活様式への対応として広
まった。
・課題として、企業規模が大きいほど、テレ
ワークの実施率は高い状況にあり、中小企
業においては、依然としてテレワークの活用
が進んでいない。
・また、民間調査によると、企業における今
後のテレワーク推進方針はワクチン普及以
降、減少させたい傾向にある。逆に従業員
のテレワーク継続希望は高い。
・対応の方向性として、引き続き、柔軟で多
様な働き方の整備に関する取組が必要であ
ると考えられる。

職域からの家庭教育支援へ
のアプローチを目的に、県教
育委員会と県内事業者が協
定を締結し、保護者である従
業員の家庭の教育力向上を
支援する。
・事業者は、県教育委員会作
成の家庭教育啓発リーフレッ
トを従業員に配布するほか、
子ども職場参観等を実施
・県教委は、ホームページや
ポスター等で事業者名を広報

②両立支援のための取組み促進

・コンソーシアムの取組については、平成30
年度末にキックオフし、令和元年度に、企業
等からの事例紹介等を行う定例会の開催や
ホームページを開設し、男性の家事・育児参
画の機運を高めたが、コロナの影響等から、
コンソーシアムの枠組みと事業内容の見直
しが必要である。
・令和４年度には、育児・介護休業法の改正
や、企業の取組、育休取得者の経験談を紹
介する「職場のためのパパの育休ガイド」を
作成し、情報提供を実施した。
・今後は男性の家事・育児参画を進めるため
の事業企画や取組み等の活動内容をSNSや
ホームページ等で情報発信等を行う。
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75 再掲 64 総務
局

人事課 時間的制
約のある
職員への
職場環境
の整備

ワーク・ライフ・バランスを確保
し、男性職員の子育てや介護
等への参加促進なども進め、
時間的制約のある職員が働
きやすい環境の整備を図る。

・時間的制約のある職員が働きやす
い職場環境の整備に向けた、時差出
勤制度の周知等の取組みの実施
・職員の柔軟で多様な働き方を推進
するため、在宅等勤務（テレワーク）
を実施
・令和５年度からの育児・介護フレッ
クスタイム制度（かなフレックスプラス）
の導入準備

テレワークや勤務時間制度について、職員
が働きやすい職場環境の整備に向けた見直
しを推進してきたところ、令和元年度以降
は、新型コロナウイルスの感染拡大を契機
に、こうした取組が一層推進されており、今
後も引き続き取組を進めていく。

77 再掲 66 総務
局

行政管
理課

県職員の
働き方改
革の推進

コロナ禍にあっても、「働きや
すく、働きがいのある」職場環
境をつくり、職員一人ひとりの
パフォーマンスを向上させ、
ワーク・ライフ・バランスの実現
と、質の高い県民サービスの
提供を目指す。

・令和３年度取組方針に基づく取組
（業務改善の推進、長時間労働の是
正、職員の未病改善、職場環境の整
備等)を推進した。

・新型コロナウイルス感染症への対応の継続
を想定しながらも、働き方改革を実現するた
め、全庁を挙げて取組を進めていく必要が
ある。
・コロナ禍で得た経験を活かしながら、「業務
改善」や「テレワーク」等の一層の推進を図
り、すべての職員にとって「働きやすさ」「働
きがい」を実感できる職場環境をつくる。

78 再掲 38 福祉
子ど
もみ
らい
局

次世代
育成課

男性の育
児参画の
推進

父親の子育てに関する普及
啓発や情報提供等の支援な
ど、男性の育児参画を推進す
る。

・かながわパパ応援ウェブサイト「パ
パノミカタ」（かながわ版父子手帳）に
よる情報提供（企画レポート投稿回
数　６回）

引き続き男性の育児参画の推進を図るた
め、事業を継続する。

79 再掲 198 福祉
子ど
もみ
らい
局

次世代
育成課

県条例に
よる企業
の子育て
支援の促
進

県条例に基づき、子育て支援
の取組みを進める企業の認
証制度に取り組む。

従業員のための子ども・子育て支援
を制度化している事業者を県が認証
し、その取組みを登録・公表すること
により、仕事と子育ての両立が可能
な職場環境の整備を図った。(R4年
度認証件数…6件）

仕事と子育ての両立が可能な職場環境の整
備を図るため、引き続き事業を継続する。

80 再掲 42 産業
労働
局

雇用労
政課

仕事と生
活の両立
の推進

仕事と育児の両立に悩む女
性の負担を軽減し、女性の就
業継続を支援する。

・ワーキングマザー両立応援カウンセ
リング　実施回数　174回、参加者数
103人
・両立応援セミナー　実施回数2回、
参加者数41人

・事業の性質上、実績値によって初年度との
比較および全体を通しての結果及び原因等
について記載することはできない。
・引き続き今後の需要の変化に応じて柔軟
な相談体制の整備を検討しつつ、継続して
実施していく。

①②③：「次世代育成支援・女性活
躍推進に関する職員行動計画」に則
した知事部局、企業庁及び教育委員
会の取組みの実施
①：「働き方改革推進本部」におい
て、長時間労働の是正等に向けた取
組みを実施
②：「企業庁働き方改革取組方針」に
基づいて、全職員が年間５日以上の
年次休暇を取得し、年次休暇の年平
均取得日数は、令和３年度と同様15
日以上を達成した。

男女が共に家事、育児等を
担い、家庭生活や地域生活
の充実を図れるようにするた
め、県における労働時間の短
縮を促進するとともに、育児
休業・介護休暇・子の看護休
暇制度の定着の促進を図る。

総労働時
間の短縮
と育児休
業・介護
休暇制度
等の定着

①人事
課
②企業
局総務
室
③教育
局総務
室

①総
務局
②企
業局
③教
育局

①令和３年に「次世代育成支援・女性活躍
推進に関する職員行動計画」を改定し、男
性の育休取得計画書の作成や、グループ
リーダー等への休暇制度に関する研修の実
施等、新たな取組を開始した。これらの取組
により、更なる制度利用促進を図る。
②令和３年に改定された「次世代育成支援・
女性活躍推進に関する職員行動計画」に基
づき、男性の育休取得計画書を作成したほ
か、企業庁独自の取り組みとして、出産の際
に幹部職員からのお祝いメッセージの送付
を行った。結果として、男性の育児休業取得
率は増加した。また、「企業庁働き方改革取
組方針」に基づき、全職員が年間５日以上の
年次休暇を取得し、且つ「ワーク・ライフ・バ
ランスデー」の設定を促すことで、年次休暇
の年平均取得日数は平成30年度以降、平
均15日程度を継続して達成した。
③令和３年に改定した「次世代育成支援・女
性活躍推進に関する職員行動計画」に基づ
き、男性の育休取得計画書の作成をはじめ
制度を利用しやすい職場環境づくりに取り
組んでいる。これらの取組により、更なる制
度利用促進を図る。

65再掲76
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81 再掲 61 産業
労働
局

雇用労
政課

多様な働
き方の促
進

少子高齢化等による労働力
需給の変化を踏まえ、意欲と
能力を持って個々人がライフ
ステージにあわせた様々な働
き方を選択できる職場環境づ
くりについて講座等を開催す
る。

新型コロナウイルス感染症の影響に
より中止。

・令和元年度まで多様な働き方の促進のた
め、働き方改革企業担当者交流会や働き方
改革アドバイザー派遣を行ってきた。その
後、新型コロナウイルス感染症対策関連事
業を優先するため事業の見直しを行った。
・今後は、ホームページなど普及啓発を引続
き実施していく。

82 再掲 68 産業
労働
局

雇用労
政課

かながわ
働き方改
革（ワー
ク・ライフ・
バランス）
の取組み

ワーク・ライフ・バランス（仕事
と生活の調和）により、企業や
家庭、地域を元気にし、時
間、エネルギー、人を大切に
する働き方をめざして、企業
や県民のワーク・ライフ・バラ
ンスへの取組を応援するため
のさまざまな情報を提供す
る。

・県ホームページ内における「かなが
わ働き方改革」（ワーク・ライフ・バラン
ス情報提供サイト）の運営
・九都県市の共同取組み
九都県市一斉定時退庁の実施（令
和4年8月3日）
（連絡推進会議は不開催）

・ホームページについては、第4次プラン期
間中を通して、随時ワーク・ライフ・バランス
に関する情報を提供できた。
・今後は、ホームページなどの普及啓発を引
続き実施していく。

83 再掲 69 産業
労働
局

雇用労
政課

仕事と生
活の調和
（ワーク･ラ
イフ･バラ
ンス）の啓
発

仕事と生活の調和（ワーク･ラ
イフ･バランス）に対する理解
を促進するため、普及・啓発
に取り組む。

・政労使一体の働き方改革フォーラ
ム参加者数77人
・県ホームページ内における「かなが
わ働き方改革」（ワーク・ライフ・バラン
ス情報提供サイト）の運営
・九都県市の共同取組み
九都県市一斉定時退庁の実施（令
和4年8月3日）
（連絡推進会議は不開催）

フォーラムについて、対面とオンラインのハイ
ブリット方式による開催で、初年度と比較して
最終年度も参加者数を保てた。その他期間
中は新型コロナウイルス感染症対策のため
中止となっていた。
ホームページについては、第4次プラン期間
中を通して、随時ワーク・ライフ・バランスに
関する情報を提供できた。

84 再掲 70 産業
労働
局

雇用労
政課

テレワーク
導入促進
事業

柔軟で多様な働き方の選択
肢を広げ、ワーク・ライフ・バラ
ンスを促進するため、アドバイ
ザー派遣により、テレワークを
導入する中小企業等を支援
する。また、在宅勤務・サテラ
イトオフィス勤務のテレワーク
の導入に取り組む県内の中
小企業者に対し、その取組に
係る経費を補助する。

・テレワークセミナー
実施回数２回、参加者28人
・テレワークセミナー（オンデマンド配
信）
申込者数66名
・テレワーク導入支援に関するアドバ
イザー派遣
派遣実績：30社
・テレワークを導入する企業を対象と
した経費の補助
交付件数：268件

85 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

配偶者等
からの暴
力総合対
策の推進

配偶者暴力防止法に基づき
策定した「かながわＤＶ防止・
被害者支援プラン」を着実に
推進するとともに、配偶者等
からの暴力被害者を迅速、適
切に支援するため、市町村に
おける取組みへの支援、配
偶者暴力相談支援センター
における相談・一時保護体制
の充実強化、被害者の自立
支援拠点体制の整備等を行
う。

「かながわＤＶ防止・被害者支援プラ
ン」（平成30年改定）に則した取組み
を実施した。

「かながわＤＶ防止・被害者支援プラン」（平
成30年改定）に基づき、広報・啓発による暴
力の未然防止に取組むとともに、市町村や
民間団体等の関係機関と連携した相談・一
時保護体制の整備、切れ目のない自立支
援を実施した。
また、令和６年改定に向けた施策の効果検
証等を行った。

86 福祉
子ど
もみ
らい
局

①共生
推進本
部室
②女性
相談所

人身取引
（トラフィッ
キング）被
害者への
支援対策
の推進

人身取引被害者への支援対
策を推進する。

人身取引被害者の一時保護、支援
の充実

②被害者の立場に立ち、人権を尊重した支
援を着実に推進する。

重点目標３　男女共同参画の面から見た健やかで安心な暮らし

・全体を通して、テレワークは、新型コロナウ
イルス感染症の感染防止や事業継続の観
点から新しい生活様式への対応として広
まった。
・課題として、企業規模が大きいほど、テレ
ワークの実施率は高い状況にあり、中小企
業においては、依然としてテレワークの活用
が進んでいない。
・また、民間調査によると、企業における今
後のテレワーク推進方針はワクチン普及以
降、減少させたい傾向にある。逆に従業員
のテレワーク継続希望は高い。
・対応の方向性として、引き続き、柔軟で多
様な働き方の整備に関する取組が必要であ
ると考えられる。

施策の基本方向１　あらゆる暴力の根絶

①配偶者等からの暴力防止／②配偶者等からの暴力被害者への支援

②犯罪被害者等に対する支援
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87 福祉
子ど
もみ
らい
局

子ども
家庭課

児童に対
する性的
虐待防止
対策の推
進

児童に対する性的虐待防止
対策を推進する。

・児童に対する性的虐待の被害確認
の実施
・面接者の養成研修を実施（１回）
・児童相談所実務研修として、初期
調査面接や初期対応研修（３回）
・児相職員向け「性的虐待対応の大
事な心構え」を作成し、各所に配付
・被害児童の心理的ケア

養成研修を行うことで面接者が増えた。

88 くらし
安全
防災
局

くらし安
全交通
課

犯罪被害
者等への
支援の提
供

警察・民間支援団体と連携・
協力し、犯罪被害者等へのき
め細かな支援を提供する。

・かながわ犯罪被害者サポートス
テーションの運営、犯罪被害者等へ
の総合的な支援の提供
・犯罪被害者等への総合相談 866件
・弁護士による法律相談　108件
・臨床心理士等によるカウンセリング
575件
・生活資金貸付 1件
・一時的な住居の提供等 10件
・付添い支援 613件

犯罪被害者等への総合的な支援体制とし
て、概ね順調に、かながわ犯罪被害者サ
ポートステーションの運営をしているが、引き
続き、支援体制の強化を図る必要がある。

89 くらし
安全
防災
局

くらし安
全交通
課

犯罪被害
者等への
支援を行
う人材の
育成

犯罪被害者等への支援を行
う人材の育成を実施する。

・犯罪被害者等支援ボランティア養
成講座（上級）の開催
　R4.10.21～R4.12.23 10日間
　受講者19名
・支援ボランティアの募集・管理・育
成
　ボランティア登録者：107名
　（R5.3末現在）

支援員養成講座の実施による人材育成に取
り組んでいるが、より多くの支援員を養成す
るための人材育成に努めていく必要がある。

90 くらし
安全
防災
局

くらし安
全交通
課

犯罪被害
者等への
理解の促
進

犯罪被害者等への理解を促
進する講座等を通じて、犯罪
被害者等についての理解の
促進を図る。

理解促進講座の実施やキャンペーンの開催
等による普及啓発の取組については、新型
コロナウイルス感染症の影響を見極めつつ、
引き続き、「サポートステーション」や「かなら
いん」の存在の周知等、普及啓発を図る必
要がある。

91 くらし
安全
防災
局

くらし安
全交通
課

性犯罪・
性暴力の
被害者へ
の相談体
制の充実

性犯罪・性暴力の被害者等
に対し、適切な時に適切な支
援をワンストップで受けられる
よう、かならいん（かながわ性
犯罪・性暴力被害者ワンストッ
プ支援センター）における24
時間365日対応の電話相談
のほか、面接相談、医療機関
等への付添い支援などを行
う。

ワンストップ支援センターとして、電話
相談のほか、面接相談、医療機関等
への付添い支援等を実施
　相談：2,322件
　支援：188件

犯罪被害者等への総合的な支援体制とし
て、概ね順調に、かながわ性犯罪・性暴力被
害者ワンストップ支援センター「かならいん」
の運営をしているが、引き続き、支援体制の
強化を図る必要がある。

・市町村と協働して、犯罪被害者等
理解促進協働講座の開催
・大学、事業所等における、犯罪被
害者等への理解を促進するための
犯罪被害者等の講演やＤＶＤを活用
した犯罪被害者等理解促進講座の
実施
・犯罪被害者等支援キャンペーンの
実施
　R4.11.25～R4.12.23 5日間
　県内５箇所で実施
・「サポートステーション」及び「かなら
いん」の紹介動画の作成及び公開
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93 警察
本部

警務課 犯罪被害
者等への
支援

殺人、強盗、強制性交等の身
体犯事件や死亡事故等の重
大な交通事故事件の被害者
等に対して、事件事故発生の
初期段階より、精神的・経済
的負担や不安の軽減を図る
ための被害者支援活動を実
施する。

・捜査活動や病院等への付き添い
・刑事手続きや各種支援制度の説明
・捜査過程における要望・意見の聴
取
・心理員によるカウンセリングの実施

　犯罪被害者等の支援要望の把握、各種支
援制度の説明、付添い支援、カウンセリング
等の各種支援活動を適切に推進した。
　今後も、事件事故発生の初期段階から、精
神的・経済的負担や不安の軽減を図るため
の被害者支援活動の推進に努める。

94 警察
本部

警務課 関係機
関・団体と
の連携に
よる犯罪
被害者等
への支援
の充実

神奈川県被害者支援連絡協議会第
25回定期総会は、新型コロナウイル
ス感染拡大防止の観点から出席者を
縮小して開催し、関係機関・団体と連
携した被害者支援の強化を図った。
（12機関18団体71会員）

　神奈川県被害者支援連絡協議会定期総
会は、コロナ禍においても、書面開催や出席
者を縮小して開催するなど、関係機関・団体
との情報交換等を行い、会員相互の連携を
強化した。
　また、被害者支援に関係する機関・団体に
対し、新規加入の働きかけを行い、新たに５
会員が加入したことで体制の強化を図った。
　引き続き、毎年１回の総会を開催し、会員
間の連携強化を図る。

95 警察
本部

捜査第
一課

性犯罪対
策

性犯罪捜査において、女性
警察官を積極的に活用すると
ともに、被害者等の心情に配
慮した対応を行う。

・性犯罪において女性警察官を積極
的に活用した。
・性犯罪被害に関する電話相談を実
施した。
・性犯罪被害者の初診料等の公費
負担を行った。
・県警捜査員に対し、性犯罪被害者
への対応等に関する各種教養を実
施した。

いわゆるアダルトビデオ出演
強要問題・「ＪＫビジネス」問題
等に関する取組

①「AV出演被害防止・救済法」の施
行に伴い、ワンストップ支援センター
としてAV出演被害に関する相談対
応を実施
①②③：内閣府啓発サイト（いわゆる
アダルトビデオ出演強要問題・「ＪＫビ
ジネス」問題等に関する啓発サイト）
の周知
③:青少年保護育成条例に基づく「Ｊ
Ｋビジネス」営業への立入調査・指導
の実施
④：「ＪＫビジネス」営業で働く18歳未
満の少年に対する積極的な補導活
動の推進
・相談体制の充実
・新型コロナウィルス感染症対策に配
意して非接触型の教育・啓発活動に
努めた
⑤：ＡＶ出演被害問題に係る対策の
推進
・広報・啓発活動の推進
・相談受理担当者等に対する教養

①「ＡＶ出演被害防止・救済法」の施行に伴
い、相談等に対応していくとともに、啓発サイ
トについて、ＨＰに掲載しているが、引き続
き、周知を図る必要がある。
②啓発サイトについて、HP及びtwitterに掲
載するとともに、内閣府が作成したポスター
及びリーフレットの掲示・配付による周知を
図った。
④：「ＪＫビジネス」営業に対する立入件数合
計７店舗７回
　県内において把握していた「ＪＫビジネス」
営業は、１店舗のみが営業を継続しており、
立入の実施により18歳未満の稼働の有無等
を確認している。
　引き続き「ＪＫビジネス」営業の実態を把握
し、少年に対する啓発活動と補導活動を推
進する。

⑤：広報・啓発活動の推進と相談体制の充
実
・高等学校、地域自治会などで行われた防
犯教室等においてＡＶ出演被害問題につい
て講話したほか、警察署ホームページに同
問題の記事を掲載し、広報・啓発活動を実
施した。
・相談受理担当者等に対して教養を行い、
相談受理体制の充実を図り、相談者への対
応を適切に行うことができた。

犯罪被害者を総合的に支援
するため、神奈川県 、特定非
営利活動法人神奈川被害者
支援センターと連携して「かな
がわ犯罪被害者サポートス
テーション」を運営している。
また、関係機関・団体との緊
密な連携により、効果的な支
援活動を推進するため、警察
本部において神奈川県被害
者支援連絡協議会を構築し
ている。

・　性犯罪が発生した場合に対応する警察
官として、令和2年から性犯罪指定捜査員を
配置している。（令和4年度末現在　668人う
ち女性警察官　318人）
・　性犯罪110番において、電話相談を受理
している。
・　性犯罪被害者の初診料等の公費負担
は、平成30年度は111件の執行であったが、
捜査員等に対する教養等により、適正執行
することができ、令和4年度は209件執行し
た。
・令和2年から、性犯罪捜査専科を新設し、
その他、県警職員に対して性犯罪被害者へ
の対応等に関する教養を年３回実施してい
る。

いわゆる
アダルトビ
デオ出演
強要問
題・「ＪＫビ
ジネス」問
題等対策

92 ①くら
し安
全防
災局
②③
福祉
子ど
もみ
らい
局
④⑤
警察
本部

①くらし
安全交
通課
②共生
推進本
部室
③青少
年課
④少年
育成課
（ＪＫビジ
ネス）
⑤生活
保安課
（ＡＶ出
演強
要）
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96 警察
本部

各種相
談窓口
（警務
課）

県警広報
啓発活動
の推進

　関係機関・団体と連携し、犯罪被害者等が
置かれている状況を踏まえて各被害相談窓
口等の広報啓発活動を推進した。
　今後も、犯罪被害者等への理解の増進を
図るため、関係機関・団体と連携しながら、
各種広報媒体を活用し、犯罪被害者等が置
かれている状況や犯罪被害者等支援の重
要性等に関する広報啓発活動を積極的に
実施する。

・被害相談窓口広報用のリーフレット
を警察署の窓口等で配付。
・県警本部庁舎正面脇の電光掲示
板に被害相談窓口を表示。
・県内各所において、被害者支援
キャンペーンを開催。
・その他、各警察署においても、地域
のケーブルテレビ、ＦＭラジオ、情報
紙、交番だより、屋外大型ビジョン、
デジタルサイネージ等を活用しての
広報活動を実施し、相談窓口を広く
県民に知らしめ、広報啓発活動の推
進に努めた。

被害相談窓口を広く県民に
知らせるため、ポスター、リー
フレット、テレビ、ラジオ、新
聞、県の広報紙等による広報
活動を行う。
 ・被害相談窓口広報用のポ
スターを警察署、 交番、駅等
に掲示
・被害相談窓口広報用のリー
フレットを警察署の窓口等で
配布
・その他、各警察署において
も、地域のケーブルテレビ、
FMラジオ、情報紙、交番だよ
り等を活用しての広報活動を
実施

警察本部の各相談窓口での相談受
理を行った。
【相談受理件数】
・少年相談（保護センターでの受理
件数のみ）　646件
・ユーステレホンコーナー　455件
・子ども安全110番　28件
・悪質商法110番　207件
・電車内痴漢等迷惑行為相談所（相
談所での受理件数のみに変更）
525件
・性犯罪110番　456件
・暴力団からの不当要求拒絶ｺｰﾙ
850件
・交通相談センター3,508件

少年相談・保護センター、
ユーステレホンコーナー、子
ども安全110番、悪質商法110
番、電車内痴漢等迷惑行為
相談所、性犯罪110番、暴力
団からの不当要求拒絶コー
ル、交通相談センター等の各
相談窓口を設置し、犯罪被害
者からの相談に応じる。

犯罪被害
者等から
の相談の
実施

各種相
談窓口
（捜査
第一
課、暴
力団対
策課、
少年育
成課、
生活経
済課、
交通総
務課、
鉄道警
察隊）

警察
本部

97 ・子ども安全110番では、平成30年度から令
和４年度までの間に、合計192件の通報を受
理し、児童虐待事案、子どもが被害者となる
事件の通報や目撃情報、不審者の出没に
関する情報を収集し、子どもの安全確保に
努めた。

・少年相談・保護センターでは、平成30年か
ら令和４年度までの間に合計5,893件、ユー
ステレホンコーナーでは、同期間に合計
1,860件の相談を受理し、少年の立ち直り支
援に貢献した。

・悪質商法110番では、平成30年度から令和
４年度までの間に、合計1246件の相談を受
理し、悪質犯罪の予防・検挙に努めた。

・　性犯罪１１０番は、平成30年度は、受理件
数が150件であったが、各種広報等を実施し
たことにより、令和４年度は、受理件数が456
件となった。

・　各種広報啓発活動等により、暴力団対策
課の事業が県民に認知され、相談受理件数
が年々増加傾向にある。今後も、暴力団によ
る不当要求の根絶を目指し、広報啓発活動
を継続していくとともに、不当要求拒絶コー
ルの相談受理に際しては真摯に対応してい
く。

【参考：各年度ごとの不当要求拒絶コールの
相談受理件数】
平成30年度368件
令和元年度280件
令和２年度281件
令和３年度509件
令和４年度850件

警察相談を端緒に、検挙・警告した件数
・　平成30年度　19件
・　令和元年度　56件
・　令和２年度　43件
・　令和３年度　54件
・　令和4年度　48件
新型コロナウイルス感染拡大防止対策の影
響による鉄道利用者の一時的な減少に伴っ
て、令和２年度は警察相談の受理件数も減
少したが、列車及び鉄道施設における警戒
活動等を推進し、期間中、上記のとおり、検
挙・警告により相談を解決した。
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99 45 福祉
子ど
もみ
らい
局

子ども
家庭課

ひとり親
家庭等へ
の就業支
援の充実

ひとり親等を対象とした就業
相談、セミナーの開催、職業
能力開発等の情報提供等の
ほか、職業能力開発講座を
受講するひとり親等に対し、
受講料の一部支給や受講中
の生活費の助成等を実施す
る。

就業・自立支援センター職員が福祉事務所
の母子・父子自立支援員と研修等の機会を
通じ、顔の見える関係を構築し、連携を強め
たことによりひとり親それぞれの抱える課題
に対する適切な支援に繋げることができた。

100 福祉
子ど
もみ
らい
局

子ども
家庭課

ひとり親家
庭等への
経済的支
援の充実

ひとり親家庭等の経済的自立
と生活意欲の助長を図るた
め、母子家庭等の母、父子家
庭の父、児童又は寡婦に対
し、福祉資金の貸付や医療
費の助成を行う。

・ひとり親家庭等医療費助成事業の
実施
　実施市町村　33市町村
・母子父子寡婦福祉資金の貸付
411件

母子及び父子並びに寡婦福祉資金の貸
付、医療費助成等の経済的支援により、母
子家庭等の自立を支援することができた。

101 福祉
子ど
もみ
らい
局

子ども
家庭課

ひとり親家
庭への支
援策の周
知

ひとり親家庭を対象とした各
種支援策を周知するため、ひ
とり親家庭へ配布するリーフ
レット「ひとり親家庭のみなさ
んへ」を作成する。

以下の機関よりひとり親家庭へ配布
し、各支援策の周知を図った。
（11,500部配布）
・各市町村ひとり親家庭福祉主管課
・公共職業安定所
・県保健福祉事務所
・県関係各課

リーフレットを作成・配布することによって、多
様な広報手段のひとつとして、毎年、県が
行っている各種支援策について、ひとり親へ
周知することができた。今後も、引き続き広
報手段のひとつとして実施していく予定であ
る。

102 福祉
子ど
もみ
らい
局

子ども
家庭課

ひとり親家
庭への支
援情報の
提供

ひとり親家庭を対象とした総
合的な支援情報を提供する
ポータルサイト「カナ･カモミー
ル」を運営する。

・ポータルサイト「カナ・カモミール」で
のひとり親家庭への総合的な支援情
報提供
・女性のためのwebセミナー
・ひとり親家庭サポート講座
・キャリア・ワークショップセミナー
・ひとり親のための就業支援講座（パ
ソコン講座・就職サポートセミナー・
交流会）
・かながわひとり親家庭相談LINE

〇子どもの貧困対策を進めるうえで、ひとり
親が相談や就職支援等を通じて様々な不安
を解消し、生活を改善させ、自立につながる
よう支援メニューをよりわかりやすく発信して
いくことができた。
〇「カナ・カモミール」に掲載の支援制度を
実際に利用した事例を「スマイルレポート」と
して紹介し、広くアピールした。
〇令和２年度にHPアクセス数26,171回と
ピークに達したが、その後ＵＲＬの変更により
大幅に落ち込んだため、さらなる周知が今
後の課題である。

施策の基本方向２　困難を抱えた女性等に対する支援

①ひとり親家庭に対する支援

①困難な問題を有する女性の状況は複雑
化しており、引き続き支援の充実が必要な状
況である。

②様々な複合的困難を抱えた女性の意思を
尊重し、関係機関との円滑な連携・調整によ
る着実かつ切れ目のない、安心・安全な支
援を実施する。

③民間団体に委託し、様々な課題を抱えた
女性から相談を受付けるとともに、訪問支
援、同行支援及び居場所の提供を実施し
た。また、支援従事者育成のための研修を
行った。
令和３年度（８月事業開始）相談受付1,207
件、訪問支援10件、同行支援152件、居場
所の提供13人、研修２回実施。
令和４年度：相談受付3,221件、訪問支援31
件、同行支援507件、居場所の提供43人、
研修２回実施。

①、②一時保護、自立支援の実施

③民間団体に委託し、様々な課題を
抱えた女性から相談を受付けるととも
に、無料低額宿泊所を含む場所へ
の訪問支援、同行支援及び居場所
の提供を実施した。また、支援従事
者育成のための研修を行った。

関係機関と連携しながら、「売
春防止法」等に基き、家庭環
境の破綻、生活の困窮等、生
活を営む上で困難な問題を
有する女性に対し、一時保
護、自立支援を実施する。

女性保護
事業の実
施

①③共
生推進
本部室
②女性
相談所

福祉
子ど
もみ
らい
局

129再掲98

○ひとり親家庭等日常生活支援事
業（市町村分）
○母子家庭等就業・自立支援セン
ター事業
・就業支援講座等の実施（①パソコ
ン教室45日間・延320名参加、②マ
ネープランセミナー3日間・延14名参
加）
・就業相談員の配置
○母子家庭自立支援給付事業（町
村分）
・高等職業訓練促進給付金　17名
・自立支援教育訓練給付金　6名
○ひとり親公正証書作成支援補助
業
　26件交付
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103 福祉
子ど
もみ
らい
局

子ども
家庭課

ひとり親家
庭SNS相
談事業の
実施

ひとり親家庭SNS相談を実施
する。

○経済的に厳しい状況に置かれたひとり親
家庭の支援は、個々の家庭の実情に合わせ
て、就業支援や子育て・生活支援などの支
援策を適切に組み合わせて総合的な支援を
行うことが求められている中、R1年度に事業
を開始したところ、LINE友だち登録者数が
R2年度は2,565人からR4年度には4,564人に
増え多くの方に周知することができた。

104 県土
整備
局

公共住
宅課

母子・父
子世帯の
県営住宅
入居にお
ける優遇

特に住宅に困窮する母子・父
子世帯が、より多く県営住宅
へ入居できるよう、20歳未満
の子のいる母子・父子世帯が
一般世帯向け住宅を申し込
んだ場合、抽選時に当選率を
優遇する。

一般の申込者と比較して、母子・父
子世帯は、新築住宅で７倍、あき家
で５倍、抽選における当選率を優遇
する。

継続予定

105 116 福祉
子ど
もみ
らい
局

地域福
祉課

日常生活
自立支援
事業

 県社会福祉協議会が実施す
る判断能力が不十分な高齢
者や知的障がい者等の日常
的な金銭管理や福祉サービ
スの利用のための支援に係る
費用の一部を補助する。

福祉サービス利用支援、日常的金銭
管理・書類等預かりサービスによる各
支援事業を実施した。
・利用者数　838名
・相談援助件数　48,966件
・契約締結審査会　7回
・実施主体（市町村社協）への巡回
調査及び相談　７市４町
・専門員・生活支援員等研修　５回
（オンライン４回）
・専門員ブロック別会議　２回（オンラ
イン）

利用者数は着実に増加しているが、人口当
たりの利用者数の割合が他県より少ないた
め、各市町村社協及び各市町村の福祉関
係機関と連携し、支援を必要としている利用
者のニーズを掘り起こすために事業の周知
に一層取り組む必要がある。

106 福祉
子ど
もみ
らい
局

地域福
祉課

カラーバリ
アフリー推
進事業

事業者等に対してカラーバリ
アフリーに関する普及啓発を
図るとともに、色覚障がい当
事者による相談窓口の設置
やアドバイザーを派遣し、公
共的施設の案内板等の色使
いに助言をする。

・色覚障がい当事者によるカラーバリ
アフリー相談事業の実施　6件

条例施行前の建築物や案内サインが多く存
在することから、今後もバリアフリー化に向け
た施設管理者等の意識啓発や県民への普
及啓発により、一層取り組む必要がある。

107 115 福祉
子ど
もみ
らい
局

地域福
祉課

みんなの
バリアフ
リー街づく
り条例推
進体制整
備事業

神奈川県みんなのバリアフ
リー街づくり条例に基づく実
効性のある取組みを協議する
場として、県内事業者の代表
や関係団体、 学識経験者等
で組織するバリアフリー街づく
り推進県民会議を開催する。
また、同会議を中心として条
例の普及啓発を図る。

・バリアフリー街づくり推進県民会議
2回
・バリアフリーフェスタかながわの開
催（コーナー参加者数：延べ851名）
・バリアフリー街づくり賞の実施【コロ
ナにより中止】

条例施行前の建築物や案内サインが多く存
在することから、今後もバリアフリー化に向け
た施設管理者等の意識啓発や県民への普
及啓発により、一層取り組む必要がある。

・地域包括支援センターの機能強化に合わ
せた研修を毎年工夫しながら開催することが
できた。
・コロナ禍により派遣が中止されたものもあっ
たが、リハビリテーション専門職や学識経験
者等を市町村や地域包括支援センターにに
派遣し、市町村における地域包括ケアシス
テムの推進に役立てることができた。
・引続き研修や専門職員派遣などで市町村
の地域包括支援センターの取組みの支援を
していく。
・地域包括支援センターの運営に課題を抱
える市町村に対し、アドバイザーと県職員に
よる伴走支援現を通じて、地域包括支援セ
ンターの機能強化に向けた基幹型センター
の設置及び見直しについて関係者間の合
意形成が図られた。

〇地域包括支援センター運営事業
（市町村事業）
〇地域包括ケア推進事業として
・広域的地域ケア会議：地域におけ
る医療と介護の連携における課題等
の情報交換と検討を行った。
・専門職員派遣事業：市町村単独で
は確保が困難な専門職員を派遣し、
地域ケア会議や事例検討会におけ
る助言等を行った。
〇地域包括支援センターの運営に
関し個別課題を抱える市町村（２保
険者）に対し、アドバイザーと県職員
の現地派遣による伴走支援事業を実
施。

地域包括ケアシステムの中核
機関として地域包括支援セン
ターの設置・運営を推進する
とともに、関係機関等との連
携を図りながら、NPO・ ボラン
ティア等と協働を進めるなど
地域での支え合いを推進し、
地域ケア体制を充実する。

地域ケア
体制の充
実

高齢福
祉課

福祉
子ど
もみ
らい
局

○ひとり親家庭SNS相談事業の実施
　・無料通信アプリ「ＬＩＮＥ」を利用し
た相談窓口を運営し、ひとり親家庭
からの相談を受付（147日間実施/相
談受付件数2,354件）
○相談窓口の周知
　・相談窓口につながるＱＲコードを
掲載
　　した周知用カードを市町村の窓
口等
　　で配布（40,535枚）
　・県のホームページによる広報

108

②高齢女性に対する支援
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109 福祉
子ど
もみ
らい
局

高齢福
祉課

地域支援
事業の推
進

高齢者が自立した日常生活
を営むことができるよう市町村
が実施する地域支援事業を
支援する。
○権利擁護業務（包括的支
援事業） ・成年後見制度の活
用促進 ・老人福祉施設等へ
の措置の支援 ・高齢者虐待
への対応
○任意事業 ・成年後見制度
利用支援事業 ・地域自立生
活支援事業

　市町村が地域支援事業として実施
する次の事業に対し交付金を交付
・成年後見制度利用支援事業
・認知症高齢者見守り事業
・介護相談員派遣等事業　等

・引き続き、地域の高齢者が、住み慣れた地
域で安心してその人らしい生活を継続して
いくことができるようにするため、地域の実情
に応じた必要な支援を行っていく。

110 再掲 51
63
166

産業
労働
局

雇用労
政課

中高年齢
者の就業
支援

求職中の中高年齢者、定年
退職前後の方を対象に、多
様な働き方の支援を実施す
る。

シニア・ジョブスタイル・かながわにお
ける40歳以上の方を対象とした相談
等の実施
・キャリアカウンセリング（総合相談）
（延べ利用者数7,043人）
・専門相談（創業、年金税金など）
（相談件数：106件）
・再就職支援セミナー（36回実施、受
講者延べ1,117人）
・適性診断
・地域出張相談　など
シルバー人材センターの育成指導

求職中の中高年齢者、定年退職前後の方を
対象に、多様な働き方の支援を実施し、総
合相談件数は過去最高を記録した。
令和５年度も、引き続き中高年の就業を支援
する。

111 県土
整備
局

住宅計
画課

公的賃貸
住宅にお
ける高齢
者に配慮
した住宅
の整備

公営住宅においては、エレ
ベーター設置を進めるととも
に、既存住宅における段差解
消や手すりの設置などによ
り、高齢者に配慮した住宅へ
の改良を進める。

・市町村が公営住宅において国の交
付金等を活用した住戸の改善等を行
う際に、技術的な助言等の支援を
行った。

・市町村が公営住宅において国の交付金等
を活用した住戸の改善等を行う際に、技術
的な助言等の支援を行い、高齢者に配慮し
た住宅への改良を進めた。

113 県土
整備
局

公共住
宅課

県営住宅
における
高齢者に
配慮した
住宅の整
備

高齢者等に配慮した県営住
宅の建替や改善を進める。

・建替団地５団地916戸の整備を行っ
た。

既存住宅の改善を行う、トータルリモデル事
業は令和元年度で終了し、今後は建替えに
集中し、高齢者等に配慮した住宅の整備を
推進していくこととなった。
2018年度から比べ、建替え戸数は、増加し
ているが、建替えの時期を迎える団地が今
後も増えることから、建替え戸数の平準化を
実施し、計画的に整備を進めていく必要が
ある。

114 県土
整備
局

公共住
宅課

高齢者等
が健康で
安心して
住み続け
られる「健
康団地」
の取り組
み

県営住宅を活用して多世代
が居住し、高齢者が支え合う
場や地域の保健・医療・福祉
の拠点づくりを行い、高齢者
等が健康で安心して住み続
けられる「健康団地」として再
生する。

・高齢者支援の場として空き住戸の
整備を行った。
・団地住民を対象とした講習会の開
催【コロナにより中止】

・引き続き、高齢者支援の場として空き住戸
の整備や団地住民を対象とした講習会を行
う。

112 ・住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅登
録事業は、住宅確保要配慮者円滑入居賃
貸住宅の登録を大手不動産事業者と交渉
することなどにより目標戸数を達成したことか
ら、今後は、登録住宅の戸数の増加に伴
い、住宅の登録内容の一層適切な管理に努
めていく必要がある。

・住宅確保要配慮者の居住支援にあって
は、不動産店や居住支援団体等との連携が
不可欠であるとともに、要配慮者と接してい
る市町村職員による支援も不可欠であるた
め、継続した「住まいに関する横断的な知
識」の習得の場を設ける必要がある。

・高齢者等の住宅確保要配慮者の
入居を拒まない住宅については順調
に増加し、38,939戸の登録があり、住
宅確保要配慮者の居住の安定確保
を図った。

・住宅セーフティネット制度をはじめと
した住宅政策及び福祉政策で、居住
支援に携わる市町村職員や関係団
体を対象とした、居住支援の知識習
得と意識強化等を図るための講座を
開催した。（１回、28名参加）

・賃貸住宅の家主から、民間
賃貸住宅への入居を拒まれ
ることが多い高齢者等の住宅
確保要配慮者（以下、「要配
慮者」という。）の入居を拒ま
ない住宅の登録を受け、当該
登録情報を広く県民に提供
する。

・要配慮者の居住支援にあっ
ては、不動産店や居住支援
団体等との連携が不可欠で
あることから、団体等及び市
町村職員に居住支援に必要
な知識を習得する機会を提
供し、居住支援活動をとりまく
周辺環境を整えることにより、
要配慮者の居住の安定確保
を促進する。

高齢者に
対する居
住支援の
推進

住宅計
画課

県土
整備
局
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115 再掲 107 福祉
子ど
もみ
らい
局

地域福
祉課

みんなの
バリアフ
リー街づく
り条例推
進体制整
備事業

神奈川県みんなのバリアフ
リー街づくり条例に基づく実
効性のある取組みを協議する
場として、県内事業者の代表
や関係団体、 学識経験者等
で組織するバリアフリー街づく
り推進県民会議を開催する。
また、同会議を中心として条
例の普及啓発を図る。

・バリアフリー街づくり推進県民会議
2回
・バリアフリーフェスタかながわの開
催（コーナー参加者数：延べ851名）
・バリアフリー街づくり賞の実施【コロ
ナにより中止】

条例施行前の建築物や案内サインが多く存
在することから、今後もバリアフリー化に向け
た施設管理者等の意識啓発や県民への普
及啓発により、一層取り組む必要がある。

116 再掲 105 福祉
子ど
もみ
らい
局

地域福
祉課

日常生活
自立支援
事業

 県社会福祉協議会が実施す
る判断能力が不十分な高齢
者や知的障がい者等の日常
的な金銭管理や福祉サービ
スの利用のための支援に係る
費用の一部を補助する。

福祉サービス利用支援、日常的金銭
管理・書類等預かりサービスによる各
支援事業を実施した。
・利用者数　838名
・相談援助件数　48,966件
・契約締結審査会　7回
・実施主体（市町村社協）への巡回
調査及び相談　７市４町
・専門員・生活支援員等研修　５回
（オンライン４回）
・専門員ブロック別会議　２回（オンラ
イン）

利用者数は着実に増加しているが、人口当
たりの利用者数の割合が他県より少ないた
め、各市町村社協及び各市町村の福祉関
係機関と連携し、支援を必要としている利用
者のニーズを掘り起こすために事業の周知
に一層取り組む必要がある。

117 46 福祉
子ど
もみ
らい
局

障害福
祉課

障がい者
の就労移
行支援・
就労継続
支援

就労移行支援及び就労継続支援の
利用に係る費用を給付する市町村に
対し、負担金を交付
・就労移行支援
・就労継続支援

118 47 福祉
子ど
もみ
らい
局

障害福
祉課

障害者就
業・生活
支援セン
ター事業

職場不適応により離職した者
や離職のおそれがある在職
者など、就職や職場への定着
が困難な障がい者及び就業
経験のない障がい者に対し、
就業及びこれに伴う日常生
活、社会生活上の支援を行う
ことにより、障がい者の職業生
活における自立を図る。

障害者就業・生活支援センターの設
置・運営を、継続して実施 （全障が
い保健福祉圏域８か所に設置）
・支援対象者登録者数　6,465人
・相談・支援件数　50,582件

支援対象者の増加
支援体制の維持

119 福祉
子ど
もみ
らい
局

障害福
祉課

障がい児
者の相談
支援の充
実

障がい児者の自立した生活
や課題の解決に向けた適切
なサービス利用を図るため、
ケアマネジメントによるきめ細
かな支援を行うサービス等利
用計画の作成や、その後の
モニタリング（必要な見直しな
ど）を支援する。

・障害福祉サービス利用者へのサー
ビス等利用計画の作成やモニタリン
グに要する費用を給付する市町村に
対し、負担金を交付
・計画相談支援
・障がい児相談支援

120 福祉
子ど
もみ
らい
局

障害福
祉課

障がい児
者の居宅
生活支援
の充実

障がい児者が地域で安心し
てくらせるよう、必要な障害福
祉サービスの利用を支援す
る。
・居宅介護（ホームヘルプ
サービス）
・生活介護等
・短期入所（ショートステイ
サービス）

・障がい児者の福祉サービスの利用
に要する費用を給付する市町村に対
し、負担金を交付
・居宅介護（ホームヘルプサービス）
・生活介護等
・短期入所（ショートステイサービス）

　重度訪問介護等の訪問系サービスについ
ては、国が定めた基準額があり、これを超過
した額は市町村が負担する仕組みとなって
いるため、超過負担が発生している市町村
がある。
　訪問系サービスについても、他のサービス
と同様、市町村に超過負担が生じない制度
とするよう、引き続き国に見直しを要望する。

生産活動、職場体験等を通
じ、一般就労に向けた知識・
能力の向上のための訓練等
を行う就労移行支援事業と、
福祉的就労として生産活動の
機会の提供やその他就労に
必要な知識・能力向上のため
の訓練等を行う就労継続支
援事業の利用を支援する。
・就労移行支援に対する負担
・就労継続支援に対する負担

③障がいのある女性に対する支援
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121 福祉
子ど
もみ
らい
局

障害福
祉課

障害者地
域活動支
援セン
ターに対
する支援

地域で生活する障がい者に
とって、 最も身近な活動拠点
となる地域活動支援センター
に対し、その機能をより積極
的に果たせるようにするため、
市町村を通じて補助する。

１ 地域活動支援センター機能強化
事業（障害者地域生活支援事業費
補助（市町村統合補助）の一部）
２ 市町村障害者福祉事業推進補助
金（障害者地域活動支援センター事
業）

123 県土
整備
局

公共住
宅課

県営住宅
における
障がい者
に配慮し
た住宅の
整備

障がい者に配慮した県営住
宅の建替や改善を進める。

・建替団地４団地10戸の整備を行っ
た。

既存住宅の改善を行う、トータルリモデル事
業は令和元年度で終了し、今後は建替えに
集中し、障がい者に配慮した住宅の整備を
推進していくこととなった。
2018年度から比べ、建替え戸数は、増加し
ているが、建替えの時期を迎える団地が今
後も増えることから、建替え戸数の平準化を
実施し、計画的に整備を進めていく必要が
ある。

124 県土
整備
局

住宅計
画課

公的賃貸
住宅にお
ける障が
い者に配
慮した住
宅の整備

公営住宅においては、エレ
ベーター設置を進めるととも
に、既存住宅における段差解
消や手すりの設置などによ
り、障がい者に配慮した住宅
への改良を進める。

・市町村が公営住宅において国の交
付金等を活用した住戸の改善等を行
う際に、技術的な助言等の支援を
行った。

・市町村が公営住宅において国の交付金等
を活用した住戸の改善等を行う際に、技術
的な助言等の支援を行い、障碍者に配慮し
た住宅への改良を進めた。

125 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

多言語に
よるＤＶ相
談の実施

民間団体と連携し、 配偶者
暴力相談支援センターで多
言語によるＤＶ相談を実施す
る。

８ヶ国語（英語、中国語、韓国語・朝
鮮語、スペイン語、ポルトガル語、タ
ガログ語、タイ語、ベトナム語）による
DV相談を実施。

・令和３年度にベトナム語を追加し、８ヶ国語
によるＤＶ相談とした。
・引き続き実施する。

障がい者
の雇用促
進施策

①雇用
労政課
②産業
人材課

産業
労働
局

④外国人女性に対する支援

52122 障がい者の職域拡大を図り、
就労を促進するための支援を
行う。
・普及啓発、広報
・職場定着の促進
・職業能力の開発

①平成30年４月に精神障がい者が法定雇用
率の算定基礎に加えられ、法定雇用率が
2.2％に引き上げられた。また、令和３年３月
には、法定雇用率はさらに0.1ポイント引き上
げられ、2.3％になった。
令和４年６月１日現在の県内民間企業の障
がい者の雇用率は2.20％で、法定雇用率は
下回っているが、雇用障害者数、実雇用率
ともに過去最高を更新した。
令和4年度は、依然コロナ禍ではあるが、令
和2～3年度に実施してきたすでに障がい者
を雇用している企業への訪問を見直し、法
定雇用率未達成企業への訪問をその必要
性が高まっていることから再開した。
企業や就労支援機関を対象とした研修や出
前講座等については、対面形式・オンライン
形式・ハイブリット形式（対面とオンラインの
併用）のいずれが適切か、検討しながら実施
した。

②神奈川障害者職業能力開発校において
精神障がい者向け訓練コースの定員が2018
年度は30人だったが、精神障がい者の求職
者数の増加を踏まえ、定員を70人に拡大
し、より多くの就職希望者を支援できる体制
を整えた。
　なお、神奈川障害者職業能力開発校・委
託訓練とも、定員充足率が低いコースがある
ため、更なる周知広報に努める。

①障がい者の雇用と職場定着の促
進
・中小企業への個別訪問や企業の
ニーズに合わせた出前講座
（個別訪問：799社、出前講座：28回）
・障害者雇用促進に向けたフォーラ
ム（回数：1回、参加人数：312人）
・企業交流会（回数：5回、参加者数
162人）
・精神障がい者雇用・職場定着支援
セミナー（回数：2回、参加者数205
人）
・精神障害者職場指導員設置補助
金（交付事業者：16事業者）
・障がい者就労支援力向上研修（回
数：８回、参加者数277人） 等

②職業能力の開発
・神奈川障害者職業能力開発校に
おける職業訓練（12コース99人）及び
民間教育訓練機関等への委託訓練
（26コース93人）を実施
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126 国際
文化
観光
局

国際課 多言語情
報の提供

言葉による情報獲得の障壁を
なくすため、外国籍県民に
とって、 必要な行政情報を多
言語や、やさしい日本語で、
情報紙やインターネット など
により提供する。
・外国籍県民のための多言語
情報紙の発行
・ホームページによる多言語
情報の提供

○多言語情報紙「こんにちは神奈
川」の発行 ・年3回発行 ・発行部数：
１回あたり20,300部 ・対応言語：英語
ほか５言語 ・配布場所：県機関・市町
村等約800箇所
○県が提供する多言語情報をホーム
ページに随時掲載

◯　県の施策や生活情報を多言語情報紙
やホームページで提供することで、外国籍県
民等への情報支援を推進することができた。
◯　引き続き、より多くの外国籍県民等の情
報格差の解消に貢献し、外国籍県民等に必
要な行政情報の効果的な提供に努める。

128 49 産業
労働
局

雇用労
政課

外国人労
働相談の
実施

かながわ労働センター及び同
センター県央支所に専門相
談員と通訳を配置し、 労働相
談を実施する。

かながわ労働センター（本所）におい
てスペイン語・中国語、ベトナム語、
県央支所においてポルトガル語・ス
ペイン語で、 外国人労働相談を実
施。相談件数：366件

・事業の性質上、実績値によって初年度との
比較および全体を通しての結果及び原因等
について記載することはできない。
・引き続き今後の需要の変化に応じて柔軟
な相談体制の整備を検討しつつ、継続して
実施していく。

98129

⑤生活困窮者等の自立に向けた支援

外国籍県民の生活を支援す
るため、多言語支援センター
を開設運営し、各種事業を実
施する。また、災害時等にお
いて緊急情報を多言語化し
て発信する。

外国籍県
民情報支
援の実施

国際課国際
文化
観光
局

○　外国籍県民等への情報提供や相談対
応を行うことで、言語や文化、習慣等の違い
により生じる生活上の諸問題の解決につな
げることができた。
○　2020年度にはSNS（Facebook
Messenger）での相談受付を開始し、2021年
度には横浜窓口においてベトナム語を追加
するなど、ニーズに応じた対応を行った。
○　相談員研修会を実施することで、相談員
のスキルアップや相談員相互の連携づくりの
場を提供することができた。
○　関係機関との連絡会を開催し、各機関と
の連携・協力体制を強化することで、相談事
業の充実を図った。

○外国籍県民一般・法律相談
・実施場所：地球市民かながわプラ
ザ、川崎県民センター、県央地域県
政総合センター
・対応言語：英語、中国語、韓国・朝
鮮語、スペイン語、ポルトガル語、ベ
トナム語（実施場所により対応言語が
異なる）
・実績：1,429件

○外国籍県民教育相談
・実施場所：地球市民かながわプラ
ザ
・対応言語：中国語、スペイン語、ポ
ルトガル語、タガログ語、ベトナム語、
やさしい日本語
・実績：2,382件

外国籍県民の生活を支援す
るため、相談・助言、情報提
供を行う。

外国籍県
民相談の
実施

国際課国際
文化
観光
局

①困難な問題を有する女性の状況は複雑
化しており、引き続き支援の充実が必要な
状況である。

②様々な複合的困難を抱えた女性の意思
を尊重し、関係機関との円滑な連携・調整に
よる着実かつ切れ目のない、安心・安全な
支援を実施する。

③民間団体に委託し、様々な課題を抱えた
女性から相談を受付けるとともに、訪問支
援、同行支援及び居場所の提供を実施し
た。また、支援従事者育成のための研修を
行った。
令和３年度（８月事業開始）相談受付1,207
件、訪問支援10件、同行支援152件、居場
所の提供13人、研修２回実施。
令和４年度：相談受付3,221件、訪問支援31
件、同行支援507件、居場所の提供43人、
研修２回実施。

①、②一時保護、自立支援の実施

③民間団体に委託し、様々な課題を
抱えた女性から相談を受付けるとと
もに、無料低額宿泊所を含む場所へ
の訪問支援、同行支援及び居場所
の提供を実施した。また、支援従事
者育成のための研修を行った。

127
-1

◯　外国籍県民等の生活を支援するため、
各種研修や通訳派遣等の事業を実施した。
◯　多言語支援センターかながわでは、対
応言語を６言語から11言語に拡大し、ニーズ
の高い言語の対応日を増やす等の体制強
化を行い、2018年度には2,860件であった問
合せ対応件数は、2022年度には21,683件に
増加し、５年間で65,000件を超える外国籍県
民等への情報支援を行うことができた。
◯　また、2020年度以降は、コロナ禍におけ
る外国籍県民等への情報提供として、関連
する情報を多言語化し、県ホームページ等
で発信した。
◯　今後も外国籍県民等の増加が見込まれ
ることから、引き続き、多言語での情報支援
の充実に取り組む必要がある。

○多言語支援センターかながわの運
営
・対応言語：11言語、問合せ対応件
数：　21,683件
〇外国籍県民支援人材育成研修の
実施：７回
〇希少言語等専門人材の確保・育
成
〇一般通訳支援事業の実施
・通訳派遣件数：504件、通訳協力者
への研修：12回
〇災害時外国籍県民支援
・災害時通訳ボランティア等研修の
実施：３回

127
-2

関係機関と連携しながら、
「売春防止法」等に基き、家
庭環境の破綻、生活の困窮
等、生活を営む上で困難な問
題を有する女性に対し、一時
保護、自立支援を実施する。

女性保護
事業の実
施

①③共
生推進
本部室
②女性
相談所

福祉
子ど
もみ
らい
局
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130 福祉
子ど
もみ
らい
局

女性相
談所

女性電話
相談の実
施

日常生活上、様々な問題を
抱える女性のための電話相
談業務を実施する。

「女性電話相談室」相談受付 　女性からの様々な相談に広く応じ、課題の
解決・軽減を図る。

132 220 ①共生
推進本
部室
②青少
年課
③がん・
疾病対
策課
④雇用
労政課

NPO法人
との協働
事業の推
進

NPO法人と協働し、LGBTに
ついて理解促進を図り、就労
に際し正しい情報による適切
な支援を受けられるようにす
る。また、広く県民等にLGBT
に関して普及啓発を行う。

①令和元年度で事業終了。
②事業は令和元年度で終了。青少
年センターで実施する指導員研修で
の講師依頼や、神奈川県子ども若者
支援連携会議においてLGBT団体と
しての助言、協力等の依頼で連携。
③令和元年度末をもって事業を終了
した。
④令和２年度末をもって事業を終了
した。

133 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

人権施策
推進事業

性的マイノリティ（ＬＧＢＴ等）
を含めた、人権がすべての人
に保障される地域社会の実
現のため、性的指向、性自認
に関する正しい理解を促進す
るとともに、社会全体が多様
性を受け入れる環境づくりを
進める。

性的マイノリティ支援として次の事業
を実施した。
・派遣型個別専門相談として相談員
の派遣　44件
・当事者向け交流会の開催　８回
・企業及び団体向け研修の実施　１
回【オンライン開催】
・児童福祉施設の職員向け研修の
実施　２回
・性的マイノリティ講師派遣　８回

派遣相談、交流会、研修及び講師派遣等の
幅広い事業を実施し、当事者支援と県民へ
の啓発を両立しながら、理解の促進を図る
ことができた。
新型コロナウイルス感染症の影響で開催回
数を減らした事業もあるが、オンライン開催
が可能な事業についてはオンラインに切り
替えるなどして、柔軟に対応しながら実施す
ることができた。

134 福祉
子ど
もみ
らい
局

①青少
年セン
ター
②青少
年課

子ども・若
者総合相
談事業

かながわ子ども・若者総合相
談センター（ひきこもり地域支
援センター）における電話、
来所及びSNSによる相談を実
施する。

・性的マイノリティーをはじめ、さまざまな「生
きにくさ」などの悩みに対して、その背景を理
解し、寄り添い、共に考えていく相談支援が
できるよう、相談員を対象とする各種研修や
ケース検討会議等を充実させていく。

135 健康
医療
局

精神保
健福祉
セン
ター

電話相談
事業

フリーダイヤルのこころの電話
相談での、こころの健康に関
する悩みについての相談対
応

性的マイノリティに関する相談を含め
て、子ども・若者の悩みについての
電話相談において対応。

相談件数も少なく、性的マイノリティに特化し
ていないため、傾聴を基本とする一般的な
対応となる。

48131 全県を対象とした生活困窮者
自立支援制度の周知や相談
支援員の資質の向上等に取
り組む。
生活困窮者自立支援法に基
づき、県は町村在住の生活
上の困難に直面している者に
対し、地域において自立した
生活ができるよう自立相談支
援を実施する。

生活困窮
者自立支
援事業

・制度周知用のチラシを10,000部作
成し、各市町村や関係機関に配布
し、自立相談支援機関窓口の利用
勧奨を促した。
・コロナ対策のため、リモートにより県
内の生活困窮者自立支援制度に係
る従事者向けの研修を６回、生活困
窮者支援に携わる団体や行政機関
を対象としたネットワーク会議を４回
開催したほか、対面とリモートのハイ
ブリッド形式により県内各市の担当課
長会議を開催するとともに、リモート
により担当者会議を実施し、制度に
関する情報共有や支援員同士の
ネットワークづくりに取り組んだ。
・生活困窮者からの相談に対して、
本人が抱える課題を把握し、生活の
安定や就労促進などの自立に向け
た相談支援を実施した。

新型コロナウイルス感染症の影響により急増
していた相談件数は落ち着きを見せはじめ
てきたが、コロナ前と比較すると依然として件
数は多い状況にある。
直近では物価高騰の影響により生活の困窮
を訴える方や、食糧支援などの緊急的な支
援を求める声も多くあり、生活困窮者の課題
は多岐にわたるため、支援員の資質の向上
や他機関との連携を推進するなど、体制の
強化を進めていく必要がある。

①基金終了後の令和２年度もLGBTの子供
のための自立・就労支援事業の広報に係る
チラシ配布等、引き続き普及啓発への協力
を行った。

②青少年センターで実施する指導員研修等
において、必要に応じ、講師依頼をする。神
奈川県子ども若者支援連携会議において
LGBT団体としての助言、協力等をお願いし
たい。

③令和元年度に基金が終了した。
基金終了後の令和２年度以降も、引き続き、
普及啓発への協力を行う。

①②
福祉
子ど
もみ
らい
局
③健
康医
療局
④産
業労
働局

生活援
護課

福祉
子ど
もみ
らい
局

⑥性的マイノリティ（LGBT等）に対する支援

性的マイノリティに関する相談を含め
て、子ども・若者の悩みについて電
話、来所及びSNS（※）による相談を
実施した。

【令和４年度実績】
性的マイノリティーの相談事例
・電話相談３件、面接相談０件、LINE
相談13件
（かながわ子ども・若者総合相談セン
ター、県西部青少年サポート相談
室、県地域青少年相談窓口の総計）
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136 教育
局

総合教
育セン
ター

教育相談
事業

電話、来所、Ｅメールによる相
談への対応

・学校や家庭における子どもの様々
な悩みや問合せについて、電話相
談は5,891件、来所相談は3,577件、
Ｅメール相談は262件に対応。

生活、不登校、いじめなど様々な相談に、電
話、来所、Eメール等により対応した。
引き続き、相談者のニーズに応えられるよう
相談を実施する。

137 再掲 190
216

教育
局

行政課 人権教育
指導者養
成研修講
座の実施

人権教育の推進を図るため
の指導者を養成する研修を
実施

県教育局及び教育機関、市町村教
育委員会に所属する指導主事、社
会教育主事、事務職員及び人権教
育研究校の教職員を対象に開催
（人権教育担当者等26名が参加し、
男女共同参画社会実現に触れた１
回を含む、全８回の実施）

順調に進捗している。

138 再掲 191 教育
局

行政課 人権教育
研修講座
の実施

人権問題に対する正しい理
解を深めるために人権教育
担当者等に研修を実施する。

・県市町村人権教育担当者研修会
（人権教育担当者等31名が参加し、
男女共同参画社会実現に触れた１
回を含む、全４回の実施）

・順調に進捗している。

139 健康
医療
局

医療課 周産期救
急医療シ
ステムの
充実

ハイリスクの妊婦から新生児
までに対応する高度な救急
医療体制を確保するため、県
内を6ブロックに分けて周産期
救急医療システムを整備する
とともに、システムに参加する
受入病院の運営費に対して
助成する。

・周産期救急医療システムの安定的
な運用

・周産期救急医療システムの安定的な運用

140 健康
医療
局

健康増
進課

生涯を通
じた女性
の健康相
談等の充
実

生涯を通じた女性の健康の
保持・増進を図るため、思春
期・更年期等の女性のライフ
ステージに応じた健康に関す
る相談を実施するとともに、不
妊・不育に関する相談体制を
整備する。また、健康状態に
応じて的確な自己管理を行う
ことができるよう健康教育を実
施する。

・保健健福祉事務所事業実績等
健康教育　39回　延べ参加人数
4807人
思春期相談　46回
女性一般相談156件　専門相談23件
・不妊・不育専門相談センター
27回開設
相談回数98回　相談者数112人
対面面接12回　オンライン面接38回
電話相談48回

思春期から妊娠適齢期の男女を対象とした
健康相談や健康教育について、身体的な問
題のみならず、心の悩みも含めて安心して
相談できる体制づくりや、コロナ禍において
も、妊娠・出産に関する正しい知識の普及を
着実に推進していくため、教育機関等と連
携し取組を推進していく。
不妊・不育相談センターは、オンラインでの
相談を増やしたところ、相談が増えているた
め今後もオンラインでの相談を継続し、相談
しやすい体制作りをしていく。

141 健康
医療
局

健康増
進課

妊娠・出
産等に対
する事業

・県ホームページにおける「妊
娠ＳＯＳかながわ」の運営によ
り、思いがけない妊娠に関す
る相談窓口等の情報提供を
行う。
・妊娠・出産の正しい知識の
啓発のため、「丘の上のお医
者さん」ホームページによる
情報提供を行う。

142 健康
医療
局

健康増
進課

妊娠・出
産に関す
る知識の
普及啓発

妊娠・出産に関する知識の普
及啓発と、それらを踏まえた
トータルのライフプランの構築
を支援するために、各保健福
祉事務所において、高校、大
学や企業などにおける講演
会を開催する。

健康教育　39回　延べ参加人数
4807人

コロナ禍においても、妊娠・出産に関する正
しい知識の普及啓発を着実に推進していく
ため、関係機関と連携しオンラインやオンデ
マンド配信等の手法を取り入れながら取組を
推進していく。

施策の基本方向３　生涯を通じた健やかで生き生きとしたくらしの支援

①女性の健康に対する支援

・若年妊婦等支援等相談事業（妊娠
SOSかながわ）の実施
電話相談（毎週月・水・金）：相談者
実人数148件　延べ相談件数212件
LINE相談（毎週火・木・土）：相談者
実人数588件　延べ件数633件
・妊娠・出産の正しい知識に関する
啓発の実施。
　特設サイト「丘の上のお医者さん」
による情報提供 特設Webサイト「丘
の上のお医者さん」のアクセス数
990,053件
月平均アクセス数　99,005件

妊娠SOSかながわは、セーフティネット
としての役割があることから、相談件数
そのものが事業評価につながるものでは
ないが、支援が必要な対象へ情報が届く
よう、引き続き相談窓口周知に力を入れ
る。令和２年度よりLINE相談を開始後、
相談件数が増えており相談内容を精査し
今後の対応を検討していく。
また、産む・産まないに関わらず、経済
問題が影響する事例が多く、また引き続
き子育て支援や再発防止支援が必要とな
る事例も多いため、相談者の居住自治体
等の関係団体との連携を強化する必要が
ある。

50



通し
番号

再掲
再掲元
通し番

号
局名

所管所属
名

事業の名称 事業の内容 2022（Ｒ４）年度事業実績 2018(H30)～2022(R4)年度の成果等

143 健康
医療
局

健康増
進課

未病女子
対策推進
事業

若い世代を中心に、痩せすぎ
や、女性特有のがんの増加な
ど、女性の健康課題に対する
関心を呼び起こすため、普及
啓発イベントの開催やイン
ターネット等による普及啓発
を行う。

・かながわ女性の健康・未病サイト
「未病女子navi」の運用等、普及啓発
を実施
・企業と連携し、「未病女子セミナー
2023オンライン」をオンデマンド配信
し、女性の健康課題について普及啓
発。（令和5年3月1日から31日まで配
信。累計再生数1,940回。）

144 健康
医療
局

がん・疾
病対策
課

がん（子宮
頸・乳房）
予防の推
進

がんを早期発見するために、
がん検診の受診促進などの
普及啓発やがん検診従事者
の研修を行う。

・がん検診受診を普及啓発するリー
フレットの作成・配布(50,000部）
・がん対策推進員制度の運用
・がん検診企業研修（全15回）
・「ピンクリボンライトアップ2022inかな
がわ」の開催
・普及啓発イベント「リレー・フォー・ラ
イフ・ジャパン横浜2022」への参加

プラン期間中にあたっては、各普及啓発事
業や研修会等を実施していたが、令和２、３
年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、ピンクリボンかながわの集合型イベ
ント等が中止となるなど、イベントや研修会の
中止・縮小が続いた。
令和４年度は、徐々にコロナ以前の規模で
事業を実施できるようになってきたところであ
るが、今後もコロナ禍でのがん検診の受け控
えによる健康リスク等の影響が懸念されるた
め、引き続き受診啓発を積極的に進めてい
く。

145 再掲 150 ス
ポー
ツ局

スポー
ツ課

スポーツ
推進計画
に基づくス
ポーツ推
進の取組
み

スポーツ推進計画に基づきス
ポーツの推進に関する施策
に取り組む。

スポーツ推進計画に基づきスポーツ
の推進に関する施策に取り組んだ。

比較的若い世代の女性のスポーツ実施率が
低い傾向にあるため、Ｒ１年度にスポーツ庁
の補助金を活用して普及啓発事業を実施し
た。引続き、様々なライフステージに応じた
普及啓発方法を検討していく。

146 再掲 151 健康
医療
局

健康増
進課

未病対策
普及啓発
事業

健康寿命の延伸に向けた未
病改善の取組を促進するた
め、未病センターの設置促進
やインターネット等による普及
啓発等を行う。

・「かながわ未病改善ナビサイト」の運
営等、未病改善に関する普及啓発を
実施
・未病チェックシートの公開
・未病センターの認証　累計86か所

【振り返り】
「未病センター」の設置や設置者による利用
促進が進んだことで、2019 年度から2021 年
度に「未病センター」の登録数が50か所増
加、利用者は全センターで680,720人となり、
県民が未病改善に取り組める環境を広げる
ことができました。

【課題等とその対応の方向性等】
新型コロナウィルス感染症の状況を踏まえ、
対面以外での啓発方法の強化など、啓発の
工夫を図る必要がある。

147 再掲 152 健康
医療
局

がん・疾
病対策
課

自殺対策
事業

「かながわ自殺対策計画」に
基づき総合的な自殺対策を
推進する。

・かながわ自殺対策会議(政令市と共
同開催/親会議)４回開催（対面2回、
書面２回）※計画改定年のため
  地域部会３回開催
・自殺対策に係る庁内会議３回開催
（対面1回、書面２回）※計画改定年
のため

【振り返り】
「未病女子navi」とそれに連動するＳＮＳ公式
アカウントについて、情報の追加・拡充を
図った結果、717,928 件(2019 年度から
2021 年度)のアクセスがあり、未病に関する
情報を発信することで、女性が自らの健康課
題に気づき、改善を実践する取組みが進み
ました。

【課題等とその対応の方向性等】
新型コロナウィルス感染症の状況を踏まえ、
対面以外での啓発方法の強化など、啓発の
工夫を図る必要があります。

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う自
殺リスクの高まり、、「かながわ自殺対策計
画」の推進体制として、計画が掲げる全体目
標の達成に向け、各構成機関がいかに実践
的に取り組んでいけるかという点が重要であ
る。新型コロナウイルス感染症の影響、若
者、女性の自殺者数が増えていることを鑑
み、より一層自殺対策に係る情報共有、協
議を通じて、「かながわ自殺対策会議」の取
組みをさらに充実させるとともに、連携を深
め、相談体制の整備と周知に努めた。
令和4年度に「かながわ自殺対策計画」の改
定を行った。
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149 再掲 154 健康
医療
局

精神保
健福祉
セン
ター

電話相談
事業

フリーダイヤルのこころの電話
相談での、こころの健康に関
する悩みについての相談対
応

・「こころの電話相談」は、神奈川県
の全域を対象に、こころの健康に関
してフリーダイヤルで電話相談を実
施。月曜日から金曜日（祝日・年末
年始は除く）９時から21時まで（受付
20時45分まで）7,455件
・「依存症電話相談」は、依存症にか
かわる相談を専用回線にて実施。月
曜日　13時30分から16時30分まで
（祝日を除く）200件

電話がつながりにくいことが課題であったた
め、令和４年度に時間帯の拡充を行った。

150 145 ス
ポー
ツ局

スポー
ツ課

スポーツ
推進計画
に基づくス
ポーツ推
進の取組
み

スポーツ推進計画に基づきス
ポーツの推進に関する施策
に取り組む。

スポーツ推進計画に基づきスポーツ
の推進に関する施策に取り組んだ。

比較的若い世代の女性のスポーツ実施率が
低い傾向にあるため、Ｒ１年度にスポーツ庁
の補助金を活用して普及啓発事業を実施し
た。引続き、様々なライフステージに応じた
普及啓発方法を検討していく。

151 146 健康
医療
局

健康増
進課

未病対策
普及啓発
事業

健康寿命の延伸に向けた未
病改善の取組を促進するた
め、未病センターの設置促進
やインターネット等による普及
啓発等を行う。

・「かながわ未病改善ナビサイト」の運
営等、未病改善に関する普及啓発を
実施
・未病チェックシートの公開
・未病センターの認証　累計86か所

【振り返り】
「未病センター」の設置や設置者による利用
促進が進んだことで、2019 年度から2021 年
度に「未病センター」の登録数が50か所増
加、利用者は全センターで680,720人となり、
県民が未病改善に取り組める環境を広げる
ことができました。

【課題等とその対応の方向性等】
新型コロナウィルス感染症の状況を踏まえ、
対面以外での啓発方法の強化など、啓発の
工夫を図る必要がある。

152 147 健康
医療
局

がん・
疾病対
策課

自殺対策
事業

「かながわ自殺対策計画」に
基づき総合的な自殺対策を
推進する。

・かながわ自殺対策会議(政令市と
共同開催/親会議)４回開催（対面2
回、書面２回）※計画改定年のため
  地域部会３回開催
・自殺対策に係る庁内会議３回開催
（対面1回、書面２回）※計画改定年
のため

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う自
殺リスクの高まり、、「かながわ自殺対策計
画」の推進体制として、計画が掲げる全体
目標の達成に向け、各構成機関がいかに実
践的に取り組んでいけるかという点が重要
である。新型コロナウイルス感染症の影響、
若者、女性の自殺者数が増えていることを
鑑み、より一層自殺対策に係る情報共有、
協議を通じて、「かながわ自殺対策会議」の
取組みをさらに充実させるとともに、連携を
深め、相談体制の整備と周知に努めた。
令和4年度に「かながわ自殺対策計画」の改
定を行った。

②男性の健康に対する支援

自殺対策の推進に向けて、
県民に自殺対策の理解を深
めてもらうための普及啓発事
業や自殺対策に関する情報
収集・提供、ネットワーク構
築、市町村等の支援を行う
「かながわ自殺対策推進セン
ター」の運営、身近な存在とし
て支えるゲートキーパーの人
材養成、多職種による包括相
談会など、関係機関、団体等
と連携した自殺対策事業を実
施する。

自殺対策
事業

精神保
健福祉
セン
ター

健康
医療
局

153再掲148 ○こころといのちのサポート事業（自
殺対策）の実施
・自殺予防に関する普及啓発(街頭
キャンペーン)中止
・自殺対策講演会9/3(土)オンライン
で実施。67名参加
○かかりつけ医うつ病対応力向上研
修　10/23（日）65名、10/30（日）40
名。2回実施105名参加
○かながわ自殺対策推進センター事
業の実施
・ゲートキーパー養成研修
11,824名養成
○多職種による包括相談会（電話）
の実施　　10/15（土）7名、3/11（土）
8名
○こころ・つなげよう電話相談事業の
実施
・こころの電話相談（フリーダイヤル
対応）　7,455件
○うつ病セミナー　2/24（木）オンライ
ンで実施。82名参加

全市町村が自殺対策計画を策定した。県と
して広域的な推進と市町村の支援をする地
域支援の事務量も増えたが、地域格差のな
いよう支援していくことが求められ、今後は改
定に向けての支援が課題。
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154 149 健康
医療
局

精神保
健福祉
セン
ター

電話相談
事業

フリーダイヤルのこころの電話
相談での、こころの健康に関
する悩みについての相談対
応

・「こころの電話相談」は、神奈川県
の全域を対象に、こころの健康に関
してフリーダイヤルで電話相談を実
施。月曜日から金曜日（祝日・年末
年始は除く）９時から21時まで（受付
20時45分まで）7,455件
・「依存症電話相談」は、依存症にか
かわる相談を専用回線にて実施。月
曜日　13時30分から16時30分まで
（祝日を除く）200件

電話がつながりにくいことが課題であったた
め、令和４年度に時間帯の拡充を行った。

156 健康
医療
局

医療危
機対策
本部室

HIV抗体
検査及び
エイズに
関する相
談事業

HIV感染の予防及び早期発
見や、感染者及びその家族
の社会的・精神的問題を軽減
するため、即日検査事業やカ
ウンセリングを実施し、HIV・
検査相談体制の充実を図る。

・HIV保健センター設置数：１ヶ所（医
療危機対策本部室）要請に応じてカ
ウンセラーを派遣
・HIV検査を６ヶ所で実施（保健福祉
事務所・センター５ヶ所とHIV即日検
査センター１ヶ所）

新型コロナウイルスの感染拡大により、HIV
検査が一部中止となっており、検査の機会
が減少していることが課題として挙げられる。
今後の対応の方向性については、マスクの
着用及び手指消毒、体調確認、換気など感
染予防策を適切に行った上で実施する。

157 教育
局

総合教
育セン
ター

性に関す
る指導・エ
イズ教育
の推進

性に関する指導･エイズ教育
について研修し、教育の指導
力の向上を図る。

・性に関する指導・エイズ教育に関す
る研修講座（全1回、半日日程、オン
ライン（同期型））の実施（受講対象
者　小・中・高・中等教育・特別支援
学校の総括教諭、教諭、養護教諭）
140名受講

・研修内容や実施時期について検討する。

自殺対策の推進に向けて、
県民に自殺対策の理解を深
めてもらうための普及啓発事
業や自殺対策に関する情報
収集・提供、ネットワーク構
築、市町村等の支援を行う
「かながわ自殺対策推進セン
ター」の運営、身近な存在とし
て支えるゲートキーパーの人
材養成、多職種による包括相
談会など、関係機関、団体等
と連携した自殺対策事業を実
施する。

自殺対策
事業

精神保
健福祉
セン
ター

③エイズ・性感染症等に対する支援

新型コロナウイルスの感染拡大により、講演
会や研修会が一部中止となっており、予防
啓発の機会が減少していることが課題として
挙げられる。今後の対応の方向性について
は、マスクの着用及び手指消毒、体調確認、
換気など感染予防策を適切に行った上で実
施する他、オンライン形式での開催を検討す
る。

・かながわレッドリボン運動：検査普
及週間と世界エイズデーにあわせ強
化月間を設定し、保健福祉事務所で
の臨時検査及びイベント実施をとお
して推進を図った。
・青少年エイズ・性感染症の予防講
演会：中学・高校にて開催し予防啓
発を図った。
・地域エイズ予防啓発事業：各保健
福祉事務所・センターを中心として、
地域に根差した予防啓発を図った。
・エイズ歯科診療推進事業：医療体
制の構築及び歯科診療紹介制度の
推進を図った。（神奈川県歯科医師
会委託）
・エイズ治療症例研究会開催事業：
医療従事者向け研修を実施し、診療
体制の充実を図った。（神奈川県歯
科医師会委託）

・HIV（ヒト免疫不全ウイルス）
の感染予防を推進するため、
かながわレッドリボン運動、青
少年エイズ・性感染症の予防
講演会、啓発イベントなどを
実施し、県民のエイズ（性感
染症を含む）に関する正しい
理解と行動への普及啓発を
図る。
・HIV感染者・エイズ患者の歯
科診療推進のため、医療機
関の紹介や研修を行い、県
内のHIV歯科診療体制の充
実を図る。
・HIV感染者・エイズ患者の診
療推進のため、研修を行い、
医療従事者の意識啓発を図
る。

エイズ対
策促進事
業

医療危
機対策
本部室

健康
医療
局

155

○こころといのちのサポート事業（自
殺対策）の実施
・自殺予防に関する普及啓発(街頭
キャンペーン)中止
・自殺対策講演会9/3(土)オンライン
で実施。67名参加
○かかりつけ医うつ病対応力向上研
修　10/23（日）65名、10/30（日）40
名。2回実施105名参加
○かながわ自殺対策推進センター事
業の実施
・ゲートキーパー養成研修
11,824名養成
○多職種による包括相談会（電話）
の実施　　10/15（土）7名、3/11（土）
8名
○こころ・つなげよう電話相談事業の
実施
・こころの電話相談（フリーダイヤル
対応）　7,455件
○うつ病セミナー　2/24（木）オンライ
ンで実施。82名参加

全市町村が自殺対策計画を策定した。県と
して広域的な推進と市町村の支援をする地
域支援の事務量も増えたが、地域格差のな
いよう支援していくことが求められ、今後は改
定に向けての支援が課題。

健康
医療
局

148153
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159 223 政策
局

かなが
わ県民
活動サ
ポートセ
ンター

かながわ
ボランタ
リー活動
推進事業

「かながわボランタリー活動推
進基金21」を活用した事業に
よる支援を通して、公益を目
的とした事業に自主的に取り
組むボランタリー団体等の活
動を推進する。

【令和４年度対象事業ベース】
・協働事業負担金事業の実施
　→採択11件（応募21件）
・ボランタリー活動補助金事業の実
施
　→採択６件（応募18件）
・ボランタリー活動奨励賞事業の実
施
　→表彰５件（推薦13件）
・ボランタリー団体成長支援事業の
実施
　→選考１件（提案２件）

新型コロナウイルス感染症拡大防止の取組
に伴い、対面相談や伴走支援を実施してい
る団体は、オンライン形式に変更し実施する
など、円滑な事業実施に向けて取り組んだ。
今後、各団体が対面とオンラインを同時に行
うハイブリット方式を採用したり、YouTubeに
よる活動内容の公開など、さらに強化する必
要がある。

160 224 政策
局

かなが
わ県民
活動サ
ポートセ
ンター

コミュニ
ティ・カ
レッジ事
業

地域におけるさまざまな課題
の解決や、地域の活性化に
向けた取組みを行うボラン
ティアやＮＰＯ等の人材の育
成等を行うため、県民の学び
の場である「かながわコミュニ
ティカレッジ」を開催する。

・主催講座　23講座実施
・連携講座　10講座実施

・特別講座　1講座実施

人生100歳時代において、子
どもから大人まで生き生きと
充実した人生を送ることがで
きるよう、県が市町村、大学、
民間企業、ＮＰＯ等と連携し、
「学びの場」や「活動の場」の
創出に向けて取り組み、コミュ
ニティに参加しやすい環境づ
くりを行う。

158 「人生100
歳時代の
設計図」
推進事業

いのち・
未来戦
略本部
室

政策
局

④「人生100歳時代」に向けた取組み

(成果)
〇 ネットワークの参加機関数が25団体
（2017年度）から155団体（2022年度）まで拡
大するとともに、メンバーによる自発的なプロ
ジェクト「この指とまれプロジェクト」が順調に
進捗している。
〇 また、コロナ禍でも「定例意見交換会」を
オンラインでの実施に切り替えることで、ネッ
トワークメンバー同士のコミュニケーション機
会をつくり、メンバー同士の連携を促した。
〇 さらに、生涯学習などの「学びの場」の情
報と、各種ボランタリーなどの「活動の場」の
情報を総合的に提供するために開設した
ポータルサイトについては、2020年度以降、
イベント・コミュニティ運営サービス「Peatix」
内に開設した特設ページに機能を移管し、
より効果的かつ持続可能な発信につなげる
ことができた。

（今後に向けて）
〇　参加団体や地域が抱える課題やニーズ
を的確に把握するとともに、団体間の連携を
より一層促進させるため、コミュニケーション
の場を定期的に設けていく必要がある。
〇　また、 「この指とまれプロジェクト」につい
ては、2023年度以降もより多くの様々なプロ
ジェクトがネットワークの中から生み出され、
広く展開し、地域課題の解決につなげていく
必要がある。併せて、そこで得た成果をネッ
トワークメンバーはもとより、メディア等とも連
携しながら効果的に発信する必要がある。
〇　こうした、具体的な取組→地域課題の解
決→PR を行うことで、ネットワークの価値向
上に寄与し、結果として参画メンバーの拡大
にもつながると考える。

〇かながわ人生100歳時代ネットワー
クの運営
　【定例意見交換会】
　・「この指とまれプロジェクト」の提案
やネットワークメンバー同士の交流の
場として「定例意見交換会」をオンラ
インで開催した。（12回）
　・意見交換テーマ数：55（高齢者の
デジタルデバイド問題等）
　・参加者数：延べ459人
　【この指とまれプロジェクトの実施】
　・多世代交流拠点の活用や高齢者
の社会参加を促す取組など、計１６
件の提案があった。
　【ネットワークメンバーの拡大】
  ・2022年度（155団体）※23団体追
加

〇【神奈川県×Peatix特設ページ
「好きかも！を見つけよう※」での情
報発信】
　＜内容＞
　(1)人生100歳時代の生き方の参考
となる著名人インタビュー
　(2)イベント・コミュニティへの参加で
意識や行動が変わった人 の「ストー
リー」
　(3)県内のおすすめイベント・コミュ
ニティ
  ※年間ページビュー数：34,089

※「かながわ人生100歳時代ポータ
ル」は2019年度で休止。2020年度以
降は、PeatixJapan（株）（2019年８月
21日に県と協定締結）が運営するイ
ベント・コミュニティ運営サービス
「Peatix」の中に開設された特設ペー
ジ「好きかも！を見つけよう」にコンテ
ンツを移管。

＜延べ受講者数＞
・2018年度　1,331名
・2019年度　1,445名
・2020年度　797名
・2021年度　932名
・2022年度　1,003名

令和２年度（2020年度）より、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止策を講じた上で、講座
を実施した。
今後も引き続き、オンライン講座の実施な
ど、より県民のニーズに応じた講座編成を
行っていく必要がある。
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161 産業
労働
局

産業振
興課

シニア起
業家支援
事業

人生100歳時代を見据えて、
シニア層による起業を積極的
に生み出していくため、シニ
アを対象としたビジネスコンテ
スト等を開催する。

令和２年度からは事業未実施。
シニア層からの起業に関する相談が
あった際は、神奈川産業振興セン
ターや各地の産業振興財団の窓口
を案内した。また県が実行委員として
参画している、神奈川産業振興セン
ター主催の「かながわビジネスオー
ディション」にて、シニアからの応募も
受け付けている。

平成30年度から令和元年度において、シニ
ア起業家向けのセミナーやビジネスグランプ
リを実施。これらの事業への参加をきっかけ
に起業し、売上が1,000万円を超える企業を
創出できていることから、シニア層の起業支
援という観点からは一定の成果があった。一
方で、起業した全ての企業が１～２名で事業
を実施しているため、雇用の創出に繋がっ
ているとは言い難い。今後はシニアに特化し
た事業は実施しないものの、起業のステージ
に合わせた支援事業を引き続き実施する。

162 教育
局

高校教
育課

ハイスクー
ル人材バ
ンク事業

学校の教育力の向上を図り、
生徒一人ひとりに目の行き届
いた教育支援を推進するた
め、専門的・実践的な知識を
有する民間企業経験者や豊
富な社会経験を有する地域
人材などを活用する。

県立高校36校で「かながわハイス
クール人材バンク」を活用し、学習支
援員やスクールキャリアカウンセラー
による、学習支援や進路支援を行
い、きめ細かな指導を実現するととも
に、教員の業務負担の軽減を図っ
た。

かながわハイスクール人材バンクを更に活用
するため、引き続き、学校のニーズと登録者
の適切なマッチングが課題である。
また、国庫補助金を活用した事業であるた
め、申請通りに補助がなされない場合、十分
な配置ができないことも課題である。
今後、学校のニーズと登録者のマッチングを
工夫していくとともに、国の動向を見据えな
がら、十分な財政措置を講じるよう国へ要望
していく。

163 教育
局

生涯学
習課

県立社会
教育施設
の取組み

多様化・高度化する県民の学
習ニーズに応えるため、金沢
文庫や生命の星・地球博物
館などの県立社会教育施設
において、各施設の機能と特
色をいかした講座を実施する
など、生涯学習を推進する。

県立社会教育施設において、各施
設の機能と特色をいかした講座等を
実施した。
なお実施の可否は、新型コロナウイ
ルス感染症の状況等を踏まえて判断
し、実施する場合は感染防止対策に
万全を期した上で実施した。

・各施設の機能や特色を生かし実施した社
会教育施設公開講座については、受講者ア
ンケートを取った結果、５年間を通して９割以
上が「満足」又は「やや満足」と回答してお
り、高い評価を得た。

164 教育
局

県立図
書館

「人生100
歳時代」を
支える県
立図書館
事業

「人生１００歳時代の設計図」
における「学び直し」の視点か
ら県立図書館の強みを生かし
た施策展開をする。

県立図書館新本館の開館に合わせ
て、学びを深める仕掛けとして、新規
事業「Lib活 after５ゼミ」を開始した。
また、「学び直し」にかかる資料は、
「自分に相応しいテーマを見つける」
ための資料として、各分野の課題や
最新状況が判るような入門書、平易
な論文集などを収集した。

・講座「大人の社会科」事業を引き継ぐ形
で、令和４年度より、新規事業「Lib活」講座
を展開した。
・「学び直し」にかかる資料は、当館が従来
収集してきた専門資料への橋渡し的なもの
でもあるため、今後とも収集・整備していく。

165 再掲 20
39
178

福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

大学等に
おけるライ
フキャリア
教育の支
援

固定的な性別役割分担意識
にとらわれず、個性と適性に
応じたキャリア（生涯にわたる
生き方）を選択できるよう、大
学等におけるライフキャリア教
育を支援する。

・大学生向けに啓発冊子を印刷、配
布
・高校生向けに啓発冊子をデータに
て配布
・大学へのライフキャリア教育外部講
師派遣（派遣回数：２大学２回）
・高校におけるライフキャリア出前講
座の実施（実施回数：１高校１回）
・中学におけるライフキャリア出前講
座の実施（実施回数：４中学校４回）

コロナ禍で感染状況を鑑み、外部講師派
遣、出前講座が実施できない状態が続いた
が、R４年度は外部講師派遣、出前講座を共
に実施することができた。特に、中学向けの
出前講座は試行以外での初めての実施で
あり、実施校には教師、生徒共に一定の評
価を得られた。
引き続き、外部講師派遣、出前講座を実施
を促していく。

166 再掲 51
63
110

産業
労働
局

雇用労
政課

中高年齢
者の就業
支援

求職中の中高年齢者、定年
退職前後の方を対象に、多
様な働き方の支援を実施す
る。

シニア・ジョブスタイル・かながわにお
ける40歳以上の方を対象とした相談
等の実施
・キャリアカウンセリング（総合相談）
（延べ利用者数7,043人）
・専門相談（創業、年金税金など）
（相談件数：106件）
・再就職支援セミナー（36回実施、受
講者延べ1,117人）
・適性診断
・地域出張相談　など
シルバー人材センターの育成指導

求職中の中高年齢者、定年退職前後の方を
対象に、多様な働き方の支援を実施し、総
合相談件数は過去最高を記録した。
令和５年度も、引き続き中高年の就業を支援
する。
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167 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

メディアに
おける男
女共同参
画社会実
現のため
の施策の
推進

メディアによってもたらされる
情報が社会に与える影響は
極めて大きいため、男女共同
参画社会の実現に向けて、メ
ディアの側の人権に関する正
しい理解と社会への影響力の
認識、それに基づく適切な対
応が不可欠であることを鑑
み、国に対して提案を行う。

メディアに対し、男女共同参画に関
する理解や自主的取組みを促すな
ど、働きかけを強化することについ
て、国へ提案を行っていたが、メディ
アへも男女共同参画が一定程度普
及していると考えられるため、国への
提案は行わなかった。

168 222 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同
参画施策
推進者研
修・会議

かながわ男女共同参画セン
ターの事業及び各市町村の
事業について情報等を共有
するとともに、男女共同参画
についての施策能力の向上
等を図る研修を実施し、効果
的な事業展開を図るとともに、
県と市町村並びに市町村相
互の連携強化を図る。

男女共同参画施策推進者研修実施
(研修１回/42名）

169 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同
参画
フォーラム

男女共同参画の今日的課題
解決の手がかりとなる課題に
ついて、男女共同参画社会
の実現を推進するため、講演
会等を実施する。

令和４年度、事業計画なし。 コロナの影響等により、事業を中止したが、
市町村連携事業等を通して、男女共同参画
の今日的課題解決の手がかりとなる課題に
ついても啓発が可能であることから、本事業
は市町村連携事業と統合する。

170 177 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同
参画研修
用教材の
提供

市町村や学校等において、
男女共同参画について理解
を深め、男女共同参画に向け
た取組みを進めることのでき
る研修用教材を提供する。

男女共同参画について一般向けの
研修用教材(powerpoint版)を用意
し、それぞれ希望に応じて提供。

・希望に応じて研修用教材を提供すること
で、あらゆる組織での男女共同参画の取組
を推進した。
・令和４年度は内容の見直しを行い、「アンコ
ンシャス・バイアス ～男女共同参画の視点
から～」を作成し、日常における様々なアン
コンシャス・バイアスの事例を取り入れること
で、より広い範囲で活用できるよう教材を更
新した。
・引き続き希望に応じた研修用教材を提供
する。

171 再掲 14 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

かながわ
女性の活
躍応援団
支援事業

・全体会議の開催（１回/21名）
・啓発講座等の実施（４回/844名）
・かながわ女性の活躍応援団団員企
業等担当者交流会（１回/25名）
・かながわ女性の活躍応援団冊子の
作成（5,000部）
・女性の活躍応援サポーター登録の
推進（59名（令和５年3月31日時点））
・応援サポーター企業　セミナー＆交
流会（１回/17名）

172 再掲 217 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

地域にお
ける啓発
活動の促
進

地域における男女共同参画
社会の実現に向けて市町村
やＮＰＯ等と連携して、地域の
実情に応じた講演会や講座
等の啓発事業を実施する。

男女共同参画推進市町村連携事業
の実施（19回/675人、動画視聴回数
310回）

・コロナ禍においても必要に応じて、オンライ
ン等を活用することにより、男女共同参画社
会の実現に向けて、市町村やＮＰＯ等と連携
して地域の実情に応じた講演会や講座等の
啓発事業を実施できた。
・引き続き今日的課題解決の手がかりとなる
視点も含め、地域の実情に応じた講演会等
の啓発事業を実施する。

施策の基本方向１　固定的性別役割分担意識解消のための意識改革

重点目標４　男女共同参画社会実現に向けた意識改革と基盤整備

①男女共同参画社会の実現に向けた意識の醸成

・コロナ禍においてもオンラインを活用して研
修を実施することで、市町村と男女共同参画
に関する情報共有及び相互の連携を強化
することができた（令和２年度はコロナのため
実施せず）。
・令和４年度は研修テーマを防災関連とした
ことから、各市町村の男女共同参画担当部
署の職員だけでなく、防災担当部署の職員
も研修に参加し、防災分野における男女共
同参画の重要性について周知できた。
・今後もオンラインを活用しながら、研修等を
実施する。

・コロナの影響等により、事業の中止・縮小
があったが、オンラインツール等の活用によ
り、交流会や全体会議、啓発講座等を開催
し、県内企業等の女性活躍推進を継続的に
後押しできた。また、冊子の作成等を通し
て、コロナ禍における応援団企業等の先進
的な取組を県内企業等に向けて発信した。
・近年のジェンダー平等への意識の高まりや
多様な性の考え方等を考慮し、女性活躍推
進のみならず、ダイバーシティ推進に関する
取組についても検討する必要がある。

女性が活躍する取組に積極
的で、神奈川県にゆかりのあ
る大企業等のトップが参加す
る「かながわ女性の活躍応援
団」が女性の活躍推進の社会
的ムーブメントのさらなる拡大
のため、応援団員自らが参加
する全体会議の開催や、啓
発講座への講師派遣、トップ
が自主的に参加できる「かな
がわ女性の活躍応援サポー
ター」への登録等を実施す
る。
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173 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

男女共同
参画に配
慮した行
政刊行物
の作成

行政自らが行う広報や県民に
提供する刊行物等について、
人権や男女共同参画の観点
から適切な表現をするように
配慮する。

男女共同参画の視点から適切な表
現がされるよう、行政刊行物を作成
する際の相談を実施した。
相談件数：２件

LGBTQへの理解の広がりをはじめ社会の多
様化が進んでいる一方、男女の固定的な性
別役割分担意識の考え方はまだ根強い。引
き続き、男女共同参画の視点から適切な表
現がされるよう、行政刊行物を作成する際の
相談を実施するとともに、多様化に合わせた
表現等にも配慮する必要がある。

174 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同
参画に関
する行政
資料等の
提供

男女共同参画に関する行政
資料等を収集・整理し、県民
の利用に供する。

・男女共同参画などに関する行政資
料等の収集、整理を行い、情報提供
や貸出を実施
・インターネットを活用し蔵書検索や
資料・交流コーナー情報を提供
・講座、セミナー等開催時に関連した
図書を紹介

・コロナによる休館もあったが、男女共同参
画に関する行政資料等を収集・整理を行
い、資料・交流コーナーの運営を通して、男
女共同参画に関する情報提供を行った。
・引き続きより多くの県民の利用に供すること
ができるよう、ホームページ等により所蔵して
いる図書等の周知を行う。

175 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

か な が わ
男 女 共 同
参 画 セ ン
ターだより
「かなテラ
ス レ ポ ー
ト」の発信

男女共同参画についての情
報と、かながわ男女共同参画
センターの事業等を掲載した
広報誌「かなテラスレポート」
を作成し、ホームページで発
信する。

かながわ男女共同参画センターだよ
り「かなテラスレポート」を作成し、
ホームページ上で発信（３回）

・男女共同参画についての情報と、かながわ
男女共同参画センターの事業等を掲載した
広報誌「かなテラスレポート」を作成し、ホー
ムページで発信した。
・引き続き必要な情報を定期的に発信する。

176 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男 女 共 同
参 画 に 関
す る 調 査
研 究 ・ 情
報発信

男女共同参画の推進を図る
ため、当センターや関係部
局、市町村等の施策や事業
に必要なデータの提供や、男
女共同参画社会を推進する
ための課題解決に向けた調
査研究・情報発信を行う。

・「かながわジェンダーダイバーシ
ティ・データベース」の更新・公表
・職場のためのパパの育休ガイドを
作成し、ホームページ掲載により情
報提供を実施

・県内女子中高生の理工系志望を促進・支
援する出前講座の効果調査、男性の育休取
得啓発冊子作成、女性の就業継続・キャリア
アップの取組みに関する日本と欧州諸国の
比較など、課題解決や施策・事業に活かせ
る調査研究を実施した。
・引き続き優先度の高い今日的テーマに関
する調査研究を行う。

177 再掲 170 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同
参画研修
用教材の
提供

市町村や学校等において、
男女共同参画について理解
を深め、男女共同参画に向け
た取組みを進めることのでき
る研修用教材を提供する。

男女共同参画について一般向けの
研修用教材(powerpoint版)を用意
し、それぞれ希望に応じて提供。

・希望に応じて研修用教材を提供すること
で、あらゆる組織での男女共同参画の取組
を推進した。
・令和４年度は内容の見直しを行い、「アンコ
ンシャス・バイアス ～男女共同参画の視点
から～」を作成し、日常における様々なアン
コンシャス・バイアスの事例を取り入れること
で、より広い範囲で活用できるよう教材を更
新した。
・引き続き希望に応じた研修用教材を提供
する。

178 20
39
165

福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

大学等に
おけるライ
フキャリア
教育の支
援

固定的な性別役割分担意識
にとらわれず、個性と適性に
応じたキャリア（生涯にわたる
生き方）を選択できるよう、大
学等におけるライフキャリア
教育を支援する。

コロナ禍で感染状況を鑑み、外部講師派
遣、出前講座が実施できない状態が続いた
が、R４年度は外部講師派遣、出前講座を
共に実施することができた。特に、中学向け
の出前講座は試行以外での初めての実施
であり、実施校には教師、生徒共に一定の
評価を得られた。
引き続き、外部講師派遣、出前講座し、ライ
フキャリア教育の支援を行う。

179 21 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

男女共同
参画教育
の推進

子どもの頃から男女共同参画
意識を育むため、男女共同
参画教育参考資料を作成し、
政令市内を除く県内の全小
学校に配布する。

男女共同参画教育参考資料「こんな
子いるよね」を、横浜・川崎・相模原
市を除く県内の全小学校（5年生を対
象）に配布した（（29,930部作成、394
校に配布）。

・男女共同参画教育参考資料を横浜・川崎・
相模原市を除く県内の全小学校（5年生を対
象）に配布してきたが、2019年度末配布時よ
り、アンケートを実施。アンケートでは(概ね
好意的な)評価をいただいているが、改善点
の意見もあり、反映可能なものから対応して
いく。

②男女共同参画の理解を深めるための情報収集・提供

施策の基本方向２　子ども・若者に向けた意識啓発

①子ども・若者に向けた男女共同参画意識の醸成

・大学生向けに啓発冊子を印刷、配
布
・高校生向けに啓発冊子をデータに
て配布
・大学へのライフキャリア教育外部講
師派遣（派遣回数：２大学２回）
・高校におけるライフキャリア出前講
座の実施（実施回数：１高校１回）
・中学におけるライフキャリア出前講
座の実施（実施回数：４中学校４回）
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180 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

メディアリ
テラシー
講座の開
催

人権の尊重や固定的な性別
役割分担意識の解消に向け
て、メディアが発信する情報
を男女共同参画の観点から
読み解き、主体的に評価する
能力の向上を図るための講
座を実施する。

メディアリテラシー講座（中高生向
け）の実施（８回/905名）

・人権の尊重や固定的な性別役割分担意識
の解消に向けて、メディアが発信する情報を
男女共同参画の観点から読み解き、主体的
に評価する能力の向上を図るための講座を
実施した。
・例年、アンケート結果も良好であるため、
引き続き、参加者アンケートの意見を活かし
た事業を展開する。

181 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

若年層向
け普及啓
発事業

今後の働き方を考えてもらう
機会とするため、「かながわ女
性の活躍応援団」と連携して
啓発講座等を実施する。

・進路説明会等を活用した出前講座
の実施（２回/715名）

・講座の実施により、性別に関わらず自分ら
しい生き方や働き方を考える機会を提供す
ることができた。
・例年、アンケート結果も良好であるため、引
き続き、参加者アンケートの意見を活かした
事業を展開する。

182 福祉
子ど
もみ
らい
局

青少年
課

青少年有
害情報閲
覧防止等
対策の促
進

青少年がインターネット上の
有害情報を閲覧すること等を
防ぐため、青少年に利用させ
るスマートフォン等インター
ネット利用端末にフィルタリン
グを設定する等の措置を設け
るよう、事業者への指導や保
護者への周知啓発を実施す
る。

①立入調査等の実施
青少年保護育成条例に基づくイン
ターネットカフェ等への立入調査・指
導等の実施
②広報啓発
条例周知用リーフレット作成・配布
・小学１年生向けちらし 114,000部
・中学１年生向けちらし 97,500部
・同リーフレット 103,700部

スマートフォン利用の若年齢化が進む中、終
わりの無い啓発であり、引き続き、新たにス
マートフォンに接する小学生、使用率が高く
なる中学生を対象とした啓発を行った。

183 教育
局

高校教
育課

キャリア教
育の推進
[生徒向
け]

・全県立高校におけるキャリア教育の
推進
・「県立高等学校等進路指導説明
会」の開催

※新型コロナウイルス感染症拡大防
止対策を講じた上で、説明会や就業
体験活動を実施。

今後も事業を継続し、新型コロナウイルス感
染拡大防止を踏まえたキャリア教育の推進・
進路指導の充実を図る。

184 教育
局

生涯学
習課

家庭教育
の重要性
への理解
を深める
ための支
援

子どもの「生きる力」の基礎的
な資質や能力を培う「家庭」の
教育力の充実のための学習
資料を発行し、男女平等意識
などについても中学生の保護
者等に対し必要な情報提供・
啓発を行う。

家庭教育学習資料｢家庭教育ハンド
ブック　すこやか」の作成と配付
・内容　思春期の特徴、子どもと保護
者の関係、保護者の役割等
・配付対象　中学新入生の保護者
（政令市を除く）
・発行部数　41,500部

 「家庭教育ハンドブックすこやか」を配付し、
アンケートを行ったところ、
 家庭教育の推進に役に立つと思うとの回答
が約９割（2018年度～2022年度）であり、保
護者の役に立てることができた。
 子育てに関し悩みや不安を抱える保護者
の方に向けて情報提供による支援をする必
要があるため、今後もハンドブックの作成、
配付を継続し、普及啓発を図っていく。

185 選挙
管理
委員
会

選挙管
理委員
会

選挙啓発
事業

各種選挙が公正かつ適正に
行われるように、選挙人、特に
若年層の政治意識を高める
ために行う。

・児童・生徒を対象としたポスターコ
ンクールの実施。2,123点の応募が
あった。
・県ホームページ内「18歳選挙権特
設ページ」による啓発を行った。

引き続き実施

186 再掲 54 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

「職場に
おける男
女共同参
画」研修
用教材の
提供

市町村職員等が職場におけ
る男女共同参画について理
解を深め、男女共同参画に
向けた取組みを進めることの
できる研修用教材を提供す
る。

「職場における男女共同参画」及び
「職場におけるアンコンシャス・バイア
ス～男女共同参画の視点から～」の
研修用教材を、それぞれ希望に応じ
て提供

・希望に応じて研修用教材を提供すること
で、各組織での男女共同参画の取組を推進
した。
・令和４年度に「職場におけるアンコンシャ
ス・バイアス～男女共同参画の視点から～」
については事例を追加し、職場だけでなくあ
らゆる組織で活用できるよう教材を更新し
た。
・引き続き希望に応じた研修用教材を提供
する。

生徒の望ましい勤労観・職業
観を育てるとともに、生徒一人
ひとりが、固定的な性別役割
にとらわれず、個性と適性に
応じて進路を選択できるよう、
各校ごとのキャリア教育実践
プログラムや就業体験などの
体験活動の充実を進めるとと
もに、かながわキャリア教育体
験発表会の開催などの取組
を通じて、キャリア教育の推
進・進路指導の充実を図る。
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188 教育
局

行政課 人権教育
の推進

・順調に進捗している。

189 教育
局

行政課 男女共同
参画推進
教育研修
の充実

教職員の意識啓発と男女共
同参画教育を実践する上で
の課題解決を図るため、男女
共同参画教育についての研
修を行う。

・人権教育指導者養成研修講座（人
権教育担当者等26名が参加し、男
女共同参画社会実現に触れた１回を
含む、全８回の実施）
・県市町村人権教育担当者研修会
（人権教育担当者等31名が参加し、
男女共同参画社会実現に触れた１
回を含む、全４回の実施）

・順調に進捗している。

190 137
216

教育
局

行政課 人権教育
指導者養
成研修講
座の実施

人権教育の推進を図るため
の指導者を養成する研修を
実施

県教育局及び教育機関、市町村教
育委員会に所属する指導主事、社
会教育主事、事務職員及び人権教
育研究校の教職員を対象に開催
（人権教育担当者等26名が参加し、
男女共同参画社会実現に触れた１
回を含む、全８回の実施）

順調に進捗している。

191 138 教育
局

行政課 人権教育
研修講座
の実施

人権問題に対する正しい理
解を深めるために人権教育
担当者等に研修を実施する。

・県市町村人権教育担当者研修会
（人権教育担当者等31名が参加し、
男女共同参画社会実現に触れた１
回を含む、全４回の実施）

・順調に進捗している。

192 教育
局

高校教
育課

性差によ
らない名
簿の導入
の推進

学校での活動全般にわたり、
男女平等・人権尊重の基盤
に立った人間形成を図るた
め、 性差によらない名簿の導
入を進める。

全ての学校で「性差によらない名簿」
を導入

既に実現済みであるため廃止
（行政課と調整済みです）

教育
局

187

②学校現場における基盤整備

①
順調に進捗している。

②
被害者の救済を最優先に考え、被害者を含
む当事者にとって、適切かつ効果的な対応
は何かという視点を常に持ち相談に応じた。
被害を深刻化させたり拡大させたりしないよ
うに、正確な情報収集と迅速かつ適切な対
応を心掛けた。相談内容をまとめ、関係課と
情報共有することで、再発防止につなげた。
引き続き、相談の内容を予防や再発防止に
繋げられる手立てを模索していく。

・総合教育センターより県立学校・教育事務
所・市町村教育委員会・相談窓口掲載機
関・教育機関に送付

①
・教職員向け啓発資料を全県立学校
へ配付
・教育実習生向け啓発用チラシを全
県立学校へ配付
・県立学校掲示用の啓発ポスターを
全県立学校へ配付
・県立高等学校（全日制・定時制・通
信制）、県立中等教育学校 （後期課
程）、県立特別支援学校（高等部）の
すべての生徒（約118,400人）を対象
に、アンケートを実施。
・県立学校人権教育校内研修会に
対する支援
・外部講師への報償費の負担、講師
の派遣
②
・県立学校におけるセクシュアル・ハ
ラスメントに関する相談窓口による相
談を実施。Ｅメール相談は22件、電
話相談は22件、合計44件に対応。

・児童・生徒向け啓発資料の配付

県立学校におけるセクシュア
ル・ハラスメントの防止に取り
組む。

県立学校
における
セクシュア
ル・ハラス
メント防止
対策

①行政
課
②総合
教育セ
ンター

・人権教育指導者養成研修講座（人
権教育担当者等26名が参加し、男
女共同参画社会実現に触れた１回を
含む、全８回の実施）
・県立学校人権教育校内研修会に
対する支援
　外部講師への報償費の負担、講師
の派遣
・人権教育ハンドブックをホームペー
ジに掲載し研修会等で活用。県立学
校掲示用の啓発ポスターを配付。高
校生向け人権学習ワークシート集の
配付。

人権が真に尊重される社会
の実現をめざし、学校・地域
等において、より充実した人
権教育が推進できるよう人権
教育の指導者を養成すること
を目的とした人権教育指導者
養成研修講座を実施し、その
中に「女性の人権について」
というテーマを設ける。
また、県立学校人権教育校
内研修会に対し、講師の派遣
などの支援を行う。
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194 教育
局

総合教
育セン
ター

教育相談
の実施

学校・家庭・地域における、い
じめや不登校、子育てに伴う
保護者の悩みや教育上の課
題について、助言や情報の
提供、カウンセリング、コンサ
ルテーション、医療相談等を
通して、教育的・心理的な支
援を実施

・学校・家庭・発達等に関する教育相
談を電話、来所、Ｅメール、学校訪問
等で受け、計10,208件に対応。
・コンサルテーションとして、学校訪
問を32校で実施。
・教職員等が精神科医に相談する医
療相談を27件実施。

・コロナ禍においても、相談者のニーズに応
え、安心・安全を第一に相談を実施した。感
染予防を徹底しながら、学校や家庭におけ
る子どもの様々な悩みや困りごとへ丁寧に対
応した。また、学校訪問相談等を通して、子
どもを支える学校や教職員の相談に対応し
た。
引き続き、相談者のニーズに応えられるよう
相談を実施する。

195 教育
局

総合教
育セン
ター

キャリア教
育の推進
[教員向
け]

県立学校及び中等教育学校
において、固定的な性別役
割にとらわれることなく、社会
的・職業的自立に必要な資
質・能力を育てるキャリア教育
プログラムの充実を図るため、
キャリア・シチズンシップ教育
に係る教員研修を実施

・「キャリア・シチズンシップ教育研修
講座」（全１回、半日日程）をオンライ
ン（オンデマンド）型にて実施（受講
対象者　高・中等教育の総括教諭ま
たは教諭、各課程１人）　160名受講

・研修内容や実施時期について検討する。

196 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

講座・
フォーラム
等におけ
る託児室
の設置促
進

子育て期の親が、育児を心配
することなく講座・フォーラム
等に参加できるよう、託児の
設置を促進するため、「県が
実施する事業における託児
に関する方針」の周知を行う
とともに、実施状況等につい
て把握・周知する。

・「県が実施する事業（講座、フォーラ
ム等）における託児に関する方針」の
周知を行った。
・託児室設置状況調査を実施した。

・特になし

197 福祉
子ど
もみ
らい
局

次世代
育成課

保育所等
の整備促
進

待機児童を解消するととも
に、多様な保育ニーズに対応
するため、保育所の整備等を
進める市町村の取組みを支
援する。

待機児童の削減のため、引き続き保
育環境の整備を推進していく市町村
を支援

保育所等利用待機児童数は減少しているも
のの、解消にはいたっていないため、事業を
継続する。

198 79 福祉
子ど
もみ
らい
局

次世代
育成課

県条例に
よる企業
の子育て
支援の促
進

県条例に基づき、子育て支援
の取組みを進める企業の認
証制度に取り組む。

従業員のための子ども・子育て支援
を制度化している事業者を県が認証
し、その取組みを登録・公表すること
により、仕事と子育ての両立が可能
な職場環境の整備を図った。(R4年
度認証件数…6件）

仕事と子育ての両立が可能な職場環境の整
備を図るため、引き続き事業を継続する。

199 福祉
子ど
もみ
らい
局

次世代
育成課

多様な
ニーズに
対応した
保育サー
ビスの充
実

保育ニーズの多様化に対応
するため、保育所が行う延長
保育、病児保育などの保育
サービスの拡充を図る。

保護者等の就労の有無にかかわら
ず、すべての子育て家庭や子どもに
対する子育て支援を充実するため、
地域子ども・子育て支援事業を実施
する市町村が地域のニーズに合った
事業を円滑に行うことができるよう、
市町村に対して支援を行った。

保育ニーズの多様化に対応するため、事業
を継続する。

教育
局

・「初任者研修講座」 講義「人権教
育」をオンライン（オンデマンド型）に
て実施　（受講対象者　小・中・高・中
等教育・特別支援学校の教諭、養護
教諭、栄養教諭）　946名受講
・「中堅教諭等資質向上研修講座」
講義「人権教育」をオンライン（オン
デマンド型）にて実施（受講対象者
小・中・高・中等教育・特別支援学校
の教諭、養護教諭、自立活動教諭、
栄養教諭）　930名受講
・「新任教頭研修講座（県立学校）」
講義「人権教育の推進」（全１回50分
程度）の実施　61名受講
・「新任指導主事研修講座」講義「人
権教育の推進」（全１回１時間50分程
度）の実施　99名受講

・初任者研修の弾力化等を踏まえ、講座の
形態や実施時期、受講する年次等について
検討する。
・研修内容や実施時期について検討する。

193

施策の基本方向３　育児・介護等の基盤整備

①育児等の基盤整備

男女平等教育についての意
識の啓発を図り、学校におい
てその推進に役立てるため、
男女平等教育に係る研修講
座を実施

男女平等
教育研修
の充実

総合教
育セン
ター

60
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200 福祉
子ど
もみ
らい
局

次世代
育成課

放課後児
童対策の
充実

保護者が昼間家庭にいない
小学校就学児童等に放課後
の居場所を提供する放課後
児童健全育成事業（放課後
児童クラブ）を実施推進する
経費を市町村に対して助成
する。

放課後児童クラブを設置・運営して
いる市町村に対し、放課後児童クラ
ブの運営費助成を行った。

放課後児童クラブの登録児童数は年々増加
しており、今後も需要の増加が見込まれるこ
とから、引き続き事業を継続する。

地域限定保育士試験や子育て支援員研修
等の実施により人材確保に努めているが、
今後もニーズの増加が見込まれるため、引き
続き保育士等の子育て支援人材の確保が
必要であり、併せて保育の質の向上を図る
ため、事業を継続する。

・年3回目の保育士試験とし
て、国家戦略特区を活用した
県独自の地域限定保育士試
験を実施し、県内の保育士確
保を図る。
・一定の経験を積んだ保育士
等を対象に、アレルギー、虐
待、乳児保育など各分野のス
ペシャリスト（保育エキスパー
ト）等を養成し、保育の質の公
表と就業継続の支援を図る。
・子育て支援分野の各事業に
従事する子育て支援員や放
課後児童クラブに配置が必要
な放課後児童支援員等の資
格を付与する研修を実施す
る。

次世代
育成課

福祉
子ど
もみ
らい
局

201

福祉
子ど
もみ
らい
局

202 次世代
育成課

待機児童
対策の推
進

保育士を
はじめとし
た子育て
支援人材
の確保育
成

保育所等利用待機児童数は減少しているも
のの、解消にはいたっておらず、また保育の
質のさらなる向上を図るため、事業を継続す
る。

全国共通の試験（年２回）に加えて、
年３回目となる県独自の地域限定保
育士試験を実施し、2,781人の受験
者、371人の最終合格者があった。

保育エキスパート等研修を、8分野計
60講座、定員6000人規模で実施し
た。

保育エキスパート等研修を実施する
にあたっての、保育士が研修に出席
する際の代替保育士の雇用経費を
補助した。

保育士・保育所支援センターにより、
計６回の就職相談会や就職支援セミ
ナーを開催し、無料職業紹介事業も
含めた採用実績は、計60名であっ
た。

子育て支援員研修を、４期、計23
コース研修を開催、1,304人が受講し
た。

放課後児童支援員認定資格研修を
５地域において年14回開催し、1,241
人の修了認定を行った。

・地域型保育事業の卒園時
の受け皿を確保するとともに
保育の質の向上を図るため、
保育所・認定こども園に加
え、新たに幼稚園を対象に、
連携に要する経費の一部を
補助する。
・０歳児の保育所等への受入
れを促進するため、年度途中
に定員超過して受け入れるた
めの保育士を年度当初から
雇用する保育所等に対し、保
育士の雇用経費を補助する。
・待機児童対策を推進するた
め、保育所の緊急整備や認
定こども園の整備等を支援す
る市町村に対して補助する。
・認可外保育施設に対して、
重大事故の防止を目的とした
研修の実施や、睡眠中、食事
等の重大事故が発生しやす
い場所での巡回指導を行う。

・地域型保育事業連携対策緊急支
援事業費補助は廃止
・低年齢児受入対策緊急支援事業
費補助事業の実施により、待機児童
の多くを占める０歳児の待機児童解
消を図った。
・賃貸物件において保育所等の運営
を行う場合、都市部など局地的に賃
借料の実勢価格と公定価格の額が
乖離している地域について、その乖
離分を補助し、安定的な運営に資し
た。
・引き続き保育所の緊急整備等を支
援する市町村に対して補助すること
で、保育の受け皿確保を図った。
・死亡事故等の重大事故の防止を内
容とした研修の実施や睡眠中、食事
中、水遊び中等の重大事故が発生
しやすい場面での巡回支援を行っ
た。
研修参加人数61名。
巡回実施施設数267施設（目標達成
率99.6％）

61
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203

204 健康
医療
局

医療課 院内保育
の推進

看護職員等の子育てを支援
することにより、看護職員等の
就業の継続や再就職の促進
を図るため、院内保育事業運
営費のうち、保育士等の給与
費の一部を補助する。

・補助対象：日赤、厚生連、共済組
合、学校法人、医療法人等
・補助件数：１１6施設

早朝・夜間の勤務が生じる医療従事者が、
子育てをしながら働き続けられる職場環境の
整備を支援するため、引き続き補助を継続し
ていく必要がある。

205 産業
労働
局

雇用労
政課

家事支援
外国人受
入事業

女性の活躍促進や家事支援
ニーズへの対応 等の観点か
ら、 国家戦略特別区域制度
を活用して、外国人家事支援
人材の試行的受入れを行う。

「第三者管理協議会」において、事
業が適正に行われるよう事業実施の
確認、監督等を行った。

・特定機関における外国人家事支援人材の
受入人数の増加や家事支援サービスの利
用回数の増加等の事業実績を上げてきた中
で、「第三者管理協議会」は監査等によっ
て、事業の適正かつ確実な実施体制を確保
してきた。
・今後も継続して、「第三者管理協議会」に
おいて、事業が適正に行われるよう事業実
施の確認、監督等を行っていく。

206 福祉
子ど
もみ
らい
局

私学振
興課

私立幼稚
園等の地
域開放事
業の促進

地域との連携を深めるため、
保護者に対する教育相談事
業や地域とのふれあい交流
事業などを行う私立幼稚園等
に対し補助する。

地域開放を実施する私立幼稚園等
に対して補助した。

地域の方々に対する子育て支援の一層の
充実が図られた。

207 福祉
子ど
もみ
らい
局

私学振
興課

私立幼稚
園等の預
かり保育
の促進

保護者の保育ニーズに応え
るため、預かり保育を実施す
る私立幼稚園等に対し補助
することにより、保護者及び私
立幼稚園等の経費負担の軽
減を図る。

預かり保育を実施する私立幼稚園等
に対して補助した。

多様な保育ニーズに対応することで子育て
支援の向上が図られた。

208 福祉
子ど
もみ
らい
局

地域福
祉課

介護支援
専門員の
業務の支
援

介護保険制度運営の要であ
る現任の介護支援専門員に
対して継続的に研修を実施
することにより、その資質の
向上を図る。また、地域包括
ケアシステムの構築に向けた
地域づくりを実践することの
できる主任介護支援専門員
を養成する。

・専門研修の実施　専門研修課程Ⅰ
７回／専門研修課程Ⅱ 17回
・再研修の実施　２回
・主任介護支援専門員研修及び主
任介護支援専門員更新研修の実施
各２回

引き続き、各研修を毎年度実施し、受講希
望者の受講機会を確保することで、介護支
援専門員の資質の向上及び主任介護支援
専門員の養成を図る。

209 福祉
子ど
もみ
らい
局

地域福
祉課

訪問介護
員の養成

介護員養成研修を行う民間
事業者等の指定を行い、研
修の受講機会を確保すること
により、養成に努める。また、
研修の指定にあたっては、一
定の基準に基づく研修事業
者の指定や指定事業者の指
導を通じて、質の高い人材の
養成を目指す。

・初任者研修事業者及び研修の指
定
・初任者研修の実施　　505回
・初任者研修修了者数　5,095名
・生活援助従事者研修事業者及び
研修の指定
・生活援助従事者研修の実施　　２
回
・生活援助従事者研修修了者数　13
名

引き続き、一定の基準に基づく研修事業者
の指定を行い、研修の受講機会を確保して
いくとともに、指定事業者の指導を通じ質の
高い人材の養成に努める。

福祉
子ど
もみ
らい
局

次世代
育成課

・市町村が実施する保育所・
幼稚園・認定こども園への給
付費の一部を負担する。
・病気や病後の児童を保護者
が家庭で保育できない場合
に病院・保育所等の付設ス
ペースで預かるための施設
整備や事業に取り組む市町
村に対して補助する。
・保護者が仕事などにより昼
間家庭にいない小学校就学
児童に放課後の居場所を提
供するため、放課後児童クラ
ブの施設整備や運営に取り
組む市町村に対して補助す
る。

②介護の基盤整備

・子ども子育て支援法に基づき、市
町村が支弁する施設型給付費等の
支給に要する費用の一部を負担す
ることにより、子どもが健やかに成長
するよう支援した。

・病児保育事業を行うために必要な
施設整備等を支援する市町村に対
して補助することで、病児、病後児の
受け皿確保を図った。

・放課後児童クラブの施設整備や運
営に取り組む市町村に対して補助を
行った。

幼児期の教育・保育の提供体制の維持のた
め、事業を継続する。

幼児期の
教育・保
育の提供
体制の確
保・充実
等
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210 福祉
子ど
もみ
らい
局

高齢福
祉課

老人福祉
施設等の
整備

人口の高齢化が急速に進行
し、在宅での介護が困難な高
齢者の増加が見込まれる
中、老人福祉施設等を着実
に整備するため、特別養護老
人ホーム、介護老人保健施
設等の民間老人福祉施設等
の整備に対し助成する。

・特別養護老人ホームの整備 補助を行うことにより施設整備を促進して、
入所待機者の減少に資する。

211 福祉
子ど
もみ
らい
局

高齢福
祉課

高齢者虐
待防止の
取組みの
推進

高齢者虐待の相談や事実確
認、養護者の支援等の対応
に関わる市町村、地域包括支
援センター、保健福祉事務所
の職員を対象に、より専門的
かつ実践的な知識・技術の習
得を目的とした研修を実施す
る。

虐待防止関係職員研修の実施（年１
回）
※オンライン開催

研修テーマについては、高齢者虐待防止部
会における委員意見を参考とし、高齢者虐
待に精通した、大学教授や弁護士、警察官
などを講師に招いた。
高齢者虐待の対応に必要な考え方や警察と
の連携など市町村職員の実務に役立つ研
修を実施することができた。
高齢者虐待は年々増加傾向にあり、また対
応困難事例も多い現状から、引き続き当該
事業について継続する。

212 福祉
子ど
もみ
らい
局

高齢福
祉課

地域包括
支援セン
ター職員
に対する
研修

地域包括支援センターに配
置される職員を対象に、事業
実施に必要な知識・技術を修
得するための研修を実施す
る。

地域包括支援センター（初任者・現
任者）研修の実施

コロナ禍でも動画配信やＺｏｏｍでの実施を
工夫し、地域共生社会の実現に向けたテー
マ等地域包括支援センター職員に必要な知
識・技術等の習得を図る内容の研修を毎年
検討しながら実施することができた。引続き
地域包括支援センター職員に役立つ研修を
実施していく。

213 福祉
子ど
もみ
らい
局

高齢福
祉課

認知症対
策の推進

認知症介護の経験者等が、
認知症の人や家族等からの
介護の悩みなど認知症全般
に関する相談を電話で行い、
認知症医療、介護の適切な
関係機関へつなぐ「かながわ
認知症コールセンター」を設
置し、精神面も含めた様々な
支援ができるよう、相談体制
を充実する。

「かながわ認知症コールセンター」に
よる電話相談の実施
（相談件数887件、開設日数154日）

「かながわ認知症コールセンター」により、認
知症の人や家族等からの介護の悩みなど認
知症全般に関する相談を受け、認知症医
療、介護の適切な関係機関へつなぐことによ
り、精神面も含め様々な支援をすることがで
きた。
引続き、コールセンター事業を実施し、認知
症の人や家族等からの相談を受け付けてい
く。

214 福祉
子ど
もみ
らい
局

高齢福
祉課

認知症高
齢者地域
対策事業

高齢者自身の認知症への不
安や、家庭における介護負担
を軽減するため保健福祉事
務所では、認知症高齢者や
その家族に対して、医師や保
健師が専門性を活用した相
談や訪問指導を行う。

・認知症疾患相談・訪問・支援事業
の実施(定例相談回数50回　随時相
談件数1032件・訪問件数延59件）　・
専門職派遣事業の実施（25回）

215 福祉
子ど
もみ
らい
局

高齢福
祉課

地域支援
事業交付
金の交付

高齢社会の進展に対応して、
要支援・要介護状態になるこ
とを予防・軽減等するため、
地域支援事業として介護予
防事業や家族介護支援、日
常生活支援のための事業を
推進するとともに地域におけ
る包括的・継続的マネジメント
機能を強化していく。

　市町村が地域支援事業（介護予
防・日常生活支援総合事業）として
実施する下記事業に対し、交付金を
交付。
・訪問型サービス
・通所型サービス
・その他生活支援サービス
・一般介護予防事業　等

・引き続き、要支援・要介護状態になることを
遅らせ、軽減し、可能な限り、地域において
自立した日常生活を営むことができるよう支
援していく。

216 再掲 137
190

教育
局

行政課 人権教育
指導者養
成研修講
座の実施

人権教育の推進を図るため
の指導者を養成する研修を
実施

県教育局及び教育機関、市町村教
育委員会に所属する指導主事、社
会教育主事、事務職員及び人権教
育研究校の教職員を対象に開催
（人権教育担当者等26名が参加し、
男女共同参画社会実現に触れた１
回を含む、全８回の実施）

順調に進捗している。

高齢者の処遇困難事例への対応が課題と
なっているため、研修会や事例検討会等
や、市町村が実施する初期集中支援チーム
会議等へ専門職を派遣するなど、市町村を
支援するとしていたが、コロナ禍になり研修
会などは中止した。しかし認知症相談では、
対面での相談件数は新型コロナの影響によ
り減少したが、電話での随時相談件数は増
加している。高齢者の増加、コロナによる外
出自粛などの影響から認知症への不安が増
加する中、高齢者や家族の不安等に対応で
きるよう、今後も継続していく。
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217 172 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

地域にお
ける啓発
活動の促
進

地域における男女共同参画
社会の実現に向けて市町村
やＮＰＯ等と連携して、地域
の実情に応じた講演会や講
座等の啓発事業を実施する。

男女共同参画推進市町村連携事業
の実施（19回/675人、動画視聴回数
310回）

・コロナ禍においても必要に応じて、オンライ
ン等を活用することにより、男女共同参画社
会の実現に向けて、市町村やＮＰＯ等と連
携して地域の実情に応じた講演会や講座等
の啓発事業を実施できた。
・引き続き今日的課題解決の手がかりとな
る視点も含め、地域の実情に応じた講演会
等の啓発事業を実施する。

218 17 政策
局

ＮＰＯ協
働推進
課

NPO活動
への支援
や情報提
供

ＮＰＯ活動を支援するため
に、相談や情報提供、説明会
等を実施する。

ＮＰＯ法人の設立・運営等に関する
相談、情報提供、説明会等の開催
（法人設立事務説明会５回開催・34
名出席、県指定・認定NPO法人制度
説明会３回開催・20名出席）

特になし

219 再掲 31 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

男女共同
参画の視
点から見
た市町村
等の地域
防災計画
への助言

県防災会議が災害対策基本
法第42条に基づく市町村地
域防災計画への修正報告を
受けた場合において、防災会
議幹事として助言を行う。

随時市町村地域防災計画に対して、
男女共同参画の視点から見た助言
を行った。

引き続き、随時市町村地域防災計画に対し
て、男女共同参画の視点から見た助言を行
う。

220 再掲 132 ①共生
推進本
部室
②青少
年課
③がん・
疾病対
策課
④雇用
労政課

NPO法人
との協働
事業の推
進

NPO法人と協働し、LGBTに
ついて理解促進を図り、就労
に際し正しい情報による適切
な支援を受けられるようにす
る。また、広く県民等にLGBT
に関して普及啓発を行う。

①令和元年度で事業終了。
②事業は令和元年度で終了。青少
年センターで実施する指導員研修で
の講師依頼や、神奈川県子ども若者
支援連携会議においてLGBT団体と
しての助言、協力等の依頼で連携。
③令和元年度末をもって事業を終了
した。
④令和２年度末をもって事業を終了
した。

221 再掲 14 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

かながわ
女性の活
躍応援団
支援事業

・全体会議の開催（１回/21名）
・啓発講座等の実施（４回/844名）
・かながわ女性の活躍応援団団員企
業等担当者交流会（１回/25名）
・かながわ女性の活躍応援団冊子の
作成（5,000部）
・女性の活躍応援サポーター登録の
推進（59名（令和５年3月31日時点））
・応援サポーター企業　セミナー＆交
流会（１回/17名）

重点目標５　推進体制の整備・強化

施策の基本方向１　多様な主体との協働

・コロナの影響等により、事業の中止・縮小
があったが、オンラインツール等の活用によ
り、交流会や全体会議、啓発講座等を開催
し、県内企業等の女性活躍推進を継続的に
後押しできた。また、冊子の作成等を通し
て、コロナ禍における応援団企業等の先進
的な取組を県内企業等に向けて発信した。
・近年のジェンダー平等への意識の高まりや
多様な性の考え方等を考慮し、女性活躍推
進のみならず、ダイバーシティ推進に関する
取組についても検討する必要がある。

女性が活躍する取組に積極
的で、神奈川県にゆかりのあ
る大企業等のトップが参加す
る「かながわ女性の活躍応援
団」が女性の活躍推進の社会
的ムーブメントのさらなる拡大
のため、応援団員自らが参加
する全体会議の開催や、啓
発講座への講師派遣、トップ
が自主的に参加できる「かな
がわ女性の活躍応援サポー
ター」への登録等を実施す
る。

①②
福祉
子ど
もみ
らい
局
③健
康医
療局
④産
業労
働局

①基金終了後の令和２年度もLGBTの子供
のための自立・就労支援事業の広報に係る
チラシ配布等、引き続き普及啓発への協力
を行った。

②青少年センターで実施する指導員研修等
において、必要に応じ、講師依頼をする。神
奈川県子ども若者支援連携会議において
LGBT団体としての助言、協力等をお願いし
たい。

③令和元年度に基金が終了した。
基金終了後の令和２年度以降も、引き続き、
普及啓発への協力を行う。

64



通し
番号

再掲
再掲元
通し番

号
局名

所管所属
名

事業の名称 事業の内容 2022（Ｒ４）年度事業実績 2018(H30)～2022(R4)年度の成果等

222 再掲 168 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

男女共同
参画施策
推進者研
修・会議

かながわ男女共同参画セン
ターの事業及び各市町村の
事業について情報や、事業を
進める上での悩みを共有する
ことにより、効果的な事業展
開を推進するとともに、県と市
町村並びに市町村相互の連
携強化を図る。

男女共同参画施策推進者研修実施
(研修１回/42名）

223 再掲 159 政策
局

かなが
わ県民
活動サ
ポートセ
ンター

かながわ
ボランタ
リー活動
推進事業

「かながわボランタリー活動推
進基金21」を活用した事業に
よる支援を通して、公益を目
的とした事業に自主的に取り
組むボランタリー団体等の活
動を推進する。

【令和４年度対象事業ベース】
・協働事業負担金事業の実施
　→採択11件（応募21件）
・ボランタリー活動補助金事業の実
施
　→採択６件（応募18件）
・ボランタリー活動奨励賞事業の実
施
　→表彰５件（推薦13件）
・ボランタリー団体成長支援事業の
実施
　→選考１件（提案２件）

新型コロナウイルス感染症拡大防止の取組
に伴い、対面相談や伴走支援を実施してい
る団体は、オンライン形式に変更し実施する
など、円滑な事業実施に向けて取り組んだ。
今後、各団体が対面とオンラインを同時に行
うハイブリット方式を採用したり、YouTubeに
よる活動内容の公開など、さらに強化する必
要がある。

224 再掲 160 政策
局

かなが
わ県民
活動サ
ポートセ
ンター

コミュニ
ティ・カ
レッジ事
業

地域におけるさまざまな課題
の解決や、地域の活性化に
向けた取組みを行うボラン
ティアやＮＰＯ等の人材の育
成等を行うため、県民の学び
の場である「かながわコミュニ
ティカレッジ」を開催する。

・主催講座　23講座実施
・連携講座　10講座実施

・特別講座　1講座実施

225 再掲 15 産業
労働
局

雇用労
政課

神奈川な
でしこブラ
ンド事業

・「神奈川なでしこブランド」認定件
数：14件
・「なでしこの芽」認定件数：１件

226 再掲 72 教育
局

生涯学
習課

家庭教育
協力事業
者連携事
業

・県と締結している事業者の取組内
容を紹介する家庭教育通信「の・ぼ・
り・ざ・か」を発行し、家庭教育に関す
る情報共有を行った。
・県は締結事業者のロゴが入ったポ
スターを1,600部作成し、県機関や県
内学校へ配付し、広報を行った。

・家庭教育通信「の・ぼ・り・ざ・か」の発行に
より、事業者を通じて従業員の家庭の教育
向上を支援した。
・締結事業者のロゴが入ったポスター等の広
報による協定締結事業者数が増加した。（５
年間の新規締結事業者数：12社）
・社会全体で家庭教育に取組む機運の醸成
が必要であるため、協定締結事業者がその
従業員に対して、家庭教育の重要性につい
て資料での周知をさらに推進するよう働きか
けていく。

・コロナ禍においてもオンラインを活用して研
修を実施することで、市町村と男女共同参画
に関する情報共有及び相互の連携を強化
することができた（令和２年度はコロナのため
実施せず）。
・令和４年度は研修テーマを防災関連とした
ことから、各市町村の男女共同参画担当部
署の職員だけでなく、防災担当部署の職員
も研修に参加し、防災分野における男女共
同参画の重要性について周知できた。
・今後もオンラインを活用しながら、研修等を
実施する。

神奈川県内に拠点を持つ事
業所や団体から、女性が開発
に貢献した商品（モノ･サービ
ス）を募集し、この中から優れ
たものを「神奈川なでしこブラ
ンド」として認定・広報すること
で、女性の登用の具体的な
効果をわかりやすく周知し、
企業における女性の活躍等
を推進する。併せて、女性か
ら、商品に関するアイデアを
募集し、この中から優れたも
のを「なでしこの芽」として認
定する事業を実施する。

　コロナ禍でイベント開催等の対面でのPRが
難しい中、SNS等を活用した広報を実施する
ことで、若干ではあるが「神奈川なでしこブラ
ンド」応募件数、認定件数共に増加した。
　しかし、個人(女性起業家)からの応募が増
加傾向にあるため、神奈川なでしこブランド
の認知度向上を図り企業にとって認証される
メリットを作ると同時に、企業の経営者等に
向けた広報を実施することで、県内企業から
の神奈川なでしこブランドへの応募を増や
し、県内企業における女性の登用・活躍を促
進する必要がある。

（新型コロナウイルス感染症の影響により、令
和２、３年度の認定事業は、中止とした。）

職域からの家庭教育支援へ
のアプローチを目的に、県教
育委員会と県内事業者が協
定を締結し、保護者である従
業員の家庭の教育力向上を
支援する。
・事業者は、県教育委員会作
成の家庭教育啓発リーフレッ
トを従業員に配布するほか、
子ども職場参観等を実施
・県教委は、ホームページや
ポスター等で事業者名を広報

＜延べ受講者数＞
・2018年度　1,331名
・2019年度　1,445名
・2020年度　797名
・2021年度　932名
・2022年度　1,003名

令和２年度（2020年度）より、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止策を講じた上で、講座
を実施した。
今後も引き続き、オンライン講座の実施な
ど、より県民のニーズに応じた講座編成を
行っていく必要がある。
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227 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

ジェンダー
統計の推
進

男女の置かれている状況を
客観的に把握するため、各種
調査の実施にあたっては可
能な限り男女別データの把握
に努めるよう、国や県庁内に
働きかける。

・専門家へ意見を伺い、また、他の
都道府県へ取組状況の照会を行っ
た。
・ジェンダー統計の推進のため、引き
続き国へ、性別情報の取扱いに関す
るガイドラインを策定し、全国調査を
行う際はこれに基づき実施すること
を要望した。

・ジェンダー統計の理解を深めるため、専門
家へ助言を求めた。また、他の都道府県
へ、ジェンダー統計の取組状況について照
会を行った。
今後は、理解促進のため、共生推進本部室
及び統計を扱う関係部署とジェンダー統計
に関する情報共有、研修の実施について検
討していく。
・引き続き、国の動向を把握しつつ、必要に
応じて要望を行う。

228 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

かながわ
男女共同
参画推進
プランの
進行管理

年次報告書等によるプラン進
捗状況を公表する。

男女共同参画の県の取組や進捗状
況を取りまとめた年次報告書の作
成、神奈川県男女共同参画審議会
への報告及び県民への公表

229 福祉
子ど
もみ
らい
局

共生推
進本部
室

市町村の
男女共同
参画施策
「見える
化」

市町村の男女共同参画計画
策定状況等について、「見え
る化」により取組みを促進す
る。

県・市町村男女共同参画行政連絡
会等において、かながわ男女共同参
画推進プラン（第４次）及び市町村男
女共同参画施策状況調査の結果に
基づき、取組促進を働きかけた。

・引き続き、県・市町村男女共同参画行政連
絡会等において、かながわ男女共同参画推
進プラン（第４次）及び市町村男女共同参画
施策状況調査の結果に基づき、取組促進を
働きかける。

230 再掲 53 福祉
子ど
もみ
らい
局

かなが
わ男女
共同参
画セン
ター

企業の男
女共同参
画の取組
みの促進
（条例届
出）

男女共同参画推進条例に基
づき、従業員300人以上の事
業所からの男女共同参画推
進状況の届出集計を行うこと
やその集計結果を事業所へ
フィードバックを行うことを通じ
て、企業の男女共同参画の
取組みを促進する。

県条例に基づく県内事業所の届出
制度の実施（届出事業所496件）

・男女共同参画推進状況の届出の集計及び
分析を行い、結果を公表することで、県内事
業所の男女共同参画の取組を促進した。
　女性管理職（部長相当職＋課長相当職）
の割合
　平成30年度　7.8％
　令和４年度　 9.2％
・対象事業所の把握が困難であり、届出事
業所数が減少傾向にあることなど課題に対
する対応を検討する必要がある。

令和元年版より、県男女共同参画審議会で
の委員の意見を公表することとした。
令和２年版は、新型コロナウイルス感染症の
関係で調査の実施ができなかったため、令
和３年版で、令和元及び令和２年度の事業
実績２年度分を掲載した。また、令和３及び
令和４年版では新型コロナウイルス感染症を
受けての事業の影響についてとりまとめた項
目を設け公表した。
令和５年版では、男女共同参画推進プラン
(第４次)の最終年度であることから、計画期
間である2018～2022年の成果の項目を設
け、５年間の振り返りを行ったが、第５次プラ
ン継続事業に引き継がれるようにする。

施策の基本方向２　男女別統計の促進

施策の基本方向３　進行管理
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○2023年５月に実施した調査に基づき作成しており、その時点での最新の実績値を記載しています。

重点目標Ⅰ　暴力の未然防止

【「重点目標Ⅱ　安心して相談できる体制の整備」の進捗に関する男女共同参画審議会の評価】
○　LINE相談、多言語相談、男性被害者相談が多く利用されており、多様な相談窓口体制を整えていることは評価できる。
○　LGBTの方の相談窓口を明確に示すべき。

【「重点目標Ⅰ　暴力の未然防止」の進捗に関する男女共同参画審議会の評価】
○　若年層への広報について、冊子媒体では届かない。ネットで見られる動画などが増えるとよい。
○　数値目標としてDVへの理解度を調査しているが、どう分析するのか評価が難しい。調査のあり方が課題である。
○　10代、20代に向けたデートDVの周知は、学校での取組を促進しており評価できる。

重点目標Ⅱ　安心して相談できる体制の整備

2022年度
の県の主
な取組み
〔事業実績
の通し番
号〕

〇配偶者暴力相談支援センターにおいて、専門相談や多言語相談を含むＤＶ被害者相談を実施するととも
に、自立支援のための相談や適切な情報提供を行いました。〔14,15,16,18〕また、休日夜間等、時間外の緊急
相談の体制を確保し、男性に対する相談も実施しました。〔22,23,24,25,26,27〕
・　ＤＶ相談：2022年度　5,271件 （参考）ＤＶ相談：2021年度 5,410件
（以下の相談を含みます）
・　法律相談　44件、精神保健相談 7件、メンタルケア　40件、
・　多言語相談件数　528件
・　週末ホットライン相談 　244件
・　男性被害者相談　625件、ＤＶに悩む男性相談　 49件

○県内市町村のＤＶ対策主管課長会議・行政職員研修等で関係者向けに相談窓口における安全確保に関す
る情報交換・情報提供を実施しました。〔30〕

〇外国籍被害者向けの８言語による啓発リーフレットの作成・配布や多言語相談を実施するとともに、障がい者
等に対しても、適切な関係機関についての情報提供を行うなどの対応を行いました。〔31〕

〇ＤＶ相談窓口の案内カード等について、県施設、市町村のみならず、各警察署、病院等に配布しました。
〔36〕

〇電話での相談が難しい方への支援を充実させるため、ＳＮＳを活用したＤＶ相談窓口の受付時間を拡充しま
した。〔38〕
　・かながわＤＶ相談ＬＩＮＥ：2022年度　3,213件 （参考）かながわＤＶ相談ＬＩＮＥ：2021年度　3,075件

２　かながわＤＶ防止・被害者支援プランの進捗状況と評価

○「2022年度の県の主な取組み」欄の各取組み実績の末尾の〔　〕内に記載されている数字は、「かながわＤＶ防止・被害
者支援プランの2022年度事業実績」（Ｐ72～95）の事業の通し番号です。

【進捗状況全体に関する男女共同参画審議会の評価】
○　被害者支援について、LGBTの視点を持ち、相談窓口や一時保護など、性的マイノリティの方への配慮を加えるべき。

○　被害者の意思を尊重し、被害者が逃げる支援だけでなく、自宅にとどまりながら回復を目指すような支援も検討するべ
き。

2022年度
の県の主
な取組み
〔事業実績
の通し番
号〕

○学校等において、交際相手からの暴力の防止に資するよう、人権尊重の意識を高める教育や、男女平等の
理念に基づく教育の取組みを行いました。
〇人権教育指導者養成研修講座（１回）、県立学校人権教育校内研修会（９校）において、交際相手からの暴
力の問題について取り上げました。
〇各県立学校に設置している人権相談窓口において、デートＤＶについての相談も受け付けました（46件）〔1〕

〇ＤＶ及びデートＤＶ被害防止のための啓発冊子や窓口案内カードを作成し、関係機関のほか県内中学校・
高校で配布するとともに、デートＤＶの気づきを促す短編動画の配信やデートＤＶ防止啓発講座（2022年度10
回実施 延1,510人参加）、ＤＶ被害を防止する啓発講座（2022年度４回実施　延47人参加）を実施しました。
〔2,4,6,8,9〕

〇被害者・加害者のみならず広く県民に精神的暴力等の気づきを促すため、啓発まんがを活用して周知広報
を行いました。〔5〕
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【「重点目標Ⅴ　市町村、民間団体及び関係機関との連携等」の進捗に関する男女共同参画審議会の評価】
○　民間団体及び関係行政機関と連携に努めていることは評価できる。
○　「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」が制定され、市町村は市町村基本計画の策定に努めるよう規定さ
れた。これを契機に、DV防止法に関する基本計画も県内全ての自治体で策定するよう働きかけるべき。

【「重点目標Ⅳ　自立支援の促進」の進捗に関する男女共同参画　審議会の評価】
○　自立支援は、令和５年の法改正でも重要視されている。DV被害者の特性に配慮した自立支援を行っていくことが重要
である。
○　急性期から自立期への移行がスムーズに進むよう、移行支援の施策を充実させる必要がある。
○　民間団体等との連携も含め、急性期から自立期まで支援の全体像が分かるよう示すべき。

重点目標Ⅴ　市町村、民間団体及び関係機関との連携等

2022年度
の県の主
な取組み
〔事業実績
の通し番

号〕

○県内市町村のDV主管課長会議や地域DV対策情報交換会議等で情報提供・情報交換を行い、市町村の基
本計画策定及び市町村の庁内外の連携を支援し、31市町村で基本計画を策定しました。〔137,138〕また、市
町村相談員対象の拡大事例検討会等（４回）と女性問題研修会（４回）を実施し、市町村の被害者相談窓口の
充実を図りました。〔144,145,146,147〕

〇被害者支援に取り組んでいる民間団体との意見交換会・連携会議の開催や、民間団体職員を対象とした研
修を実施し連携を強化するとともに、団体の行う自立支援活動等に対する補助を行いました。
〔179,181,182,185〕

○女性問題研修会や事例検討会を開催するなど、支援者の資質向上と連携強化に取組みました。〔202〕

○DV防止及び被害者支援のための調査として、相談窓口登録者へのアンケートを行い、その結果を踏まえて
LINE相談窓口の充実を行う等施策に反映させました。〔207〕また、DV防止や男性被害者支援及び加害者対
応プログラム、困難女性支援新法に伴う体制・環境整備等について、国へ要望を行いました。〔210,211,212〕

【「重点目標Ⅲ　安全が守られる保護体制の整備」の進捗に関する男女共同参画審議会の評価】
○　一時保護施設では携帯電話が使えないことで、弁護士との連絡すら取りづらくなる。安全第一の中で、必要な連絡がと
れる環境づくりを検討する必要がある。
○　一時保護の受入体制が整備されてきたことは評価できる。
○　一時保護件数は減少傾向にあるため、必要な人が利用しやすいよう、利用の障壁となっている原因を検証し、多くの方
が利用できる体制を整えるべき。

重点目標Ⅳ　自立支援の促進

2022年度
の県の主
な取組み
〔事業実績
の通し番
号〕

〇民間団体等との連携を図りながら、被害者が安心して生活できる住まいの確保のための適切な情報収集及
び情報提供を行いました。〔85〕就労支援については、相談窓口での県・市町村の制度やハローワークを活用
するための情報提供を行うとともに、資格取得を目指し職業訓練等を受講する母子家庭の母等に対し給付金
を支給することで、母子家庭の母等の経済的自立を支援しました（母子家庭等就業・自立支援センターにおけ
る就業相談1,225件、就業支援講習会18回）。〔89,90,91〕また、関係機関と連携し、生活保護が必要な被害者
に対して申請に基づき適切な保護を実施した一方、扶養義務者に対し扶養の可能性を調査する際には、被害
者の安全確保の観点から配慮の上、支援を実施しました。〔94〕

〇一時保護後の自立に向けて準備を行うための中長期支援施設を運営する民間団体へ補助を行うとともに、
連絡会議を開催（2022年度２回）し、情報共有など連携に努めました。〔104,105〕
〇被害者の精神的なケアの充実のため、メンタルケアの実施回数の拡充を行いました。〔107〕
〇同伴児童に対する支援については、児童相談所や市町村児童相談窓口、学校やスクールカウンセラー等と
の連携した相談により、心のケアを行い〔110,111,112,113,114〕、併せて入学検定料や入学料等の減免をした
り、転校先等の情報を厳重に取扱うなどの配慮を行いました。〔118,119,120〕

〇女性保護施設において、利用者の個々の能力、適性等を考慮しながら、就労に結びつけるための支援を行
いました。〔133〕また、非常勤心理士を２名配置し、被害者や同伴児童・同伴者への心理的な支援や、退所者
支援事業担当職員による退所者への支援を実施しました。〔134,135〕

重点目標Ⅲ　安全が守られる保護体制の整備

2022年度
の県の主
な取組み
〔事業実績
の通し番
号〕

〇一時保護が必要な被害者の迅速かつ適切な一時保護を行いました。〔42〕
・一時保護：2022年度143件 （参考）一時保護：2021年度160件

〇市町村、県警及び民間団体と連携し、休日夜間を含めた受入体制及び一時保護体制の確保に努めました。
〔43,44,45〕また、必要に応じて一時保護委託を行うなど、子どもを同伴する被害者や母国語による支援が必要
な外国人被害者等、被害者の状況に応じた適切な一時保護を行いました［46］。さらに、県、市町村、民間団体
間で協定を締結して行う三者協働一時保護も併せて実施しました。〔48〕

○一時保護利用者に対して、看護師及び心理判定員による健康面や心理面のケアを行うとともに、同伴児童
を伴う利用者に対しては、保育士及び教育指導員による日中保育や学習機会の提供を行いました。
〔49,50,55〕また、児童相談所と連携を図り、児童の安全安心に配慮した支援に努め、必要に応じて児童相談
所の一時保護の活用を図りました。〔58〕

〇相談窓口に通報があった場合は、通報者に対して被害者への情報提供を依頼するなどの被害者の安全確
保に努め、通報内容によっては児童虐待・障がい者・高齢者虐待の相談窓口の情報提供や、市町村に通報す
る等し、連携して対応しました。〔60,62,63〕また、警察とも緊密な連携を図りながら、一時保護の適切な対応に
努めました。〔69〕さらに、被害者に対し保護命令制度について説明を行い、申立ての際に安全に制度利用で
きるよう助言、相談を行いました。〔72〕
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№ 項　　目 目標値
（目標年

度）

2022年度
実績値

2021年度
実績値

2020年度
実績値

2019年度
実績値

ＤＶプラン
策定時
（年度）

夫婦間における次のような行為を
暴力と認識する人の割合

①「平手で打つ」【身体的暴力】
100％
（2022）

78.8% - - - 87.7％
（2017）

②「何を言っても長時間無視し続
ける」【精神的暴力】

100％
（2022）

54.9% - - - 59.3％
（2017）

③「大声でどなる」【精神的暴力】
100％
（2022）

59.8% - - - 64.1％
（2017）

④「生活費を渡さない」【経済的
暴力】

100％
（2022）

72.1% - - - 61.3％
（2017）

⑤「交友関係や電話を細かく監
視する」【社会的暴力】

100％
（2022）

53.7% - - - 23.4％
（2017）

⑥「いやがっているのに性的な行
為を強要する」【性的暴力】

100％
（2022）

86.9% - - - 82.2％
（2017）

恋人同士の間で起こる暴力を
「デートＤＶ」ということについての
周知度

①全年代
100％
（2022）

27.9% - - - 26.1％
（2017）

②10・20代
100％
（2022）

54.1% - - - 39.1％
（2017）

3
ＤＶ被害者相談窓口の周知度

100％
（2022）

77.8% - - - 77.5％
（2017）

4 男性向けＤＶ被害者相談窓口の
周知度

100％
（2022）

25.2% - - - 37.2％
（2017）

5 ＤＶ防止や被害者支援に関する
基本計画の策定市町村数
（対象：県内19市・14町村）

33市町村
（2023）

31市町村 31市町村 30市町村 29市町村 27市町村
（2017）

＜参考＞数値目標の達成状況
目標

1

2
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通
し
番
号

再
掲
番
号

所管
部局
等

所管所属
名

事業概要 事業の内容 2022（令和４）年度事業実績

1 教育
局

①行政課
②行政課
（県立学
校）
③高校教
育課
④特別支
援教育課
⑤生涯学
習課

学校等において、暴力はどんな
場合でも人権侵害であるというこ
とについての教育を推進します。

学校等において、交際相
手からの暴力の防止に資
するよう、人権尊重の意
識を高める教育や、男女
平等の理念に基づく教育
の取組み
交際相手からの暴力への
対応に関する啓発の実施
及び相談窓口の周知

①各研修において、交際相手からの暴力
の問題について取り上げた。
・人権教育指導者養成研修講座（１回）
・県立学校人権教育校内研修会（９校）
②生徒向けデートＤＶ防止啓発及び相談
窓口を掲載した資料を配付した。
各県立学校に設置している人権相談窓口
において、デートＤＶについての相談も受
け付けた（46件）
③県立高等学校及び県立中等教育学校に
おいて、生徒対象に人権尊重の意識を高
める教育啓発や、男女平等の理念に基づく
教育の取組を実施した。
④・県立特別支援学校において男女平等
の理念に基づく教育を実践した。
・人権教育の実践。
⑤社会教育関係団体主催の研修及び定例
会等において人権尊重の啓発を行った。

2 ①②
福祉
子ども
みらい
局
③教
育局

①共生推
進本部室
②かながわ
男女共同
参画セン
ター
③行政課
（県立学
校）

かながわ男女共同参画センター
等は、中学生・高校生向けの交
際相手からの暴力（デートＤＶ）
に関する啓発資料を配布するほ
か、メディアリテラシー講座等と合
わせてデートＤＶ防止啓発講座
を実施するなど、若年者向け事
業を強化するとともに、相談窓口
を周知します。

若年者向けの交際相手
からの暴力に関する啓発
の実施及び相談窓口の
周知を行う。

①・Twitter広告等を活用して、LINE相談窓
口を周知した。
・デートＤＶ防止のための大学向けのライフ
キャリア教育啓発資料（ＤＶＤ）を県内の大
学等に配布した。
②・デートＤＶ（交際相手からの暴力）防止
啓発冊子を作成し、県内の高等学校（高校
１年生）等に配布した。
・デートDVに気づいてもらえるよう短編動画
をＲ２年度に作成し引き続き配信した。
・デートＤＶ防止啓発講座を10回実施した。
（延1,510人参加）
③生徒向けデートＤＶ防止啓発及び相談
窓口を掲載した資料を配付した。
各県立学校に設置している人権相談窓口
において、デートＤＶについての相談も受
け付けた（46件）。

3 教育
局

行政課 県立高校において、教職員に向
けて、交際相手からの暴力（デー
トＤＶ）を含む人権研修を実施し
ます。

教職員に向けて、交際相
手からの暴力をテーマと
した人権研修を実施す
る。

各研修において、交際相手からの暴力の
問題について取り上げた。
・人権教育指導者養成研修講座（１回）
・県立学校人権教育校内研修会（９校）

4 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

かながわ男女共同参画センター
は、ＤＶの発生しない幸せな家庭
を築くために必要な、向き合うべ
き課題への気づきやコミュニケー
ション能力の身につけ方に関す
る啓発冊子の発行やトレーニン
グ・セミナーなどを進めます。

暴力の未然防止のため
の、啓発冊子の作成・配
布を行うとともに、「アサー
ティブコミュニケーション
能力トレーニング」や「ア
ンガーマネージメントセミ
ナー」、「メンタル回復ト
レーニング」等によるＤＶ
予防対策を進める。

ＤＶ発生予防のための啓発冊子を配布し
た。

施策の内容(1) 　学校における人権教育の推進

３　かながわＤＶ防止・被害者支援プランの2022 （令和４）年度事業実績
※グレーは再掲事業

重点目標Ⅰ　暴力の未然防止
施策の方向１　暴力防止に向けた取組みの強化
主要施策①　未然防止に向けた意識啓発

施策の内容(2) 　交際相手からの暴力（デートＤＶ) に関する啓発

施策の内容(3) 　ＤＶ予防のベースにある気づきやコミュニケーション能力強化の促進
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5 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

共生推進本部室等は、認知度が
低い「精神的暴力」等への理解
のため、相談実例を収集・分析し
た結果を活用した啓発冊子を作
成し、県内大学等へ配布するほ
か、DV防止啓発冊子や窓口案
内カードの作成・配布、多言語Ｄ
Ｖ相談窓口案内リーフレット等の
作成・配布などにより、、県民へ
の暴力防止啓発活動の充実に
努めます。なお、インターネットの
活用など、より多くの県民に情報
が届くための効果的な方法により
周知・啓発します。

認知度が低い「精神的暴
力」等への理解のため、
身体的暴力を除く暴力に
ついて実例を収集・分析
した結果をとりまとめた啓
発冊子を作成する。

被害者・加害者のみならず広く県民に精神
的暴力等の気づきを促すため、啓発まんが
の周知広報を行った。

6 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

共生推進本部室等は、認知度が
低い「精神的暴力」等への理解
のため、相談実例を収集・分析し
た結果を活用した啓発冊子を作
成し、県内大学等へ配布するほ
か、DV防止啓発冊子や窓口案
内カードの作成・配布、多言語Ｄ
Ｖ相談窓口案内リーフレット等の
作成・配布などにより、県民への
暴力防止啓発活動の充実に努
めます。なお、インターネットの活
用など、より多くの県民に情報が
届くための効果的な方法により周
知・啓発します。

DV防止啓発冊子や窓口
案内カード、多言語ＤＶ
相談窓口案内リーフレット
等の作成・配布及びイン
ターネットの活用などによ
り、暴力防止の周知啓発
を実施する。

ＤＶ防止啓発冊子や窓口案内カード等を
作成し、県内市町村（福祉、相談窓口等）、
警察署、公立図書館、医療機関等で配布
した。また、外国籍県民向けに、多言語ＤＶ
相談窓口の案内リーフレットを作成し、出入
国在留管理庁、警察署等で配布した。

7 くらし
安全
防災
局

くらし安全
交通課

共生推進本部室等は、認知度が
低い「精神的暴力」等への理解
のため、相談実例を収集・分析し
た結果を活用した啓発冊子を作
成し、県内大学等へ配布するほ
か、DV防止啓発冊子や窓口案
内カードの作成・配布、多言語Ｄ
Ｖ相談窓口案内リーフレット等の
作成・配布などにより、、県民へ
の暴力防止啓発活動の充実に
努めます。なお、インターネットの
活用など、より多くの県民に情報
が届くための効果的な方法により
周知・啓発します。

犯罪被害者週間にあわせ
た広報、啓発事業等を通
じて、ＤＶ被害者を含めた
犯罪被害者についての理
解の増進を図ります。

県内５箇所において「犯罪被害者等支援
キャンペーン」を実施。

8 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

かながわ男女共同参画センター
は、女性向けＤＶ気づき講座や
男性向けＤＶ防止啓発講座な
ど、ＤＶの定義や暴力の形態、心
やからだへの影響などに関する
講座等を開催し、ＤＶについて広
く県民に周知するなど、啓発活
動の充実に努めます。

ＤＶの定義や暴力の形
態、心やからだへの影響
などに関する講座等の実
施による、啓発活動の充
実（女性向けＤＶ気づき
講座・男性向けＤＶ防止
啓発講座）

ＤＶ被害を防止する啓発講座を４回実施し
た。（延47人参加）
第４回は男性被害者向けのＤＶ防止啓発
講座をオンラインで実施した。

9 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②共生推
進本部室

かながわ男女共同参画センター
等は、ＤＶが子どもに及ぼす影響
（面前ＤＶ）についての理解を深
めるための啓発を行います。

ＤＶが子どもに及ぼす影
響（面前ＤＶ）について理
解を深めるための啓発を
行う。

①面前ＤＶは子供への虐待であり、ＤＶ被
害防止啓発冊子「パートナーからの暴力に
悩んでいませんか」等を活用し必要に応じ
て面前ＤＶについても周知啓発を行った。
②面前ＤＶについて記載した啓発まんがの
周知広報を行うとともに、研修や情報交換
の場で、面前DVについて理解を深めた。

施策の内容(4) 　県民への啓発活動の充実強化
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10 39 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

医療関係者向けＤＶ対応の手引
きを作成するなど、医療関係者
等に対し、被害者への相談窓口
等の情報提供を図ります。

医療関係者等に対する情
報提供を実施する。

ＤＶ防止啓発冊子や窓口案内カード等を
作成し、県立病院や市町村立病院等の医
療機関に配布した。

11 27 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

ＤＶに悩む男性のための相談を
実施します。

ＤＶに悩む男性のための
相談を実施する。

ＤＶに悩む男性相談を継続して実施した。
ＤＶに悩む男性相談　49件

12 県警
察本
部

人身安全
対策課

警察は、加害者に対して指導警
告を行う際には、加害行為をして
いることの自覚を促すなど、事態
の沈静化を図るよう努めます。

加害者の更生のための指
導

事態の沈静化を図る観点から、加害者に対
して加害行為をしていることの自覚を促し
た。必要に応じて、親族等に連絡し、監督
を依頼した。

13 211 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

加害者更生に関する国の調査研
究の動向を把握し、その充実及
び必要な法整備について、国へ
要望するとともに、他の地方公共
団体及び民間団体における取組
状況等を把握するよう努めます。

加害者更生に関する調査
研究の充実の国への要
望と、他の地方公共団体
及び民間団体における取
組状況等の把握を行う。

加害者対応プログラムなど加害者対策の具
体化等について国へ要望するとともに、他
団体等の取組状況の把握に努めた。

14 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

被害者支援のための相談を実施
します。

被害者支援のための相談
を実施する。

被害者支援のための相談を継続して実施
した。
ＤＶ相談　5,271件

15 165
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

法律相談、心理相談、精神保健
相談などの専門相談を実施しま
す。

法律相談、心理相談、精
神保健相談などの専門相
談を実施する。

法律相談、心理相談、精神保健相談など
の専門相談を継続して実施した。
法律相談　44件
精神保健相談 7件
メンタルケア　40件
（ＤＶ専門相談件数　計91件）

16 32、
166
、
177
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

民間団体と連携した多言語によ
る被害者相談を実施します。

民間団体に委託し、多言
語による被害者相談を実
施する。

外国籍被害者向け多言語相談を継続して
実施した。
多言語相談件数　528件

17 198 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

被害者への相談・支援に対応す
る職員の資質向上のため、被害
者の状況に応じたきめ細かな対
応を実施するための体制を強化
します。

県配偶者暴力相談支援
センター及び市町村相談
員の資質向上のため、初
任者向けや事例検討会
等を実施する。

県配偶者暴力相談支援センター及び市町
村相談員の資質向上のため、勤続年数３
年未満程度の初任女性相談員向けに、初
任女性相談員研修（基礎）を実施する予定
であったが、新型コロナウイルス感染症の
拡大により中止した。

施策の内容(1) 　被害者の状況に応じた相談の実施

主要施策②　早期発見に向けた連携
施策の内容(1) 　医療機関等との連携

主要施策③　加害行為の抑止
施策の内容(1) 　加害者からの相談への対応

施策の内容(2) 　加害者暴力の抑制や更生に向けた取組みの推進

重点目標Ⅱ　安心して相談できる体制の整備
施策の方向２　　相談体制の充実
主要施策①　県配偶者暴力相談支援センターの機能の充実
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18 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

被害者の支援に必要な情報を収
集し、被害者や市町村・福祉事
務所、民間団体等に提供しま
す。

県の配偶者暴力相談支
援センターにおける自立
支援等の情報収集・情報
提供事業を実施する。

相談窓口等において自立支援のための相
談や適切な情報提供を行った。

19 福祉
子ども
みらい
局

①共生推
進本部室
②かながわ
男女共同
参画セン
ター
③女性相
談所

被害者支援に関して、ホーム
ページ等により情報提供を行い
ます。

被害者支援に関して、
ホームページを活用した
情報提供を実施する。

ホームページ・Twitter広告等を活用して、
ＤＶに関する周知啓発や県ＤＶセンター・市
町村の相談窓口等について情報提供を実
施した。

20 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

保護命令の申立てに関する助言
や、書面の作成を行います。

保護命令の申し立てに関
する助言や書面作成を行
う。

①保護命令の申し立てに関する助言や書
面作成を行った。
②保護命令の申立てに関する請求は無
かった。

21 福祉
子ども
みらい
局

①共生推
進本部室
②かながわ
男女共同
参画セン
ター
③女性相
談所

ＤＶに関する情報を収集し、市町
村・福祉事務所、民間団体等へ
提供します。

ＤＶに関する情報を収集
し、国等作成マニュアル・
資料等、市町村・福祉事
務所、民間団体等への情
報提供を行う。

県内市町村のＤＶ対策主管課長会議等の
場や職務関係者からの問い合わせに対し、
情報提供等を行った。
国作成マニュアル、調査報告書等を市町
村等に配布した。

22 169
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

休日夜間等、時間外の緊急相談
の体制を確保し、警察等との緊
密な連携・協力のもとに、被害者
の緊急相談に対応します。

休日夜間等、時間外の緊
急相談の体制を確保し、
被害者の緊急相談に対
応する。

休日夜間のＤＶ相談を実施した。
土日9：00～17：00
平日夜間17:00～21:00

23 171
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

休日夜間等、時間外の緊急相談
の体制を確保し、警察等との緊
密な連携・協力のもとに、被害者
の緊急相談に対応します。

警察等との緊密な連携・
協力のもとに、休日夜間
緊急対応を実施する。
休日夜間緊急対応人員
を確保する。

夜間宿直体制による対応を行い、休日・夜
間における緊急対応人員の確保に努め
た。

24 172
へ
再
掲

県警
察本
部

人身安全
対策課

休日夜間等、時間外の緊急相談
の体制を確保し、警察等との緊
密な連携・協力のもとに、被害者
の緊急相談に対応します。

警察本部及び警察署に
おける体制の確立

休日夜間にかかわらず、体制を確立し対処
した。

25 170
、
176
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

民間団体と連携し、休日夜間
等、時間外における被害者相
談を実施します。

民間団体に委託し、土・
日の夜間と祝日に相談を
受ける週末ホットラインを
実施する。

週末ホットライン相談を継続して実施した。
週末ホットライン相談 　244件

26 167
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

男性被害者相談を実施します。 男性被害者相談を実施
する。

男性被害者相談を継続して実施した。
男性被害者相談　625件

27 11、
168
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

ＤＶに悩む男性のための相談を
実施します。

ＤＶに悩む男性のための
相談を実施する。

ＤＶに悩む男性相談を継続して実施した。
ＤＶに悩む男性相談　 49件

施策の内容(2) 　被害者支援のための情報収集・提供等

施策の内容(3) 　職務関係者に向けた情報収集・提供

施策の内容(4) 　休日夜間緊急体制の確保

施策の内容(5) 　男性相談の実施
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28 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

相談窓口における、相談者の安
全とプライバシーの確保に努め、
相談者が安心して相談ができる
環境を整備します。

相談窓口における、相談
者の安全とプライバシー
の確保に努め、加害者が
窓口に来ることも想定し、
安全確保の対策を必要に
応じ実施する。

警備員の雇用により安全確保を行った。
被害者の来所相談は入退室にも注意し面
接室を使い実施した。

29 県警
察本
部

人身安全
対策課

相談窓口における、相談者の安
全とプライバシーの確保に努め、
相談者が安心して相談ができる
環境を整備します。

被害者等が相談しやすい
環境の整備（配偶者から
の暴力の特性に関する理
解）

被害者等の安全の確保及びプライバシー
保護に配慮して対応した。

30 福祉
子ども
みらい
局

①共生推
進本部室
②かながわ
男女共同
参画セン
ター
③女性相
談所

相談窓口における、相談者の安
全とプライバシーの確保に努め、
相談者が安心して相談ができる
環境を整備します。

会議・研修などの機会を
捉えて、関係者向けに安
全確保に関する情報交
換・情報提供等を実施す
る。

県内市町村のＤＶ対策主管課長会議・行
政職員研修など、会議・研修の機会を捉え
て、関係者向けに安全確保に関する情報
交換・情報提供を実施した。

31 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

言葉や文化の違いにより孤立し
やすく在留資格など複雑な課題
を抱えていることがある外国人の
被害者や、ＤＶがより潜在化しや
すい傾向にある障がい者や高齢
者、性的少数者の方等に対し
て、本人の意向や障がい等を確
認しながら、適切な対応をするよ
う配慮します。

外国人、障がい者、高齢
者、性的少数者等に適切
な対応ができるよう、各種
相談窓口の周知を行う。

外国籍被害者に対しては、８言語による配
偶者等からの暴力防止啓発リーフレットを
作成し、配布するとともに、多言語相談窓口
等において相談対応を行った。障がい者等
に対しても、相談対応の中で障がい者等で
あることがわかった場合には、適切な関係
機関について情報提供を行うなどの対応を
行った。

32 16 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

言葉や文化の違いにより孤立し
やすく在留資格など複雑な課題
を抱えていることがある外国人の
被害者や、ＤＶがより潜在化しや
すい傾向にある障がい者や高齢
者、性的少数者の方等に対し
て、本人の意向や障がい等を確
認しながら、適切な対応をするよ
う配慮します。

民間団体に委託し、多言
語による被害者相談を実
施する。

民間団体に委託し、外国籍被害者向け多
言語相談を継続して実施した。

33 37 国際
文化
観光
局

国際課 言葉や文化の違いにより孤立し
やすく在留資格など複雑な課題
を抱えていることがある外国人の
被害者や、ＤＶがより潜在化しや
すい傾向にある障がい者や高齢
者、性的少数者の方等に対し
て、本人の意向や障がい等を確
認しながら、適切な対応をするよ
う配慮します。

多言語相談窓口の啓発
への協力

県HPへの掲載や、チラシの配布等を行い、
相談窓口の啓発を行った。

34 76 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

言葉や文化の違いにより孤立し
やすく在留資格など複雑な課題
を抱えていることがある外国人の
被害者や、ＤＶがより潜在化しや
すい傾向にある障がい者や高齢
者、性的少数者の方等に対し
て、本人の意向や障がい等を確
認しながら、適切な対応をするよ
う配慮します。

外国人、障がい者、高齢
者、性的少数者等に対
し、本人の希望や状況に
応じた適切な対応をする
よう配慮する。

被害者の状況に応じて、必要によっては関
係機関とも連携を行う等も検討し、適切な
対応をするよう配慮を行った。

主要施策②　相談者の安全確保と配慮
施策の内容(1) 　相談窓口における安全の確保と秘密の保持

施策の内容(2) 　外国人、障がい者、高齢者、性的少数者の方への配慮
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35 ①②
福祉
子ども
みらい
局
③県
警察
本部

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所
③人身安
全対策課

相談者の情報流出を防止する体
制を確立し、相談者及び職員や
民間団体スタッフ等の安全を確
保するため、関係部署も含めた
適正な情報の管理に努めます。

相談者の情報流出を防
止する体制を確立し、相
談者及び職員や民間団
体スタッフ等の安全を確
保するため、適正な情報
管理を図る。
被害者等が相談しやすい
環境の整備（被害者等に
係る情報の保護）

①②公務員としての守秘義務に努めるとと
もに、相談票の取扱い等について個人情
報の適切な管理に努めた。
被害者等の個人情報については、第三者
に知られないよう配慮するなど、本人に安
心をもって相談してもらうように配慮を行っ
た。
③被害者等の個人情報について、加害者
に知られないよう配慮するなど、取扱いに
十分留意した。

36 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

県の被害者相談窓口案内カー
ド、ＤＶ相談窓口案内・多言語・
学生向けデートＤＶ等の各種リー
フレットなど、情報提供資料等の
配置場所の拡大やインターネット
等の活用により、相談窓口のより
一層の周知に努めます。

県の被害者相談窓口リー
フレット等の配布やイン
ターネット等の活用によ
り、相談窓口の周知を行
う。

県のＤＶ相談窓口の案内カードについて、
県施設、市町村のみならず、協力を得られ
た民間施設や各警察署、病院等に配布し
た。
また、リーフレット「かなテラスＤＶ相談窓口
のご案内」のほか、ＤＶに悩む女性向けの
啓発冊子、８言語による外国籍県民向け配
偶者等からの暴力防止啓発リーフレット、学
生向け「ちょーカンタン デートＤＶの基礎知
識」を作成し、県内市町村、警察署、公立
図書館ほか関係機関、関係施設に配布す
るとともに、主催あるいは出席した会議等で
周知・配布依頼をした。

37 33
へ
再
掲

国際
文化
観光
局

国際課 県の被害者相談窓口案内カー
ド、ＤＶ相談窓口案内・多言語・
学生向けデートＤＶ等の各種リー
フレットなど、情報提供資料等の
配置場所の拡大やインターネット
等の活用により、相談窓口のより
一層の周知に努めます。

多言語相談窓口の啓発
への協力

県HPへの掲載や、チラシの配布等を行い、
相談窓口の啓発を行った。

38 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

ＳＮＳを活用した相談など、若年
者が利用しやすい相談環境につ
いて検討を行います。

ＳＮＳを活用したＤＶ相談
窓口を開設し、若年者や
電話をかけることが難しい
方が利用しやすい相談環
境を整備する。

・電話での相談が難しい方への支援を充実
させるため、ＳＮＳを活用したＤＶ相談窓口
の受付時間を拡大した。
・Twitter広告等を活用し、相談窓口の周知
を行った。
・かながわＤＶ相談ＬＩＮＥ　相談件数3,213
件

39 10
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

医療関係者向けＤＶ対応の手引
きを作成するなど、医療関係者
等に対し、被害者への相談窓口
等の情報提供を図ります。

医療関係者等に対する情
報提供を実施する。

ＤＶ防止啓発冊子や窓口案内カード等を
作成し、県立病院や市町村立病院等の医
療機関に配布した。

40 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

地域で活動する民生委員・児童
委員へ相談窓口を周知し、相談
に繋がるように努めます。

地域で活動する民生委
員・児童委員へ相談窓口
を周知する。

必要に応じて、ＤＶ相談窓口の案内カード
等を民生委員・児童委員に追加送付した。

41 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

医療関係者等に対し、通報制度
の周知を図ります。

医療関係者等に対する情
報提供を実施する。

ＤＶ防止啓発冊子や窓口案内カード等を
作成し、県立病院や市町村立病院等の医
療機関に配布した。

42 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

市町村や民間団体と連携し、一
時保護が必要な被害者に対し
て、本人の意思を尊重し、迅速か
つ適切な一時保護を実施しま
す。

市町村や民間団体と連携
し、迅速かつ適切な一時
保護を実施する。

一時保護が必要な被害者の迅速かつ適切
な一時保護を行った。

施策の内容(2) 　医療関係者等との連携による周知及び利用促進

主要施策③　適正な情報の管理
施策の内容(1) 　適正な情報の管理

主要施策④　相談窓口の利用促進
施策の内容(1) 　県民への周知及び利用促進

施策の内容(3) 　地域で活動する民生委員・児童委員への相談窓口の周知及び利用促進

主要施策⑤　通報制度の周知
施策の内容(1) 　医療関係者等への通報制度の周知

重点目標Ⅲ　安全が守られる保護体制の整備
施策の方向３　　一時保護と安全確保
主要施策①　一時保護の実施
施策の内容(1) 　一時保護体制の確保
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43 69
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

警察との緊密な連携・協力のもと
に、休日夜間における被害者の
一時保護に対応します。

休日夜間の支援体制と人
員を確保し、一時保護に
対応する。

警察との緊密な連携を図りながら、一時保
護の適切な対応に努めた。

44 70
へ
再
掲

県警
察本
部

人身安全
対策課

警察との緊密な連携・協力のもと
に、休日夜間における被害者の
一時保護に対応します。

被害者等の保護措置 関係機関と連携し、休日夜間における被害
者等の一時保護の措置を執った。

45 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

休日夜間の受入れ体制など、被
害者を適切に一時保護する体制
を確保します。

休日夜間の受入体制及
び一時保護体制を確保
する。

休日夜間の受入体制及び一時保護体制の
確保に努めた。

46 81
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

子どもを同伴する被害者や母国
語による支援が必要な外国人の
被害者等、被害者の状況に応じ
た一時保護を実施します。

子どもを同伴する被害者
や母国語による支援が必
要な外国人の被害者等
について、一時保護委託
を活用するなど、被害者
の状況に応じた一時保護
を実施する。

民間委託団体と連携し、被害者の状況に
応じた適切な一時保護を行った。

47 82
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

障がいのある被害者や高齢者
等、様々な配慮を必要とする被
害者に対し、適切な施設の活用
に努めます。

障がいのある被害者や高
齢者等、様々な配慮を必
要とする被害者に対し、
被害者の状況に応じた一
時保護委託を実施する。

被害者の状況に応じて、必要によっては関
係機関とも連携を行う等も検討しながら、被
害者の安全安心に配慮した一時保護委託
を実施した。

48 180
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

県、市町村、民間団体による三
者協働一時保護の充実に努めま
す。

県、市町村、民間団体に
よる三者協働一時保護を
実施する。

県内市町村と協定を締結して実施した。
必要に応じて施設のメンテナンスを実施し
た。

49 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

看護師や心理判定員を配置し、
被害者の健康面や心理面のケア
を行います。

看護師や心理判定員を
配置し、被害者の健康面
や心理面のケアを実施す
る。

女性相談所において、看護師や心理判定
員による被害者の健康面や心理面のサ
ポートを行った。

50 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

保育士による日中保育や預かり
保育を実施します。

保育士による日中保育や
預かり保育を実施する。

保育士による日中保育や預かり保育を行っ
た。

51 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

保育士による日中保育や預かり
保育を実施します。

民間団体が行う同伴児童
の保育への補助を行う。

民間団体に対して、同伴児童保育への補
助を行った。

52 77
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

民間団体との連携や、県の通訳
派遣事業を活用し、外国人被害
者の支援を行います。

民間団体との連携や、県
の通訳派遣事業を活用
し、外国人被害者の支援
を行う。

外国籍被害者支援として、外国籍被害者
支援を行う民間団体の通訳等の人材の活
用、福祉事務所への情報提供、及び民間
団体への一時保護委託を行った。

53 78
へ
再
掲

国際
文化
観光
局

国際課 民間団体との連携や、県の通訳
派遣事業を活用し、外国人被害
者の支援を行います。

通訳ボランティアの紹介 県内の公的機関等及び外国籍県民等から
の依頼に基づく通訳支援（紹介）を行った。
(504件）

54 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

被害者の個々の状況に応じ、
県、市町村、民間団体の連携に
よるケースカンファレンスを行い、
支援方針を決めます。

被害者の個々の状況に
応じケースカンファレンス
を実施し、支援方針を決
定する。

被害者本人・関係機関でケースカンファレ
ンスを実施し、被害者の意向を踏まえた支
援方針の決定を行った。

55 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

教育指導員を配置し、より適切な
学習の機会を提供します。

教育指導員を配置し、同
伴児童への学習の機会を
提供する。

学習の機会を提供した。

56 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

心理判定員を配置し、同伴児童
の心理的ケアの充実を図ります。

心理判定員を配置し、同
伴児童の心理的サポート
を図る。

心理判定員等による心理面のサポートを
行った。

施策の内容(2) 　同伴児童への支援

施策の内容(2) 　多様なケースに対応した一時保護の実施

施策の内容(3) 　県、市町村、民間団体の協働による一時保護事業

主要施策②　一時保護利用者への支援
施策の内容(1) 　被害者への支援
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57 福祉
子ども
みらい
局

子ども家庭
課

ＤＶと児童虐待が密接な関係に
あることを踏まえ、同伴児童の
個々の状況に応じ、児童相談所
等との連携によるケースカンファ
レンスを実施するなど、同伴児童
への支援の充実を図ります。

DV環境下にある児童の
個々の状況に応じ、女性
相談所等と連携し、児童
の支援に努める。

個々の状況を見極め、必要に応じて医学
的見地からの助言を求めたり、心理面接を
行う等の支援を実施した。

58 福祉
子ども
みらい
局

①女性相
談所
②児童相
談所

ＤＶと児童虐待が密接な関係に
あることを踏まえ、同伴児童の
個々の状況に応じ、児童相談所
等との連携によるケースカンファ
レンスを実施するなど、同伴児童
への支援の充実を図ります。

女性相談所と児童相談所
との連絡会やケースカン
ファレンスを実施するな
ど、連携して同伴児童へ
の支援を実施する。

児童相談所と連携を図り、児童の安全安心
に配慮した支援に努め、必要に応じて児童
相談所の一時保護の活用を図った。
児童相談所との連絡会を開催して、連携強
化を図った。

59 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

一時保護施設内にプレイルーム
や学習室などを設置し、同伴児
童が利用しやすい環境の整備に
努めます。

一時保護施設における、
同伴児童が利用しやすい
環境の整備を行う。

プレイルームや学習室の維持管理と環境
整備に努めた。

60 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

通報があった場合は、通報者に
被害者の意思の確認や、相談窓
口の情報の提供を依頼するととも
に、被害者からの相談に対応し、
緊急性が高い場合は、警察と連
携して、被害者の安全の確保に
努めます。

通報があった場合は、通
報者に被害者の意思の
確認や、相談窓口の情報
の提供を依頼するととも
に、被害者からの相談に
対応し、緊急性が高い場
合は、警察と連携して、被
害者の安全の確保に努
める。

相談窓口に通報があった場合は、通報者
に対して被害者への情報提供（市町村や
警察のＤＶ相談窓口等）を依頼するなど、
被害者の安全確保に努めた。

61 県警
察本
部

人身安全
対策課

通報があった場合は、通報者に
被害者の意思の確認や、相談窓
口の情報の提供を依頼するととも
に、被害者からの相談に対応し、
緊急性が高い場合は、警察と連
携して、被害者の安全の確保に
努めます。

危険性等の判断と即応態
勢の確立

被害者等から加害者の具体的言動等を引
き出し、危険性等を判断した。
被害者等の安全確保のための措置を最優
先に講じた。

62 79
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

通報の内容から児童虐待、高齢
者虐待又は障がい者虐待が疑わ
れる場合には、児童虐待防止
法、高齢者虐待防止法又は障害
者虐待防止法に基づき市町村に
通報を行うとともに、市町村と連
携して被害者の支援を行いま
す。

通報の内容から児童虐
待、高齢者虐待又は障が
い者虐待が疑われる場合
には、必要に応じ市町村
に通報を行うなど、市町
村と連携し通報に対応す
る。

相談窓口に通報があった場合、通報者に
対して被害者への児童虐待・障がい者・高
齢者虐待の相談窓口の情報提供を依頼し
た。

63 80
へ
再
掲

県警
察本
部

人身安全
対策課

通報の内容から児童虐待、高齢
者虐待又は障がい者虐待が疑わ
れる場合には、児童虐待防止
法、高齢者虐待防止法又は障害
者虐待防止法に基づき市町村に
通報を行うとともに、市町村と連
携して被害者の支援を行いま
す。

子ども、高齢者、障がい
者に関する情報への対応
人権を尊重した対応

事案に応じ市町村に通報等し、連携して対
応した。
被害者の人権を尊重し、対応した。

64 県警
察本
部

人身安全
対策課

警察は、通報等により暴力が行
われていると認めるときは、暴力
の制止にあたるとともに、応急の
救護を要すると認められるときは
被害者を保護します。

被害者等の保護措置の
徹底

被害者等を安全な場所へ速やかに避難さ
せた。避難できない場合には、被害者等の
身辺の警戒等の措置を行った。

65 県警
察本
部

人身安全
対策課

警察は、被害者の状況に応じ、
加害者を検挙するほか、加害者
への指導警告を行うなど暴力に
よる被害の発生を防止するため
の措置を講じます。

加害者に対する指導警告
等の実施

事件化又は加害者に対して指導警告を
行った。

66 県警
察本
部

人身安全
対策課

警察は、被害者の負担を軽減
し、かつ、二次的被害が生じるこ
とのないよう配慮するとともに、被
害防止を念頭に置いた適切な措
置を講じます。

心情等への配慮
制度等の情報提供

被害者の心情等を理解し対応する。
活用できる制度、自衛手段等について、教
示した。

主要施策③　被害者の安全の確保と配慮
施策の内容(1) 　通報への対応

施策の内容(2) 　警察における暴力の制止及び被害者の保護

施策の内容(3) 　警察への相談及び援助の申出に対する支援
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67 県警
察本
部

人身安全
対策課

警察は、身体に対する暴力を受
けている被害者から、被害を自ら
防止するための援助を受けたい
旨の申出があり、その申出を相
当と認めるときは、国家公安委員
会規則で定める必要な援助を行
います。

警察本部長等の援助の
申出への対応

被害者の所在地が加害者に特定されない
ための必要な対応を行った。

68 健康
医療
局

保健福祉
事務所

被害者の安全のため、相談窓口
等から一時保護施設まで被害者
に同行します。

被害者の同行支援 安全確保のため同行支援を実施した。

69 43 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

警察との緊密な連携・協力のもと
に、休日夜間における被害者の
一時保護に対応します。

休日夜間の支援体制と人
員を確保し、一時保護に
対応する。

警察との緊密な連携を図りながら、一時保
護の適切な対応に努めた。併せて、移送に
関しては、警察署の理解・協力を得ることに
よって実施を行った。

70 44 県警
察本
部

人身安全
対策課

警察との緊密な連携・協力のもと
に、休日夜間における被害者の
一時保護に対応します。

被害者等の保護措置 関係機関と連携し、休日夜間における被害
者等の一時保護の措置を執った。

71 福祉
子ども
みらい
局

①共生推
進本部室
②女性相
談所

被害者の安全を最優先に置きつ
つ、一時保護の間、被害者の利
便を必要以上に制限することが
ないような環境づくりについて、
国の調査研究及び検討会の動
向などを注視しながら検討しま
す。

被害者の安全を守るため
に行う通信機器の利用制
限について、それぞれの
被害者の状況に応じた環
境を提供することが出来
るか、国の調査やあり方
検討会等の動きを踏ま
え、検討する。

①通信機器の利用制限について、国の調
査やあり方検討会等の情報収集を行った。
②物件情報の閲覧等、使用目的を限り、一
時保護の間、通信機器等の利用を行った。

72 ①②
福祉
子ども
みらい
局
③県
警察
本部

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所
③人身安
全対策課

被害者に対し、保護命令制度に
ついて説明し、被害者が保護命
令の申立てを希望する場合に
は、関係機関と連携を図りなが
ら、安全の確保に関する助言等
を行います。

保護命令制度についての
情報収集と相談対応を行
う。
保護命令制度の説明
関係機関への連絡
被害者との連絡体制の確
立と情報提供

①②保護命令制度についての説明を行うと
ともに、申立ての際に安全に制度利用でき
るように助言、相談を行った。裁判所から書
面提出を請求された際には速やかに回答
を行った。②保護命令の請求は無かった。
③被害者に対して、保護命令制度につい
て説明した。
裁判所からの書面提出請求に、回答した。
発令後、速やかに被害者と連絡をとり、被
害を防止するための注意事項及び緊急時
の迅速な通報要領等について教示した。

73 県警
察本
部

人身安全
対策課

警察は、加害者に対して保護命
令違反が罪に当たることを認識さ
せ、保護命令が確実に遵守され
るよう指導警告等を行います。

加害者に対する指導警告 加害者に対して、保護命令の趣旨及び保
護命令違反が罪に当たることを認識させ、
保護命令が確実に遵守されるよう指導警告
を行った。

74 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

配偶者暴力相談支援センター
は、裁判所から保護命令の発令
通知を受けた時は、被害者に本
人及び子どもや親族等の安全の
確保に関する助言を行います。

保護命令に関する市町村
等関係機関への連絡と、
市町村、警察との連携に
よる、被害者への助言等
を行う。

裁判所からの保護命令に関する申立書の
請求は無かった。

75 県警
察本
部

人身安全
対策課

配偶者暴力相談支援センター
は、裁判所から保護命令の発令
通知を受けた時は、被害者に本
人及び子どもや親族等の安全の
確保に関する助言を行います。

親族等との連絡体制の確
立と情報提供

被害者の親族等に対して、被害を防止する
ための注意事項及び緊急時の迅速な通報
要領等について教示した。

施策の内容(4) 　一時保護における安全の確保

②通信機器等の利用制限について、引き続き検討を行っていく。
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76 34、
132
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

言葉や文化の違いにより孤立し
やすく在留資格など複雑な課題
を抱えていることがある外国人の
被害者や、ＤＶがより潜在化しや
すい傾向にある障がい者や高齢
者、性的少数者の方等に対し
て、本人の意向や障がい等を確
認しながら、適切な対応をするよ
う配慮します。

外国人、障がい者、高齢
者、性的少数者等に対
し、本人の希望や状況に
応じた適切な対応をする
よう配慮する。

被害者の状況に応じて、必要によっては関
係機関とも連携を行う等も検討し、適切な
対応をするよう配慮を行った。

77 52 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

民間団体との連携や、県の通訳
派遣事業を活用し、外国人被害
者の支援を行います。

民間団体との連携や、県
の通訳派遣事業を活用
し、外国人被害者の支援
を行う。

外国籍被害者支援として、外国籍被害者
支援を行う民間団体の通訳等の人材の活
用、福祉事務所への情報提供、及び民間
団体への一時保護委託を行った。

78 53 国際
文化
観光
局

国際課 民間団体との連携や、県の通訳
派遣事業を活用し、外国人被害
者の支援を行います。

通訳ボランティアの紹介 県内の公的機関等及び外国籍県民等から
の依頼に基づく通訳支援（紹介）を行った。
(504件）

79 62 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

通報の内容から児童虐待、高齢
者虐待又は障がい者虐待が疑わ
れる場合には、児童虐待防止
法、高齢者虐待防止法又は障害
者虐待防止法に基づき市町村に
通報を行うとともに、市町村と連
携して被害者の支援を行いま
す。

通報の内容から児童虐
待、高齢者虐待又は障が
い者虐待が疑われる場合
には、必要に応じ市町村
に通報を行うなど、市町
村と連携し通報に対応す
る。

相談窓口に通報があった場合、通報者に
対して被害者への児童虐待・障がい者・高
齢者虐待の相談窓口の情報提供を依頼し
た。

80 63 県警
察本
部

人身安全
対策課

通報の内容から児童虐待、高齢
者虐待又は障がい者虐待が疑わ
れる場合には、児童虐待防止
法、高齢者虐待防止法又は障害
者虐待防止法に基づき市町村に
通報を行うとともに、市町村と連
携して被害者の支援を行いま
す。

子ども、高齢者、障がい
者に関する情報への対応
人権を尊重した対応

事案に応じ市町村に通報等し、連携して対
応した。
被害者の人権を尊重し、対応した。

81 46 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

子どもを同伴する被害者や母国
語による支援が必要な被害者
等、被害者の状況に応じた一時
保護を実施します。

子どもを同伴する被害者
や母国語による支援が必
要な外国人の被害者等
について、一時保護委託
を活用するなど、被害者
の状況に応じた一時保護
を実施する。

一時保護委託事業所と連携し、被害者の
状況に応じた適切な一時保護を行った。

82 47 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

障がいのある被害者や高齢者
等、様々な配慮を必要とする被
害者に対し、適切な施設の活用
に努めます。

障がいのある被害者や高
齢者等、様々な配慮を必
要とする被害者に対し、
被害者の状況に応じた一
時保護委託を実施する。

被害者の状況に応じて、必要によっては関
係機関とも連携を行う等も検討しながら、被
害者の安全安心に配慮した一時保護委託
を実施した。

83 ①福
祉子ど
もみら
い局
②県
警察
本部

①女性相
談所
②人身安
全対策課

被害者の一時保護における安全
とプライバシーを確保するため、
適正な情報管理に努めます。

被害者の一時保護にお
ける安全とプライバシーを
確保するため、適正な情
報管理を図る。
被害者等に係る情報の保
護に配慮した。

①公務員の守秘義務を含め、適正な情報
管理に努めた。
②被害者等に係る情報の保護に配慮した。

84 ①②
③福
祉子ど
もみら
い局
④県
警察
本部

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所
③共生推
進本部室
④人身安
全対策課

職員や民間団体スタッフ等の安
全を確保するため、関係部署も
含めた適正な情報の管理に努め
ます。

職員や民間団体スタッフ
等の安全を確保するた
め、適正な情報管理を図
る
支援者等の関係者の安
全の確保

①相談に関する情報について適正な管理
を行った。
②公務員の守秘義務を含め、適正な情報
管理に努めた。
③随時、市町村や民間団体への情報管理
の徹底を呼び掛けた。
④被害者を支援している者等に係る情報の
保護に配慮した。

施策の内容(6) 　外国人、障がい者、高齢者、性的少数者の方への配慮

主要施策④　適正な情報の管理
施策の内容(1) 　適正な情報の管理
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85 ①②
福祉
子ども
みらい
局
③健
康医
療局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所
③保健福
祉事務所

民間団体との連携を図りながら、
被害者が安心して生活できる住
まいの確保について、情報を収
集・提供し、自立を支援します。

被害者が安心して生活で
きる住まいの確保につい
て、情報の収集、提供に
より自立を支援する。
情報の収集、提供による
相談対応。
引き続き関係機関との連
携を密に図り、支援が発
生した際に安全かつ適切
な支援を実施できるよう体
制を維持していく必要が
ある。

①相談者から住居についての相談を受け
たときは、関係機関等の情報提供を行っ
た。
②福祉事務所との連携に努め、適切な情
報収集及び提供に努めた。
③関係機関との連携に努め、適切な情報
収集及び相談者への提供を行った。

86 健康
医療
局

保健福祉
事務所

民間団体との連携を図りながら、
被害者が安心して生活できる住
まいの確保について、情報を収
集・提供し、自立を支援します。

全国社会福祉協議会が
実施する身元保証制度
等を活用した民間住宅の
利用支援

関係機関との連携に努め、適切な情報収
集及び相談者への提供を行った。

87 県土
整備
局

住宅計画
課

民間団体との連携を図りながら、
被害者が安心して生活できる住
まいの確保について、情報を収
集・提供し、自立を支援します。

賃貸住宅の家主から、Ｄ
Ｖ被害者等の住宅確保要
配慮者（以下、「要配慮
者」という。）の入居を拒ま
ない住宅の登録を受け、
当該登録情報を提供。

令和４年度までに累計38,939戸のセーフ
ティネット住宅の登録を行うとともに、セーフ
ティネット住宅の周知や利用等について、
県民へ情報提供を行った。
また、単身高齢者等、住宅確保要配慮者の
居住の安定確保を図るため、入居支援を行
う地域の支援団体や不動産関係団体、市
町村職員等に対し、居住支援の知識習得
と意識強化等を図るための講座を実施した
（１回、28名参加）。

88 県土
整備
局

公共住宅
課

県営住宅における、被害者の住
まいの確保に努めます。

・県営住宅の抽選におい
て母子及び父子世帯の
当選率の優遇を行う。
・ＤＶ被害者については、
県営住宅募集において
単身者でも応募可能とす
る。

県営住宅の抽選において母子及び父子世
帯の当選率の優遇を行った。

89 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

県･市町村の就労支援や、ハ
ローワークの活用に関する情報
を収集し、被害者に提供します。

就労支援について、情報
の収集、提供により自立
を支援する。

①相談窓口として県・市町村の就労支援制
度やハローワーク活用に関する情報提供を
行った。
②福祉事務所との連携に努め、適切な情
報収集及び提供に努めた。

90 福祉
子ども
みらい
局

子ども家庭
課

被害者である母子家庭の母等を
対象とした職業訓練を実施しま
す。

母子家庭等就労支援事
業（母子家庭等就業・自
立支援センターにおける
就業支援等）
母子家庭自立支援給付
金等による、職業訓練の
ための支援

母子家庭等就業・自立支援センターにおけ
る就業相談1,225件、就業支援講習会18回

91 産業
労働
局

産業人材
課

被害者である母子家庭の母等を
対象とした職業訓練を実施しま
す。

職業技術校等における職
業訓練

職業技術校で実施する訓練及び民間教育
訓練機関等に委託して実施する訓練の定
員の約一割に、母子家庭の母等を対象とし
たひとり親家庭優先枠を設定し、受講生を
募集した。優先枠での入校者はそれぞれ
12名と47名であった。

92 ①福
祉子ど
もみら
い局
②健
康医
療局

①生活援
護課
②保健福
祉事務所

生活保護を受給している被害者
のための就労支援を実施しま
す。

生活保護受給者等就労
自立促進事業

福祉事務所とハローワークが連携し、就労・
自立に一定程度以上の意欲がある生活保
護受給者等に、個々の状況やニーズ等に
応じた就労支援を実施した。

主要施策①　生活基盤を整えるための支援

重点目標Ⅳ　自立支援の促進
施策の方向４　　自立した生活に向けた切れ目のない支援

施策の内容(1) 　住まいの確保

施策の内容(2) 　就労の支援
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93 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

経済的な自立に向けた支援に関
する情報を収集し、被害者に助
言等を行います。

情報の収集、提供による
経済的な自立に向けた支
援を行う。

①相談窓口として経済的自立に向けた支
援に関する情報を提供するとともに具体的
な助言を行った。
②福祉事務所との連携に努め、適切な情
報収集及び提供に努めた。

94 ①福
祉子ど
もみら
い局
②健
康医
療局

①生活援
護課
②保健福
祉事務所

福祉事務所において、生活保護
の円滑な運用を行います。

福祉事務所は、生活保護
が必要な者に対して適切
に保護を実施する。
被害者から生活保護の申
請を受けて、扶養義務者
に対して扶養の可能性を
調査する際の方法や範囲
等に関し、被害者の安全
確保の観点から配慮し、
円滑な運用を行う。

①各福祉事務所に対し、生活保護が必要
な者に対しては、適切に保護を実施するこ
とや、被害者の生活保護の決定に必要な
調査について、被害者の安全確保の観点
から必要な配慮をするよう、会議や監査に
おいて周知を図った。
②関係機関と連携し、生活保護が必要な者
に対して、申請に基づき適切な保護を実施
した。
被害者から生活保護の申請を受け、扶養
義務者に対する扶養の可能性を調査する
際には、方法や範囲等に関し、被害者の安
全確保の観点から配慮のうえ、支援を実施
した。

95 ①くら
し安全
防災
局
②福
祉子ど
もみら
い局
③県
警察
本部

①くらし安
全交通課
②かながわ
男女共同
参画セン
ター
③人身安
全対策課

犯罪被害者を支援する給付金制
度に関する情報提供を行いま
す。（国の制度）

犯罪被害者を支援する給
付金制度に関する情報の
収集、提供による相談対
応を行う。

①かながわ犯罪被害者サポートステーショ
ンにおける相談窓口において犯罪被害給
付制度の情報を提供した。
②相談窓口として、必要に応じ、犯罪被害
給付制度の情報を提供する態勢をとってい
たが、実績はなかった。
③申請対象となる犯罪被害者等に対する
適切な案内と手続の迅速化に努めた。

96 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

被害者の経済的支援のために、
社会福祉協議会貸付金や民間
団体の貸付基金等の活用につ
いて、被害者に助言等を行いま
す。

被害者の経済的支援の
ために、貸付金等の活用
について、情報の収集、
提供による相談対応を行
う。

①相談窓口として各種貸付制度の情報を
提供した。
②福祉事務所との連携に努め、適切な情
報収集及び提供に努めた。

97 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

社会保険など、被害者の自立の
ための各種手続きについて、個
人情報の保護や被害者の安全
確保への慎重な配慮を行いなが
ら情報提供を行うとともに、必要
な証明書等を発行します。

社会保険など、被害者の
自立のための各種手続き
について、個人情報の保
護や被害者の安全確保
への慎重な配慮を行いな
がら情報提供を行うととも
に、必要な証明書等を発
行する。

①相談者が安全に自立できるよう、社会保
険など各種手続きについての相談・情報提
供を行うほか、申し出によりＤＶセンターとし
て手続きに必要な証明書の発行を行った。
②証明書の発行については迅速かつ、適
切な情報提供を行うとともに、必要に応じて
関係機関に確認を行う等正確な事務処理
に努めた。

98 健康
医療
局

医療保険
課

社会保険など、被害者の自立の
ための各種手続きについて、個
人情報の保護や被害者の安全
確保への慎重な配慮を行いなが
ら情報提供を行うとともに、必要
な証明書等を発行します。

国民健康保険の手続きに
関して、制度の周知に努
める。

引き続き、指導・助言等を保険者に対して
実施することにより、保険者を通じて制度の
周知に努めた。

99 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

被害者が法律的な支援を受けら
れるよう、法テラスの活用や法律
扶助制度に関する情報提供を行
います。

法律的な支援について、
情報の収集、提供による
相談対応を行う。

①相談者が法律的な支援を受けられるよ
う、法テラスや法律扶助制度の情報提供を
行った。
②福祉事務所との連携に努め、法テラスの
活用等適切な情報提供に努めた。

100 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

被害者または関係機関に対し
て、各種手続きの活用に必要な
住所等の情報管理について助言
等を行います。

住民基本台帳の閲覧や
警察への捜索願等の扱
いに関し、被害者を保護
する観点から措置がとら
れていることなどについて
必要な情報収集を行うと
ともに、被害者に情報提
供等を行う。

①②相談窓口として住民基本台帳閲覧制
限等の制度についての情報を提供した。
②福祉事務所との連携に努め、適切な情
報収集及び提供を行った。

施策の内容(3) 　経済的な支援

施策の内容(4) 　各種制度の周知と活用への支援
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101 政策
局

市町村課 被害者または関係機関に対し
て、各種手続きの活用に必要な
住所等の情報管理について助言
等を行います。

住民基本台帳の閲覧や
住民基本台帳からの情報
に基づき行う事務処理に
ついて、適切に行われる
よう、関係機関からの照会
に対応するとともに、閲覧
等制限の制度等の周知
に努めます。

住民基本台帳の閲覧や住民基本台帳から
の情報に基づき行う事務処理について、適
切に行われるよう、関係機関からの照会に
対応し、また、周知を行った。

102 教育
局

高校教育
課

被害者または関係機関に対し
て、各種手続きの活用に必要な
住所等の情報管理について助言
等を行います。

被害者の同伴児童の転
校先等について、特に厳
重に情報の管理を行う

各県立高校等において、被害者の同伴児
童の転校先等の情報を厳重に管理した。

103 教育
局

教育事務
所

被害者または関係機関に対し
て、各種手続きの活用に必要な
住所等の情報管理について助言
等を行います。

市町村教育委員会等と連
携して、被害者の同伴児
童の転校先等について、
個人情報の厳重な取扱
に配慮しつつ円滑な運用
に努める

管内教育委員会等と連携し、被害者の同
伴児童の転校先等について、情報管理に
係る被害者への相談や助言に努めるととも
に、個人情報の厳重な取扱に配慮しつつ
円滑な運用に努めた。

104 178
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

一時保護後の自立に向けて準備
を行うための中長期支援施設を
運営する民間団体に対する支援
を強化します。

一時保護後の自立に向
けて中長期支援施設を運
営する民間団体を支援す
る。

中長期支援施設を運営する民間団体へ補
助を行った。

105 179
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

一時保護後の自立に向けて準備
を行うための中長期支援施設を
運営する民間団体に対する支援
を強化します。

中長期支援施設運営民
間団体との連絡会議設置
（一時保護連絡会への参
加など）

連絡会議を開催し、情報共有など連携に努
めた。（2回）

106 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

精神的なケアなど、民間団体が
実施する自立支援活動を支援し
ます。

精神的なケアなど、民間
団体の自立支援活動を
支援する。

民間団体の自立支援活動へ補助を行っ
た。

107 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

心理カウンセラーによるメンタル
ケアを実施し、被害者の精神的
なケアの充実を図ります。

心理士によるメンタルケア
を実施する。

Ｒ4メンタルケア実施　相談40件
自助グループ立ち上げ支援事業休止に伴
い、メンタルケアを充実させた（月４枠→月６
枠）。

108 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

自助グループの立ち上げを支援
します。

自助グループ立ち上げを
支援する。

参加者数の減少等から自助グループ立ち
上げ支援事業については休止し、同じ心理
学的援助という目的を持ち、希望者の多い
メンタルケアを充実させた。

109 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

被害者のためのカウンセリング等
を行う医療機関や民間団体の情
報提供に努めます。

被害者のためのカウンセ
リング等を行う医療機関
等の情報の収集、提供に
よる相談対応を行う。

相談窓口として医療機関についての情報
収集及び情報提供を行った。

110 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

児童相談所や市町村児童相談
窓口、学校やスクールカウンセ
ラー等との連携した相談により、
子どもの心のケアに努めます。

子どもの心のケアについ
て、適切な相談窓口の情
報提供による相談対応を
行う。

①相談窓口として児童相談窓口やスクール
カウンセラーについての情報を提供した。
②子どもの心身の状況などの情報提供に
努め、児童相談所や市町村児童相談窓口
との情報の共有を図った。

111 福祉
子ども
みらい
局

子ども家庭
課

児童相談所や市町村児童相談
窓口、学校やスクールカウンセ
ラー等との連携した相談により、
子どもの心のケアに努めます。

児童手当における広域連
携

DVによる心理的虐待の相談受付件数798
件であり、児童の状況に応じて学校等との
連携を行なった。

112 教育
局

子ども教育
支援課

児童相談所や市町村児童相談
窓口、学校やスクールカウンセ
ラー等との連携した相談により、
子どもの心のケアに努めます。

スクールカウンセラー及
びスクールソーシャル
ワーカー等による相談

スクールカウンセラー及びスクールソーシャ
ルワーカーによる相談等を行った。

113 教育
局

学校支援
課

児童相談所や市町村児童相談
窓口、学校やスクールカウンセ
ラー等との連携した相談により、
子どもの心のケアに努めます。

スクールカウンセラー及
びスクールソーシャル
ワーカーによる相談等
（県立高等学校、中等教
育学校）

スクールカウンセラーによる相談を22,800
件、スクールソーシャルワーカーによる対応
を8,741回行った。

主要施策②　安定した生活に向けた支援
施策の内容(1) 　中長期支援施設の運営に対する支援

施策の内容(2) 　精神的なケアの充実

施策の内容(3) 　被害者と同居する子どもに関する支援
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114 教育
局

総合教育
センター

児童相談所や市町村児童相談
窓口、学校やスクールカウンセ
ラー等との連携した相談により、
子どもの心のケアに努めます。

総合教育センターに配置
されている臨床心理の専
門家等による相談対応

総合教育センターでは、来所による相談
（3,577件）、電話による相談（5,891件）、
メールによる相談（262件)等に応じた。

115 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

子どもを同伴している被害者に
対し、母子生活支援施設の広域
連携を活用し支援に努めます。

子どもを同伴している被
害者に対し、必要な情報
提供、相談対応を行う。

母子生活支援施設の利用が必要な方につ
いては、福祉事務所に必要性を働きかけた
り、通知を発行し、利用の促進を図った。

116 福祉
子ども
みらい
局

子ども家庭
課

子どもを同伴している被害者に
対し、母子生活支援施設の広域
連携を活用し支援に努めます。

母子生活支援施設の広
域利用の促進を図る。

母子生活支援施設の広域利用を図った。
(令和４年度における県保健福祉事務所の
県外施設への広域入所措置件数：89件)

117 健康
医療
局

保健福祉
事務所

子どもを同伴している被害者に
対し、母子生活支援施設の広域
連携を活用し支援に努めます。

福祉事務所は、児童及び
妊産婦の福祉に関する事
項の相談や必要な調査、
母子生活支援施設にお
ける保護の適切な実施を
行う。

福祉事務所は、児童及び妊産婦の福祉に
関する事項の相談や必要な調査、母子生
活支援施設における保護の適切な実施を
行った。

118 教育
局

財務課 教育委員会や学校は、被害者の
子どもの転出入等の手続きや授
業料の免除制度等の活用につ
いて、適切な情報提供に努めま
す。

別居中で実質的に年収
が低い場合等へ配慮した
円滑な運用

【入学検定料、入学料、修業年限超過者の授業料
について】生活保護受給者、児童福祉施設入所
者、保護者の県民税所得割の額と市町村民税所
得割の額を合算した額が非課税の世帯について
は全額を免除した。また、県民税所得割の額と市
町村民税所得割の額を合算した額が85,500円未
満の場合は半額を免除した。
【授業料について】令和３年度の保護者全員の所
得について、以下の算定式により計算した額が30
万4,200円（年収約910万円）未満の世帯に対し、
授業料の負担をなくすために就学支援金を支給
した。（令和2年7月以降。それ以前は前年度通り）
【算定式】市町村民税の課税標準額×6％－市町
村民税の調整控除の額※ただし、政令指定都市
の場合は、「調整控除の額」に4分の3を乗じて計
算
【高校生等奨学給付金について】生活保護受給
世帯又は保護者の県民税所得割の額と市町村民
税所得割の額を合算した額が非課税の世帯（家
計急変により非課税相当となった世帯を含む）に
対し、返還不要の給付金を支給した。
いずれの場合においても、正式に離婚していなけ
れば原則として保護者（両親）の収入により審査を
行うが、DVや児童虐待、行方不明等の場合は、
一方の保護者の収入で審査をした。

119 教育
局

高校教育
課

教育委員会や学校は、被害者の
子どもの転出入等の手続きや授
業料の免除制度等の活用につ
いて、適切な情報提供に努めま
す。

被害者の同伴児童の転
校先等について、特に厳
重に情報の管理を行う

各県立高校等において、被害者の同伴児
童の転校先等の情報を厳重に管理した。

120 教育
局

教育事務
所

教育委員会や学校は、被害者の
子どもの転出入等の手続きや授
業料の免除制度等の活用につ
いて、適切な情報提供に努めま
す。

市町村教育委員会等と連
携して、被害者の同伴児
童の転校先等について、
個人情報の厳重な取扱
に配慮しつつ円滑な運用
に努める

管内教育委員会等と連携し、被害者の同
伴児童の転校先等について、転出入手続
等の個人情報の厳重な取扱に配慮しつつ
円滑な運用に努めた。
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121 福祉
子ども
みらい
局

私学振興
課

教育委員会や学校は、被害者の
子どもの転出入等の手続きや授
業料の免除制度等の活用につ
いて、適切な情報提供に努めま
す。

別居中で実質的に年収
が低い場合等へ配慮した
円滑な運用

【授業料について】
「就学支援金」「学費補助金」の申請により
授業料が軽減される世帯（保護者（親権者）
の算定基準額が基準額の範囲内）につい
て、手続きを周知し、補助金を交付した。
【高校生等奨学給付金について】
平成26年４月以降に高等学校等に入学し
た生徒を扶養している生活保護受給世帯
又は県民税所得割及び市町村民税所得割
の合算額非課税世帯（家計急変により非課
税相当となった世帯を含む）に対し、手続き
を周知し、返還不要の給付金を支給した。
いずれの審査についても、正式に離婚して
いなければ原則として保護者（両親）の収
入として扱うが、DVや児童虐待、行方不明
等の場合は、一方の保護者の収入で審査
をした。

122 福祉
子ども
みらい
局

子ども家庭
課

児童扶養手当など各種制度に関
する情報提供を行うとともに円滑
な運用に努めます。

児童手当における広域連
携

ＤＶ被害者の居住する自治体からの情報提
供が128件あり、配偶者の居住する自治体
との連携を図った。

123 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

児童扶養手当など各種制度に関
する情報提供を行うとともに円滑
な運用に努めます。

児童扶養手当など各種制
度に関する情報提供、相
談対応を行う。
受給のための証明書を発
行する。

相談者に対して各種制度に関する情報提
供を行った。また、証明書の発行にあたっ
ては、迅速かつ正確な事務処理に努めた。

124 健康
医療
局

保健福祉
事務所

児童扶養手当など各種制度に関
する情報提供を行うとともに円滑
な運用に努めます。

児童扶養手当の支給、母
子・父子・寡婦福祉資金
貸付金の貸付け、児童手
当の支給等について、情
報提供等。
福祉事務所は、児童及び
妊産婦の福祉に関する事
項の相談や必要な調査、
母子生活支援施設にお
ける保護の適切な実施を
行う。

児童扶養手当の支給、母子・父子・寡婦福
祉資金貸付金の貸付け、児童手当の支給
等について、情報提供をするともに連絡、
調整を行い、住民票を異動することなく施
設入所や居宅設定したものに対しては、住
登地との調整をする等、児童及び妊産婦の
福祉に関する事項の相談や必要な調査、
母子生活支援施設における保護を実施し
た。

125 150
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

新たな地域で自立生活を始める
場合、被害者の意向を確認し、
従前の地域での支援が引き継が
れるように努めます。

被害者が新たな地域で自
立生活を始める場合、他
の都道府県等との連携を
行う。

福祉事務所と連携し、必要な支援を協議す
るとともに、もに、新たな地域で自立生活が
送れるよう後方支援を行った。

126 151
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

自立生活を始める被害者の生
活面や心身面の相談を総合的
に受け止めるなど、自立に向
けた支援を行います。

自立に向けた支援とし
て、相談を実施する。

①ＤＶ被害者の自立に向けた生活面や心
身面についての相談を行った。
②福祉事務所と連携し、被害者の生活面
や心理面の相談を実施した。

127 152
へ
再
掲

健康
医療
局

保健福祉
事務所

自立生活を始める被害者の生
活面や心身面の相談を総合的
に受け止めるなど、自立に向
けた支援を行います。

町村と県保健福祉事務所
との連携

町村その他関係機関と、被害者についての
情報を共有し、連携して相談・支援を行っ
た。

128 153
へ
再
掲

健康
医療
局

保健福祉
事務所

各種制度の手続きなどを行う際
は、必要に応じて、県・市町村の
担当職員、民間団体のスタッフが
被害者に同行します。

被害者の同行支援 行政機関等へ同行支援を行った。

129 154
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

各種制度の手続きなどを行う際
は、必要に応じて、県・市町村の
担当職員、民間団体のスタッフが
被害者に同行します。

各種制度の手続きなどを
行う際の同行支援の実施
に努める

必要な各種制度を福祉事務所と協議し、支
援の実施機関に同行支援を依頼した。

130 155
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

各種制度の手続きなどを行う際
は、必要に応じて、県・市町村の
担当職員、民間団体のスタッフが
被害者に同行します。

民間団体の同行支援へ
の補助を行う。

民間団体に対して、同行支援への補助を
行った。

施策の内容(4)　 地域における支援
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131 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

一時保護施設を退所し、地域で
生活する被害者のためのサポー
ト相談を実施します。

一時保護後に地域で自
立生活することについて
相談を実施する。

一時保護後に必要なサービスや相談窓口
等の情報提供を行った。

132 76 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

言葉や文化の違いにより孤立し
やすく在留資格など複雑な課題
を抱えていることがある外国人の
被害者や、ＤＶがより潜在化しや
すい傾向にある障がい者や高齢
者、性的少数者の方等に対し
て、本人の意向や障がい等を確
認しながら、適切な対応をするよ
う配慮します。

外国人、障がい者、高齢
者、性的少数者等に対
し、本人の希望や状況に
応じた適切な対応をする
よう配慮する。

被害者の状況に応じて、必要によっては関
係機関とも連携を行う等も検討し、適切な
対応をするよう配慮を行った。

133 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

就労支援や退所者支援などによ
り自立に向けた支援を行います。

女性保護施設における就
労支援事業を実施する。

女性保護施設において、利用者の個々の
能力、適性等を考慮しながら、就労に結び
つけるための支援を行った。

134 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

就労支援や退所者支援などによ
り自立に向けた支援を行います。

女性保護施設における退
所者支援を実施する。

退所者支援事業担当職員を指定し、退所
者支援を実施した。

135 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

被害者や同伴児童・同伴者の心
身の回復と自立に向け、環境の
充実に努めます。

女性保護施設における心
理的な支援を実施する。

非常勤心理士を2名配置し、心理的な支援
を実施した。

136 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

被害者や同伴児童・同伴者の心
身の回復と自立に向け、環境の
充実に努めます。

被害者や同伴児童・同伴
者の心身の回復と自立に
向け、女性保護施設の環
境を整備する。

障がい者用居室や母子用居室を利用し
て、障がい者や母子の受け入れに対応し
た。

137 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

市町村は、ＤＶ防止や被害者の
支援に関する基本計画の策定に
努め、県はこれを支援します。

市町村ＤＶ法所管課長会
議において、県内市町村
のＤＶ対策状況調査の結
果や、他県・国の情報提
供を行うことなどにより、基
本計画策定を支援する。

県内市町村のＤＶ主管課長会議での情報
提供等により、プラン策定の支援を行った。
31市町で基本計画策定

138 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

市町村は、基本計画の推進に向
けて、庁内外の関係機関等から
なる組織を設置し、連携を強化
するよう努め、県はこれを支援し
ます。

県内市町村のＤＶ対策状
況調査、他県や国の情報
提供などにより、市町村の
庁内外連携を支援する。

他県や国の制度等について、県内市町村
のＤＶ主管課長会議において情報提供を
行い、市町村の庁内外連携を支援した。

139 健康
医療
局

保健福祉
事務所

市町村は、基本計画の推進に向
けて、庁内外の関係機関等から
なる組織を設置し、連携を強化
するよう努め、県はこれを支援し
ます。

必要に応じて、地域ＤＶ
対策情報交換会議や市
町村庁内外連携会議へ
の参加

地域ＤＶ対策情報交換会議や市町村庁内
外連携会議に参加した。(一部コロナにより
中止）

140 福祉
子ども
みらい
局

児童相談
所

市町村は、基本計画の推進に向
けて、庁内外の関係機関等から
なる組織を設置し、連携を強化
するよう努め、県はこれを支援し
ます。

必要に応じて、地域ＤＶ
対策情報交換会議や市
町村庁内外連携会議へ
の参加

コロナの情勢を踏まえつつ、各市町村の実
情に応じてDV主管課との情報交換等を実
施した。

141 教育
局

教育事務
所

市町村は、基本計画の推進に向
けて、庁内外の関係機関等から
なる組織を設置し、連携を強化
するよう努め、県はこれを支援し
ます。

必要に応じて、地域ＤＶ
対策情報交換会議や市
町村庁内外連携会議へ
の参加

【湘南三浦・県央・県西】
必要に応じて、地域ＤＶ対策情報交換会議
や市町村庁内外連携会議へ参加した。
【中・県西】
児童・生徒指導研修会、スクールカウンセ
ラー連絡協議会、教育相談コーディネー
ター連絡協議会を開催及び、スクールソー
シャルワーカー配置事業等へ参加した。

施策の内容(1) 　女性保護施設における支援

施策の内容(5) 　外国人、障がい者、高齢者、性的少数者の方への配慮

主要施策③　女性保護施設における支援

重点目標Ⅴ　市町村、民間団体及び関係機関との連携等
施策の方向５　　地域における相談と自立支援の体制の充実
主要施策①　市町村における計画的な取組み
施策の内容(1) 　市町村基本計画の策定

施策の内容(2) 　市町村における施策推進体制の充実
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142 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

被害者が身近な地域で相談や
自立の支援を受けられる窓口とし
て、市町村は、配偶者暴力相談
支援センターを設置し、被害者
の相談や自立支援の充実強化
に努め、県はこれを支援します。

市町村ＤＶ法所管課長会
議において、県内市町村
のＤＶ対策状況調査の結
果や、他県・国の情報提
供を行うことなどにより、
DVセンター設置を支援
する。

市町村課長会議において、県機関、他県、
国の情報を提供することなどにより、県内の
市のＤＶセンター設置を支援した。

143 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

市町村配偶者暴力相談支援セ
ンターの事業や被害者の一時保
護の実施に対する権限の強化や
財政的な支援について、国へ要
望します。

市町村の配偶者暴力相
談支援センターの事業や
被害者の一時保護の実
施に対する財政的な支援
について国へ要望する。

１６都道府県婦人保護主管課長及び婦人
相談所長会議において、市町村の配偶者
暴力相談支援センターの事業や被害者の
一時保護の実施に対する財政的な支援に
ついて国へ要望した。

144 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

市町村は、被害者相談窓口の充
実に努め、県はこれを支援しま
す。

市町村の被害者相談窓
口の充実のため、研修実
施・情報提供等により支
援する。

①相談員対象の研修を実施し、また機会を
捉えて情報提供を行った。
②職員研修を実施するなど、関係機関を対
象とした研修を行った。

145 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

市町村は、被害者と接する相談
窓口職員の研修の充実を図り、
庁内連携会議の設置や庁内マ
ニュアルの作成等により、その連
携を強化するよう努め、県はこれ
を支援します。

市町村ＤＶ法所管課長会
議において、県内市町村
のＤＶ対策状況調査の結
果や、他県・国の情報提
供を行うことなどにより、市
町村の取組みを支援す
る。

市町村課長会議において、県機関、他県、
国の情報を提供することなどにより、市町村
における身近な相談窓口の充実を支援し
た。

146 206
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

市町村の相談窓口職員への支
援を行います。

市町村相談員等へのスー
パービジョンや研修会を
実施する。

市町村相談員を対象とした拡大事例検討
会（４回）と女性問題研修会（４回）を実施し
た。

147 198 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

被害者への相談・支援に対応す
る職員の資質向上のため、被害
者の状況に応じたきめ細かな対
応を実施するための体制を強化
します。

県配偶者暴力相談支援
センター及び市町村相談
員の資質向上のため、初
任者向けや事例検討会
等を実施する。

県配偶者暴力相談支援センター及び市町
村相談員の資質向上のため、勤続年数３
年未満程度の初任女性相談員向けに、初
任女性相談員研修（基礎）を実施する予定
であったが、新型コロナウイルス感染症の
拡大により中止した。

148 199 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

被害者への相談・支援に対応す
る職員の資質向上のため、被害
者の状況に応じたきめ細かな対
応を実施するための体制を強化
します。

県配偶者暴力相談支援
センター及び市町村相談
員の資質向上のため、研
修を実施するほか、共生
推進本部室が開催する研
修に職員を派遣する。

関係機関を対象とした研修の講師対応を
行った。

149 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

県内市町村のＤＶ対策状況調
査、地域ＤＶ対策情報交換会議
の開催、他県や国の情報提供な
どを実施する。

県内市町村のＤＶ対策状
況調査、地域ＤＶ対策情
報交換会議の開催、他県
や国の情報提供などを実
施する。

・市町村の自立支援の実施について、県内
自治体他県や国の情報を提供した。また、
県福祉事務所を中心とした地域情報交換
会が開催できるよう協力した。

150 125 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

新たな地域で自立生活を始める
場合、被害者の意向を確認し、
従前の地域での支援が引き継が
れるように努めます。

被害者が新たな地域で自
立生活を始める場合、他
の都道府県等との連携を
行う。

福祉事務所と連携し、協議を行うとともに、
後方支援を行った。

151 126 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

自立生活を始める被害者の生
活面や心身面の相談を総合的
に受け止めるなど、自立に向
けた支援を行います。

自立に向けた支援とし
て、相談を実施する。

①ＤＶ被害者の自立に向けた生活面や心
身面についての相談を行った。
②福祉事務所と連携し、相談等を行う等相
談者の情報の共有に努めた。

152 127 健康
医療
局

保健福祉
事務所

自立生活を始める被害者の生
活面や心身面の相談を総合的
に受け止めるなど、自立に向
けた支援を行います。

町村と県保健福祉事務所
との連携

町村その他関係機関と、被害者についての
情報を共有し、連携して相談・支援を行っ
た。

主要施策②　市町村における相談窓口の充実
施策の内容(1) 　市町村配偶者暴力相談支援センターの設置

施策の内容(2) 　市町村における身近な相談窓口の充実

施策の内容(3) 　市町村における自立支援の実施
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153 128 健康
医療
局

保健福祉
事務所

各種制度の手続きなどを行う際
は、必要に応じて、県・市町村の
担当職員、民間団体のスタッフが
被害者に同行します。

被害者の同行支援 行政機関等へ同行支援を行った。

154 129 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

各種制度の手続きなどを行う際
は、必要に応じて、県・市町村の
担当職員、民間団体のスタッフが
被害者に同行します。

各種制度の手続きなどを
行う際の同行支援の実施
に努める

必要な各種制度案内等を福祉事務所と協
議し、引き続き支援の実施機関に依頼を
行った。

155 130 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

各種制度の手続きなどを行う際
は、必要に応じて、県・市町村の
担当職員、民間団体のスタッフが
被害者に同行します。

民間団体の同行支援へ
の補助を行う。

民間団体に対して、同行支援への補助を
行った。

156 福祉
子ども
みらい
局

①共生推
進本部室
②かながわ
男女共同
参画セン
ター
③女性相
談所

地域における、福祉事務所、児
童相談所、教育委員会、警察署
や医療・法律などの関係機関・関
係団体のネットワークの充実に努
めます。

地域における福祉事務
所、児童相談所、教育委
員会、警察署や医療・法
律などの関係機関・関係
団体の連携会議等へ参
加する。

地域における福祉事務所、児童相談所、教
育委員会、警察署や医療・法律などの関係
機関・関係団地の各種会議に情報提供な
ど行う等し、連携強化に努めた。

157 健康
医療
局

保健福祉
事務所

地域における、福祉事務所、児
童相談所、教育委員会、警察署
や医療・法律などの関係機関・関
係団体のネットワークの充実に努
めます。

必要に応じて、地域にお
ける福祉事務所、児童相
談所、教育委員会、警察
署や医療・法律などの関
係機関・関係団体の連携
会議等への参加

地域における福祉事務所、児童相談所、教
育委員会、警察署や医療・法律などの関係
機関・関係団体の連携会議等を開催・参加
した。

158 福祉
子ども
みらい
局

児童相談
所

地域における、福祉事務所、児
童相談所、教育委員会、警察署
や医療・法律などの関係機関・関
係団体のネットワークの充実に努
めます。

必要に応じて、地域にお
ける福祉事務所、児童相
談所、教育委員会、警察
署や医療・法律などの関
係機関・関係団体の連携
会議等への参加

コロナ情勢を踏まえながら、５所で管内医療
機関との連絡会を実施。管内警察署との連
絡会は５所のみ実施。スクールソーシャル
ワーカー連絡会（２回）に参加。

159 教育
局

教育事務
所

地域における、福祉事務所、児
童相談所、教育委員会、警察署
や医療・法律などの関係機関・関
係団体のネットワークの充実に努
めます。

必要に応じて、地域にお
ける福祉事務所、児童相
談所、教育委員会、警察
署や医療・法律などの関
係機関・関係団体の連携
会議等への参加

学校警察連絡協議会やスクールソーシャル
ワーカー連絡会、要保護児童対策地域協
議会等へ参加した。

160 県警
察本
部

人身安全
対策課

地域における、福祉事務所、児
童相談所、教育委員会、警察署
や医療・法律などの関係機関・関
係団体のネットワークの充実に努
めます。

関係機関との連携協力 各種会議等に参加し、関係機関との連携に
努めた。

161 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

被害者の居住する市町村等と調
整し、被害者が必要な支援を受
けることができるよう努めます。

被害者の居住する市町村
との連携・情報提供等を
行う。

連携に努め、必要な情報提供を行った。

162 健康
医療
局

保健福祉
事務所

県保健福祉事務所等は、町村と
連携して被害者の相談や自立支
援を行います。

県保健福祉事務所に女
性相談員を配置
町村職員と連携して被害
者の支援を実施

・郡部を管轄する県保健福祉事務所に女
性相談員を6人配置した。（平塚、茅ヶ崎、
鎌倉、小田原、足柄上、厚木）
・町村職員と連携して被害者の支援を実施
した。

163 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

県保健福祉事務所等は、町村と
連携して被害者の相談や自立支
援を行います。

女性相談員研修会を開
催する。

女性相談員向けの研修会を開催した。（1
回）

164 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

県及び市町村配偶者暴力相談
支援センターの連絡会議を設置
し、連携を強化します。

県及び政令市が持ち回り
で開催する拡大ＤＶセン
ター会議を開催又は参加
する。

四県市ＤＶセンター連絡会に参加した。（１
回）

施策の内容(2) 　県による広域連携支援

主要施策③　地域の状況に応じた県と市町村等の連携
施策の内容(1) 　地域における関係機関ネットワークの充実
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165 15 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

法律相談、心理相談、精神保健
相談などの専門相談を実施しま
す。

法律相談、心理相談、精
神保健相談などの専門相
談を実施する。

法律相談、心理相談、精神保健相談など
の専門相談を継続して実施した。
法律相談　44件
精神保健相談 7件
メンタルケア　40件
（ＤＶ専門相談件数　計91件）

166 16 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

民間団体と連携した多言語によ
る被害者相談を実施します。

民間団体に委託し、多言
語による被害者相談を実
施する。

外国籍被害者向け多言語相談を継続して
実施した。
多言語相談件数　５28件

167 26 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

男性被害者相談を実施します。 男性被害者相談を実施
する。

男性被害者相談を継続して実施した。
男性被害者相談　625件

168 27 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

ＤＶに悩む男性のための相談を
実施します。

ＤＶに悩む男性のための
相談を実施する。

ＤＶに悩む男性相談を継続して実施した。
ＤＶに悩む男性相談　 49件

169 22 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

休日夜間等、時間外の緊急相談
の体制を確保し、警察等との緊
密な連携・協力のもとに、被害者
の緊急相談に対応します。

休日夜間等、時間外の緊
急相談の体制を確保し、
被害者の緊急相談に対
応する。

休日夜間のＤＶ相談を実施した。
土日9：00～17：00
平日夜間17:00～21:00

170 25 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

休日夜間等、時間外の緊急相談
の体制を確保し、警察等との緊
密な連携・協力のもとに、被害者
の緊急相談に対応します。

民間団体に委託し、土・
日の夜間と祝日に相談を
受ける週末ホットラインを
実施する。

週末ホットライン相談を継続して実施した。
週末ホットライン相談 　244件

171 23 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

休日夜間等、時間外の緊急相談
の体制を確保し、警察等との緊
密な連携・協力のもとに、被害者
の緊急相談に対応します。

警察等との緊密な連携・
協力のもとに、休日夜間
緊急対応を実施する。
休日夜間緊急対応人員
を確保する。

夜間宿直体制による対応を行い、休日・夜
間における緊急対応人員の確保に努め
た。

172 24 県警
察本
部

人身安全
対策課

休日夜間等、時間外の緊急相談
の体制を確保し、警察等との緊
密な連携・協力のもとに、被害者
の緊急相談に対応します。

警察本部及び警察署に
おける体制の確立

休日夜間にかかわらず、体制を確立し対処
した。

173 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

取組みの充実に向け、被害者支
援に取り組んでいる民間団体と
の定期的な意見交換を実施しま
す。

被害者支援に取り組んで
いる民間団体と定期的な
意見交換を実施する。

被害者支援に取り組んでいる民間団体と意
見交換会を開催した。

174 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

啓発資料等は、民間団体に蓄積
された被害者支援のノウハウ等を
踏まえて作成します。

被害者の支援のための豊
富なノウハウを有している
民間団体と連携し、啓発
資料等を作成する。

デートＤＶに関する支援のための豊富なノ
ウハウを有している民間団体と連携して作
成した中学生向けデートＤＶ啓発冊子を県
内の中学校に配布するほか、民間団体と連
携して作成した各種啓発資料を県民に配
布した。

175 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

被害者への適切な支援の実施の
ため、被害者支援等に取り組ん
でいる民間団体のスタッフ等を講
師に、職務関係者の研修を開催
します。

弁護士、精神科医、大学
教授等等を講師とした研
修を開催

弁護士、民間団体スタッフ等との協働により
研修を開催した。

176 25 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

民間団体と連携し、休日夜間
等、時間外における被害者相談
を実施します。

民間団体に委託し、土・
日の夜間と祝日に相談を
受ける週末ホットラインを
実施する。

週末ホットライン相談を継続して実施した。
週末ホットライン相談 　244件

177 16 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

民間団体と連携した多言語によ
る被害者相談を実施します。

民間団体に委託し、多言
語による被害者相談を実
施する。

外国籍被害者向け多言語相談を継続して
実施した。
多言語相談件数　５28件

178 104 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

一時保護後の自立に向けて準備
を行うための中長期支援施設を
運営する民間団体に対する支援
を強化します。

一時保護後の自立に向
けて中長期支援施設を運
営する民間団体を支援す
る。

中長期支援施設を運営する民間団体へ補
助を行った。

施策の方向６　　民間団体との連携、支援
主要施策①　ＤＶ防止・被害者支援を行う民間団体との連携、支援
施策の内容(1) 　民間団体との意見交換

施策の内容(2) 　民間団体と連携した啓発等

施策の内容(3) 　被害者相談における連携

施策の内容(4) 　中長期支援施設の運営に対する支援
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179 105 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

一時保護後の自立に向けて準備
を行うための中長期支援施設を
運営する民間団体に対する支援
を強化します。

中長期支援施設運営民
間団体との連絡会議設置
（一時保護連絡会への参
加など）

連絡会議を開催し、情報共有など連携に努
めた。（2回）

180 48 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

県、市町村、民間団体による三
者協働一時保護の充実に努めま
す。

県、市町村、民間団体に
よる三者協働一時保護を
実施する。

県内市町村と協定を締結して実施した。
必要に応じて施設のメンテナンスを実施し
た。

181 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

民間委託団体のスタッフを対象と
した研修を実施します。

民間委託シェルタース
タッフ研修を実施する。

民間団体職員を対象とした研修を実施し
た。（２回）

182 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

民間団体が行う、スタッフ等の人
材養成を支援します。

民間団体が行う、スタッフ
等の人材養成を支援す
る。

民間団体に対して、団体の行う研修事業等
に補助を行った。（メニュー補助）

183 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

民間委託団体に出向き、ケース
カンファレンスを実施します。

民間委託団体に対し、
ケースカンファレンスへの
助言を行う。

職員がケースカンファレンスに参加して、助
言等を行った。

184 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

民間委託団体へ同伴児童の学
習面に関する支援の助言を行い
ます。

民間委託団体の行う同伴
児童の学習面に関する支
援について、教育指導員
による助言を行う。

同伴児童の学習面に関する支援につい
て、助言等の依頼はなかった。

185 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

被害者の自立支援活動等を行う
民間団体の取組みを支援しま
す。

被害者の自立支援活動
等を行う民間団体を支援
する。

・民間団体に対して、団体の行う自立支援
事業等に補助を行った。
・民間団体に対して、団体が新たに実施す
る先進的な取組への補助を行った。

186 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

民間委託施設等を利用している
被害者に対して、心理的ケアな
ど、専門家による支援を行いま
す。

民間委託施設等を利用し
ている被害者に対して、
心理判定員による助言を
行う。

心理判定員による助言等の依頼はなかっ
た。

187 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

ＤＶ防止と被害者の自立支援施
策を充実するため、関係機関・関
係団体の連携を強化します。

ＤＶ対策推進会議の開催
や民間団体との意見交換
会の実施により連携を強
化する。

DV対策推進会議を開催し、DV対策につい
て議論するとともに、連携に努める予定で
あったが、新型コロナウイルス感染症の拡
大により中止。
地域ＤＶ情報交換会議に出席し、連携の強
化に努めた。
民間団体との意見交換会を開催した。

188 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

ＤＶ防止と被害者の自立支援施
策を充実するため、関係機関・関
係団体の連携を強化します。

女性相談所、福祉事務
所、民間委託シェルター
によるケースカンファレン
スを実施する。

各種会議、カンファレンスにより、連携の強
化に努めた。

189 福祉
子ども
みらい
局

児童相談
所

ＤＶ防止と被害者の自立支援施
策を充実するため、関係機関・関
係団体の連携を強化します。

女性相談所と児童相談所
との連絡会議の充実

女性相談所との連絡会に参加。互いの情
報共有や事例を通しての意見交換などを
通じて、連携強化を図った。

190 健康
医療
局

保健福祉
事務所

ＤＶ防止と被害者の自立支援施
策を充実するため、関係機関・関
係団体の連携を強化します。

ケースカンファレンスへの
参加

参加要請があれば、ケースカンファレンスに
参加し、被害者の自立支援について検討し
た。

191 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

通報制度や保護命令制度を活
用した被害者支援のため、医
療、法律などの関係機関・関係
団体との連携を図ります。

医療、法律などの関係機
関・関係団体との連携の
強化を図る。

DV対策推進会議を開催し、DV対策につい
て議論するとともに、連携に努める予定で
あったが、新型コロナウイルス感染症の拡
大により中止。
地域ＤＶ情報交換会議に出席し、連携の強
化に努めた。
民間団体との意見交換会を開催した。

192 県警
察本
部

人身安全
対策課

通報制度や保護命令制度を活
用した被害者支援のため、医
療、法律などの関係機関・関係
団体との連携を図ります。

関係機関等との連携 事案に応じ、関係機関等と連携して対応し
た。

施策の内容(5)　 県、市町村、民間団体の協働による一時保護事業

施策の内容(6) 　被害者支援を行う民間団体への支援

施策の方向７　関係機関等との連携及び人材育成
主要施策①　関係機関等との相互の連携
施策の内容(1) 　ネットワークの充実
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193 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

被害者の子どもへの接近禁止命
令が発令される場合もあることか
ら、保護命令制度の趣旨及び概
要について、会議の場やホーム
ページ等を通じて教育委員会及
び学校、保育所等に周知を図り
ます。

保護命令制度について、
周知を行う。

ＤＶ被害防止啓発冊子をホームページに
掲載することなどにより、保護命令の内容等
を広く周知した。

194 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

関係機関・関係団体が連携し、
被害者が自立した生活を続ける
ための、長期にわたる切れ目の
ない支援に努めます。

長期にわたる切れ目のな
い支援を行うため、民間
団体との意見交換や自立
支援活動への補助を実
施する。

庁内関係部署や民間団体との意見交換会
を行い、関係機関等との連携を図った。
被害者支援を行っている民間団体に対し
て、自立支援活動への補助を行った。

195 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

関係機関・関係団体が連携し、
被害者が自立した生活を続ける
ための、長期にわたる切れ目の
ない支援に努めます。

長期にわたる切れ目のな
い支援のため、関係機関
との連携に努める。

情報提供・情報交換の場として市区関係課
等が主催する各種会議に出席するなど、必
要な情報を関係機関と共有を行った。

196 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

被害者の支援に当たっては、必
要に応じて、県外の婦人相談所
や婦人保護施設、母子生活支援
施設の活用など、都道府県域を
越えた連携に努めます。

被害者の円滑な広域支
援を行うために、全国知
事会の申合せに沿って、
一時保護について他県と
の必要があれば連携、調
整に努める。

都道府県と連携が必要なケースはなかった
が、都道府県をまたがるケースの調整に努
めた。

197 県警
察本
部

人身安全
対策課

関係する場所が複数の都道府県
にわたるものについては、関係都
道府県警察と連携します。

関係場所が複数の都道
府県にわたる事案への対
応

事案に応じ、関係都道府県警察と連携し情
報を共有して対応した。

198 17、
147
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

被害者への相談・支援に対応す
る職員の資質向上のため、被害
者の状況に応じたきめ細かな対
応を実施するための体制を強化
します。

県配偶者暴力相談支援
センター及び市町村相談
員の資質向上のため、初
任者向けや事例検討会
等を実施する。

県配偶者暴力相談支援センター及び市町
村相談員の資質向上のため、勤続年数３
年未満程度の初任女性相談員向けに、初
任女性相談員研修（基礎）を実施する予定
であったが、新型コロナウイルス感染症の
拡大により中止した。

199 148
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

被害者への相談・支援に対応す
る職員の資質向上のため、被害
者の状況に応じたきめ細かな対
応を実施するための体制を強化
します。

県配偶者暴力相談支援
センター及び市町村相談
員の資質向上のため、研
修を実施するほか、共生
推進本部室が開催する研
修に職員を派遣する。

関係機関を対象とした研修の講師対応を
行った。

200 福祉
子ども
みらい
局

女性相談
所

被害者への適切な支援の実施の
ため、福祉、警察、医療、法律、
教育関係者や人権擁護委員、民
生委員・児童委員等の職務関係
者の研修や情報提供を行いま
す。

福祉、警察、医療、法律、
教育関係者、人権擁護委
員、民生委員・児童委員
等の職務関係者への制
度の趣旨の周知、啓発、
研修の実施

関係機関を対象とした研修や講師の派遣
を行った。

201 教育
局

行政課 被害者への適切な支援の実施の
ため、福祉、警察、医療、法律、
教育関係者や人権擁護委員、民
生委員・児童委員等の職務関係
者の研修や情報提供を行いま
す。

関係職員を対象とした研
修の実施

各研修において、交際相手からの暴力の
問題について取り上げた。
・人権教育指導者養成研修講座（１回）
・県立学校人権教育校内研修会（９校）

202 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

県・市町村の被害者の相談や一
時保護等を担当する職員の専門
性を高めるため、医療や法律の
専門家や民間団体のスタッフ等
を招いて研修を行います。

職員の専門性を高めるた
め、医療や法律の専門家
や民間団体のスタッフ等
を招いた研修を実施す
る。

①女性問題研修会や事例検討会で研修を
実施した。
②新任の行政職員、管理職を対象に支援
に関する基礎知識やDVの理解に関して研
修を行った。（1回）

施策の内容(2) 　広域における連携

主要施策②　支援者の育成と資質向上等
施策の内容(1) 　職務関係者への研修等の充実
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203 ①②
③福
祉子ど
もみら
い局
④県
警察
本部

①共生推
進本部室
②かながわ
男女共同
参画セン
ター
③女性相
談所
④人身安
全対策課

被害者支援に携わる職員等へ、
情報管理を含む危機管理に関
する研修を行います。

情報管理等の危機管理
に関する研修を実施す
る。

①県警と共同で行う「DV被害者支援のため
の県警・行政連携ワークショップ」におい
て、情報管理等の危機管理に関する研修
を実施した。
②かながわ男女共同参画センターで実施
する研修において、情報管理等に関する研
修を実施した。
③女性相談所の主催研修において、情報
管理等の危機管理の内容も含み、研修を
実施した。
④各種研修会を実施した。

204 福祉
子ども
みらい
局

①共生推
進本部室
②かながわ
男女共同
参画セン
ター
③女性相
談所

県及び市町村における被害者支
援等に関するノウハウについて、
相互に情報交換することにより、
資質向上に努めます。

被害者支援等に関するノ
ウハウについて、会議等
の場を活用した市町村と
の情報交換を実施する。

①県内市町村のＤＶ対策主管課長会議等
を開催し県及び県内市町村の情報交換を
行った。
②③会議や研修等を通して情報交換を
行った。

205 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

被害者支援に携わる相談員等の
精神的安定を図り、より良い被害
者支援を実施できるよう、組織内
でのスーパービジョンを実施する
など、メンタルヘルスケアの充実
に努めます。

組織内での事例検討会を
実施するなど、相談員等
のメンタルヘルスケアの
充実に努める

ＳＶを中心としたスーパーバイズを行い、組
織的に相談員等の精神的な負担の軽減に
努めた。

206 146 福祉
子ども
みらい
局

かながわ男
女共同参
画センター

市町村の相談窓口職員への支
援を行います。

市町村相談員等へのスー
パービジョンや研修会を
実施する。

市町村相談員を対象とした拡大事例検討
会（4回）と女性問題研修会（4回）を実施し
た。

207 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

ＤＶ防止や被害者支援のための
調査や研究を実施し、施策に反
映させます。

配偶者暴力に関する意識
調査や被害の実態調査
などの調査研究を実施
し、県内関係機関で共
有、ＤＶ対策・被害者支援
に役立てる。

相談・一時保護の現状やアンケート結果を
踏まえて、LINE相談窓口の充実等施策に
反映させた。

208 福祉
子ども
みらい
局

①かながわ
男女共同
参画セン
ター
②女性相
談所

ＤＶ防止や被害者支援のための
調査や研究を実施し、施策に反
映させます。

より適切な被害者支援に
向けて、精神的な課題な
ど多様で複合的な課題を
抱えている被害者等の実
態について、把握する。

多様で複合的な課題を抱えている被害者
が増えている現状について、きめ細やかに
把握し課題解決に努めた。

209 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

国等の調査・研究の情報を収集
し、調査研究に活用するととも
に、関係機関へ情報提供しま
す。

国等の調査・研究の情報
を収集し、関係機関へ情
報提供する。

国等の調査・研究の情報を収集し、施策の
検討に活用するとともに、関係機関へ情報
提供した。

210 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

女性に対する暴力を未然に防止
するための取組みの充実や、近
年増加がみられる男性被害者に
対する支援体制の枠組みの構築
などについて、国へ要望します。

ＤＶ防止や男性被害者相
談等に関する支援体制等
について国へ要望する。

ＤＶ防止や男性被害者相談等の支援につ
いて、国へ要望した。

211 13
へ
再
掲

福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

加害者更生に関する国の調査研
究の動向を把握し、その充実及
び必要な法整備について、国へ
要望するとともに、他の地方公共
団体及び民間団体における取組
状況等を把握するよう努めます。

加害者更生に関する調査
研究の充実の国への要
望と、他の地方公共団体
及び民間団体における取
組状況等の把握を行う。

加害者対応プログラムなど加害者対策の具
体化等について国へ要望するとともに、他
団体等の取組状況の把握に努めた。

212 福祉
子ども
みらい
局

共生推進
本部室

困難を抱える女性達の自立に向
けた支援を適切に行うことができ
るよう、売春防止法の抜本的な改
正または女性の保護に関する新
たな法整備について、国へ要望
します。

売春防止法の抜本的改
正または女性保護に関す
る新たな法整備につい
て、国へ要望する。

女性保護に関する新たな法整備である困
難な問題を抱える女性への支援に関する
法律の施行にともなう体制・環境整備につ
いて、国へ要望した。

施策の内容(2) 　国への要望

施策の内容(2) 　支援者への支援

施策の方向８　課題解決に向けた調査研究と提案・苦情への対応
主要施策①　調査研究
施策の内容(1) 　ＤＶ防止及び被害者支援のための調査研究
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213 各所
管部
局・県
警察
本部・
市町
村

全所管部
局・県警察
本部

県民等からの配偶者等暴力の防
止や被害者の支援に関する提
案、被害者からの苦情の申出を
受けた場合は、被害者の置かれ
ている状況に配慮して、適切・迅
速に対応するよう努めます。

被害者の支援に関する提
案や被害者からの苦情の
申出に対する、適切・迅
速な対応

県民等から被害者の支援に関する提案や
被害者等からの苦情の申出に対して、適
切･迅速に対応した。

主要施策②　提案・苦情への対応
施策の内容(1) 　関係機関における提案・苦情への適切な対応
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Ⅴ 神奈川県男女共同参画審議会の審議状況                    

 
１  神奈川県男女共同参画審議会 

（１）設置目的 

附属機関の設置に関する条例に基づき設置された機関で、男女共同参画の推進に関する重要

事項及び神奈川県男女共同参画推進条例（平成 14 年神奈川県条例第 8 号）第 14 条第１項の規

定により申出があった提案、意見、要望、苦情等の処理について、知事の諮問に応じて調査審議、

結果の報告、又は意見を建議することを目的としています。 

 

（２）主な審議事項 

ア 男女共同参画社会基本法第 14条第１項の規定による男女共同参画計画の策定、又は改定に

ついて 

イ 男女共同参画推進条例及び規則の重要な改正について 

ウ 男女共同参画に関する制度の創設、又は改善について 

エ 県民等から申出があった提案、意見、要望、苦情等の処理を行うにあたり、特に必要がある

事項について 

 

（３）審議会委員の構成（令和５年９月現在） 

ア 委員数 12 人（男性３人、女性９人） 

イ 選出区分の構成（学識経験者７人、事業者３人、公募１人、市町村１人） 

 

２  開催状況 

神奈川県男女共同参画審議会（第 11 期）の開催・意見聴取状況（令和４～５年度） 

回 開催日 審 議 内 容 

第 11 期 

第４回 

令和４年 

10 月 11 日 

（火） 

① かながわ男女共同参画推進プラン（第 4次）の改定について 

第 11 期 

第５回 

令和４年 

12 月 22 日

（木） 

① かながわ男女共同参画推進プラン（第 4次）の改定について 

② かながわ男女共同参画推進プランの改定に関する答申について 

第 11 期 

第６回 

令和５年 

７ 月 21 日

（金） 

① かながわ男女共同参画推進プラン（第 4次）の 2022 年度の進捗状 

況の評価について 

② かながわ DV 防止・被害者支援プランの 2022 年度の進捗状況の評価に 

ついて 

第 11 期 

第７回 

令和５年 

８ 月 21 日

（月） 

① かながわ困難女性等支援計画（仮称）の骨子案について 
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第 11 期 神 奈 川 県 男 女 共 同 参 画 審 議 会 委 員 名 簿 （令和５年９月現在） 

 

選出

区分 
分野・団体等 氏 名 職 業 ・ 役 職 等 

学 

識
・ 

経 

験 

者 

企業経営 ◎岩田
いわた

 喜
き

美
み

枝
え

 

住友商事株式会社社外取締役／株式会社りそなホ

ールディングス社外取締役／味の素株式会社社外

取締役 

ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ 
ﾊﾞﾗﾝｽ 川島

かわしま

 高之
たかゆき

 
NPO 法人ファザーリング・ジャパン理事／株式会

社川島製作所代表取締役社長 

社会学 〇白河
しらかわ

 桃子
と う こ

 相模女子大学大学院特任教授 

ﾗ ｲ ﾌ ｷ ｬ ﾘ ｱ 
教 育 鈴木

す ず き

 紀子
の り こ

 日本女子大学現代女性キャリア研究所客員研究員 

労働 野村
の む ら

 浩子
ひ ろ こ

 東京家政学院大学特別招聘教授 

法律実務 橋本
はしもと

 陽子
よ う こ

 
弁護士 
（神奈川県弁護士会推薦） 

福祉(DV) 湯澤
ゆ ざ わ

 直美
な お み

 
立教大学コミュニティ福祉学部 学部長・教授・立

教学院理事 

県
民
・
事
業
者 

等 
女性団体等 井上

いのうえ

 匡子
ま さ こ

 
特定非営利活動法人かながわ女性会議副理事長 
（特定非営利活動法人かながわ女性会議推薦） 

県民 太田
お お た

バークレイ  結斐
ゆ い

 公募委員 

事業者団体 清川
きよかわ

 大輔
だいすけ

 
株式会社横浜銀行人財部長 
（一般社団法人神奈川県経営者協会推薦） 

労働団体 萩原
はぎわら

 周子
ち か こ

 
日本労働組合総連合会神奈川県連合会副事務局長 
（日本労働組合総連合会神奈川県連合会推薦） 

市町村 矢作
や は ぎ

 拓
ひらく

 鎌倉市共生共創部地域共生課担当課長 

（50 音順） ◎会長 〇副会長    任期：令和４年６月１日～令和６年５月 31 日 



＜参考＞2022(令和４)年度審議会等の女性委員の登用状況
(重点目標１　目標値「県の審議会等における女性委員の割合」関係)

＜局別＞

委員
総数

うち女性
委員数

登用率 審議会数

169 77 45.6% 14

34 15 44.1% 5
25 14 56.0% 2

67 31 46.3% 5
16 6 37.5% 1

144 48 33.3% 10

346 146 42.2% 21

415 147 35.4% 30

58 27 46.6% 5

77 35 45.5% 10

5 2 40.0% 1
12 5 41.7% 1

77 37 48.1% 6

1445 590 40.8% 111

＜審議会別＞

総数 女性 比率

1 総合政策課 37 16 43.2%

2
いのち・未来戦略
本部室

13 6 46.2%

3 土地水資源対策課 6 4 66.7%

4 土地水資源対策課 7 3 42.9%

5 情報公開広聴課 7 2 28.6%

6 情報公開広聴課 5 2 40.0%

7 情報公開広聴課 10 4 40.0%

8 ＮＰＯ協働推進課 8 4 50.0%

9 政策法務課 9 4 44.4%
10 市町村課 11 4 36.4%
11 地域政策課 32 14 43.8%
12 統計センター 8 4 50.0%

13
かながわ県民活動
サポートセンター 8 4 50.0%

14
かながわ県民活動
サポートセンター

8 6 75.0%

169 77 45.6%

1 総務室 6 4 66.7%

2 人事課 10 3 30.0%
3 行政管理課 7 2 28.6%
4 行政管理課 5 3 60.0%

5 文書課 6 3 50.0%
34 15 44.1%

1 消費生活課 16 10 62.5%
2 消費生活課 9 4 44.4%

25 14 56.0%
1 国際課 14 6 42.9%

2 国際課 15 9 60.0%

3 文化課 16 7 43.8%
4 観光課 16 6 37.5%
5 観光課 6 3 50.0%

67 31 46.3%
1 スポーツ課 16 6 37.5%

16 6 37.5%計

神奈川県観光審議会
観光の核づくりアドバイザリー委員会

計
神奈川県スポーツ推進審議会

神奈川県消費生活審議会
神奈川県消費者被害救済委員会

計
かながわ国際政策推進懇話会

外国籍県民かながわ会議

神奈川県文化芸術振興審議会

神奈川県固定資産評価審議会

神奈川県情報公開審査会

神奈川県行政改革推進協議会
指定管理者制度モニタリング会議

神奈川県公益認定等審議会
計

くらし
安全防
災局

かながわコミュニティカレッジ運営委員会

計

神奈川県職員等不祥事防止対策協議会

神奈川県特別職報酬等審議会

No
.

神奈川県個人情報保護審査会

神奈川県情報公開・個人情報保護審議会

神奈川県指定特定非営利活動法人審査会

神奈川県行政不服審査会

2022年度
（2023/3/31時点）

※計画対象外委員を除く
名称

神奈川県総合計画審議会

神奈川県科学技術会議

神奈川県国土利用計画審議会

神奈川県地方創生推進会議
神奈川県統計報告調整審議会

神奈川県ボランタリー活動推進基金審査会

政策局

環境農政局

福祉子どもみらい局

スポー
ツ局

神奈川県土地利用審査会

局

総務局

局

政策局
総務局
くらし安全防災局

国際文化観光局
スポーツ局

合計

国際文
化観光
局

所管所属

健康医療局

産業労働局

県土整備局

会計局
企業局

教育局

97



総数 女性 比率

No
.

2022年度
（2023/3/31時点）

※計画対象外委員を除く
名称局 所管所属

1 環境計画課 16 8 50.0%

2 環境計画課 18 8 44.4%

3 大気水質課 12 6 50.0%

4 資源循環推進課 11 4 36.4%

5 自然環境保全課 20 4 20.0%

6 水源環境保全課 24 6 25.0%

7 森林再生課 15 2 13.3%
8 農政課 12 4 33.3%
9 農地課 6 2 33.3%
10 水産課 10 4 40.0%

144 48 33.3%

1 総務室 23 7 30.4%

2 共生推進本部室 12 9 75.0%

3 共生推進本部室 18 10 55.6%

4 次世代育成課 20 11 55.0%

5 次世代育成課 11 6 54.5%

6 子ども家庭課 24 15 62.5%

7 子ども家庭課 8 3 37.5%

8 青少年課 10 5 50.0%

9 私学振興課 15 3 20.0%

10 地域福祉課 12 6 50.0%

11 地域福祉課 24 10 41.7%

12 地域福祉課 19 9 47.4%

13 地域福祉課 16 4 25.0%

14 地域福祉課 5 2 40.0%

15 高齢福祉課 10 6 60.0%

16 高齢福祉課 20 7 35.0%

17 高齢福祉課 25 8 32.0%
18 高齢福祉課 30 11 36.7%
19 障害福祉課 20 7 35.0%

20 障害福祉課 6 2 33.3%

21 障害福祉課 18 5 27.8%

346 146 42.2%

神奈川県再犯防止推進会議

かながわ高齢者あんしん介護推進会議

かながわ高齢者保健福祉計画評価・推進等委員会
（かながわ高齢者保健福祉計画評価・推進委員会
及び神奈川県介護予防事業市町村支援委員会）

神奈川県認知症施策推進協議会

神奈川県障害者施策審議会

計

神奈川県地域包括ケア会議

神奈川県みんなのバリアフリー街づくり条例整備
基準見直し検討会議

神奈川県聴覚障がい児早期支援体制整備推進協議
会

神奈川県ライトセンターの事業に関するあり方検
討会

神奈川県慢性疾病児童等地域支援協議会

神奈川県青少年問題協議会

神奈川県私立学校審議会

神奈川県地域福祉支援計画評価・推進等委員会

神奈川県バリアフリー街づくり推進県民会議

神奈川県手話言語普及推進協議会

神奈川県社会福祉審議会

神奈川県男女共同参画審議会

かながわ人権政策推進懇話会

神奈川県子ども・子育て会議

かながわ子ども支援協議会

神奈川県児童福祉審議会

神奈川県都市農業推進審議会
神奈川県中山間地域等振興対策検討委員会
神奈川県水産審議会

計

神奈川県環境影響評価審査会

神奈川県公害審査会

神奈川県美しい環境づくり推進協議会

神奈川県自然環境保全審議会

水源環境保全・再生かながわ県民会議

神奈川県森林審議会

神奈川県環境審議会

環境農
政局

福祉子
どもみ
らい局
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総数 女性 比率

No
.

2022年度
（2023/3/31時点）

※計画対象外委員を除く
名称局 所管所属

1
医療危機対策本
部室

17 4 23.5%

2 県立病院課 5 2 40.0%

3 医療課 8 2 25.0%

4 医療課 5 1 20.0%

5 医療課 17 6 35.3%

6 医療課 15 2 13.3%

7 医療課 28 9 32.1%

8 医療課 9 6 66.7%

9 医療課 13 3 23.1%

10 医療保険課 9 4 44.4%

11 医療保険課 11 4 36.4%

12 健康増進課 11 4 36.4%

13 健康増進課 25 8 32.0%

14 健康増進課 11 4 36.4%

15 健康増進課 16 8 50.0%

16 健康増進課 15 4 26.7%

17
がん・疾病対策
課

15 6 40.0%

18
がん・疾病対策
課

16 7 43.8%

19
がん・疾病対策
課

12 4 33.3%

20
がん・疾病対策
課

16 7 43.8%

21
がん・疾病対策
課

14 4 28.6%

22
がん・疾病対策
課

15 5 33.3%

23
がん・疾病対策
課

23 9 39.1%

24 生活衛生課 16 6 37.5%
25 生活衛生課 9 4 44.4%

26 生活衛生課 16 6 37.5%
27 生活衛生課 6 3 50.0%
28 薬務課 13 4 30.8%
29 薬務課 16 6 37.5%
30 薬務課 13 5 38.5%

415 147 35.4%

1 産業振興課 6 3 50.0%

2 中小企業支援課 14 6 42.9%

3 商業流通課 8 4 50.0%

4 雇用労政課 15 8 53.3%
5 産業人材課 15 6 40.0%

58 27 46.6%

神奈川県地方独立行政法人神奈川県立産業技術総
合研究所評価委員会

神奈川県中小企業・小規模企業活性化推進審議会

神奈川県大規模小売店舗立地審議会

神奈川県職業能力開発審議会
計

神奈川県労働審議会

神奈川県動物愛護管理推進協議会
神奈川県水道ビジョン検討会
神奈川県薬事審議会
神奈川県献血推進協議会
神奈川県後発医薬品使用促進協議会

計

神奈川県アルコール健康障害対策推進協議会

神奈川県肝炎対策協議会

神奈川県ギャンブル等依存症対策推進協議会

神奈川県食の安全・安心審議会

神奈川県慢性腎臓病(CKD)対策連絡協議会

神奈川県公衆浴場入浴料金等協議会

かながわ食育推進県民会議

神奈川県たばこ対策推進検討会

神奈川県歯及び口腔の健康づくり推進協議会

神奈川県アレルギー疾患対策推進協議会

神奈川県精神保健福祉審議会

神奈川県がん対策推進審議会

神奈川県在宅医療推進協議会

神奈川県看護職員の確保及び資質向上推進委員会

神奈川県国民健康保険運営協議会

神奈川県医療費検討委員会

神奈川県生活習慣病対策委員会

神奈川県循環器病対策推進協議会

神奈川県感染症対策協議会

神奈川県地方独立行政法人神奈川県立病院機構評
価委員会

神奈川県医療審議会

神奈川県公立大学法人神奈川県立保健福祉大学評
価委員会

神奈川県保健医療計画推進会議

神奈川県医療対策協議会

健康医
療局

産業労
働局

神奈川県造血幹細胞移植推進協議会
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総数 女性 比率

No
.

2022年度
（2023/3/31時点）

※計画対象外委員を除く
名称局 所管所属

1 建設業課 8 3 37.5%

2 用地課 6 3 50.0%
3 都市計画課 9 3 33.3%
4 都市整備課 14 7 50.0%

5 都市公園課 8 5 62.5%
6 河港課 4 1 25.0%

7 住宅計画課 9 5 55.6%

8 建築安全課 6 3 50.0%

9 建築安全課 7 1 14.3%

10 建築安全課 6 4 66.7%
77 35 45.5%

1 調達課 5 2 40.0%

5 2 40.0%

1 経営課 12 5 41.7%
12 5 41.7%

1 総務室 5 2 40.0%
2 高校教育課 14 6 42.9%

3
子ども教育支援
課

16 10 62.5%

4 学校支援課 15 7 46.7%

5 生涯学習課 10 6 60.0%

6 文化遺産課 17 6 35.3%
77 37 48.1%

1445 590 40.8%

計

神奈川県営水道事業審議会

合計

計

神奈川県教科用図書選定審議会

神奈川県いじめ防止対策調査会

神奈川県生涯学習審議会

神奈川県文化財保護審議会

企業局

教育局

神奈川県住宅政策懇話会

神奈川県開発審査会

神奈川県建築士審査会

神奈川県建築審査会
計

神奈川県政府調達苦情検討及び入札・契約監視委
員会

神奈川県宅地建物取引業審議会

神奈川県土地収用事業認定審議会
神奈川県都市計画審議会

神奈川県屋外広告物審議会

神奈川県公園等審査会
神奈川県港湾審議会

会計局

県土整
備局

神奈川県産業教育審議会
県立高校校名検討懇話会

計
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施策又は事業についての提案等をお寄せください。 

神奈川県では、県民や事業者の皆さんとともに「一人ひとりが生き生きと個性や能力を発揮できる」男女

共同参画社会の実現をめざしていきたいと考えています。 

そのため、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策や事業への要望、制度の改善に関して皆さんか

らのご意見、ご提案等をお受けする専用の窓口を設置しています。 

いただいたご提案については、該当する事業等を所管している部署から文書又は電話により回答します。 

なお、場合によっては神奈川県男女共同参画審議会の意見を聴くことやご提案等の内容を県の刊行物等に

匿名で掲載させていただくことがありますので、ご了承ください。 
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神奈川県の男女共同参画 

－ 男女共同参画年次報告書 － 

 

令和５年９月発行 

 

 編集・発行 

神奈川県福祉子どもみらい局共生推進本部室 

http://www.pref.kanagawa.jp/docs/m8u/jinken/danjo.html 

 

  電 話  045（210）3640（直通）   

  ファクシミリ  045（210）8832 

○  提案できる人は、県内に在住の方、県内に事業所を有する事業者の方、県内に勤務又は在学する

方です。 

○ 受付窓口 神奈川県福祉子どもみらい局共生推進本部室（県庁東庁舎３階） 

     あ て 先   〒２３１－８５８８（住所記入不要） 

     専 用 電 話   ０４５－２１０－３６４３  

     ファクシミリ  ０４５－２１０－８８３２ 

         フォームメール 神奈川県ホームページの共生推進本部室のページ 

（ http://www.pref.kanagawa.jp/docs/m8u/jinken/danjo.html

）の「福祉子どもみらい局共生推進本部室へのお問い合わせフォー

ム」から送信いただけます。  

＊ 2022 年度に、神奈川県男女共同参画推進条例第 14 条に基づく提案等として受付けたものは０

件でした。 

http://www.pref.kanagawa.jp/docs/m8u/jinken/danjo.html
http://www.pref.kanagawa.jp/docs/m8u/jinken/danjo.html


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉子どもみらい局共生推進本部室  

横浜市中区日本大通１ 〒231－8588 電話（045）210－3640（直通） 

神奈川県 


